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新たな『地研年報』の発行にあたって

三重短期大学地域問題研究所長岩田俊二

今号の『地研年報第14号』は2008年4月から組織名称を変更し新たに出発した三重短期大

学地域問題研究所が発行する最初のものであり、記事内容は研究所報としての性格を強める変

更を行い充実させました。また、諸研究員の研究成果も従前通り掲載しておりますので、ご高

覧のうえご指導ご鞭捷を賜れば幸いであります。

新たな研究所の責務は前身の地域問題総合調査研究室が設立以来23年に渉って培ってきた

地域問題研究とその成果の地域還元を今後とも継続し、さらに発展させることであります。嘗

て地域問題総合調査研究室は、本学が三重県およびも津市という地域にねざした短期大学であ

ることから、「本学がよって立つ地域社会に関わる諸問題の調査研究を行い、もって、地域社会

の生活と文化の向上に寄与し、併せて本学の教育・研究の発展に資する」ことを目的に設立さ

れましたが、現在の研究所にとってもこの課題に変化はありません。

この課題は①地域問題研究の促進と深化、②地域の研究機関、研究者との連携による研究拠

点化、③研究成果の地域への還元および教育への応用の三点が主であると解することが出来ま

す。この中で、研究成果の地域への還元については、1993年から毎年、地域問題研究交流集会

を開催し学外の地域問題研究者（大学、行政、住民など）と研究動向や研究成果を交流するこ

とで、地域問題研究についての刺激や問題提起を受け止め、そしてそれを研究に反映すること

を通して実践して参りました。

しかも、三重短期大学地域連携センターが、地域との連携を強化し地域貢献の組織的取り組

みを充実するために2008年4月に新設されました。当研究所といたしましても、研究成果の

地域還元については従前の研究的色彩が強い地域問題研究交流集会に加えて、『地研年報』に掲

載した研究の幾つかの研究テーマについて市民向けセミナーを同センターと連携し開催するこ

とといたしました。2009年度は、「なぜ環境を守るのか？（南有哲研究員)」、「津市における成

人女性の食事摂取状況（梅津填樹子研究員)｣、「近代女性史の裏側～近代三重県地域におけるマ

ビキ慣行について～（茂木陽一研究員)」、「地方財政の最近の動向（雨宮照雄研究員)」を予定

しております。

当研究所の活動は研究所構成員一同の主体的努力の他に、市民の皆様や地域の関係機関のご

理解とご協力があって初めて意義のあるものになると考えておりますので、当研究所の活動の

充実のために今後とも一層のご支援ご協力をお願い申し上げます。



農業・農村から見た地方都市の都市形成史に関する研究

一津市を事例に－

岩田俊二中井加代子

はじめに

拙稿「地方都市の都市計画史に関する研究一津市を事例に－」では明治時代に市政がひか

れた津市の近代都市としての形成過程を明らかにし、現在の中心市街地の衰退問題等を歴史的

にとらえ直し、今後の地方都市の都市計画の方向を考えようとしたものである。地方都市は市

街地のみで形成されているのではなく、周辺の近郊農村を包含しているのであるから、周辺農

村整備の歴史的発展過程をも明らかにする必要がある。本稿は旧津市における明治期以降の農

村整備の展開過程を跡づけ、その特徴を分析すること、さらに農村整備と都市計画との関係に

ついても分析し、都市と農村の両面から地方都市が近代化する過程とその特徴を明らかにする

ことを目的としている。こうした成果が今後の地方計画の検討にあたっての参考資料となるこ

とを期待している。

本稿の論述は三重県の土地改良史の展開を時間軸の縦糸とし、時々に出現する旧津市におけ

る土地改良事業を横糸にして織りなす記述を採っている。土地改良事業の性格上、三重県の土

地改良史は国の土地改良史に重なるものであるから、旧津市の土地改良事業の展開過程を国の

土地改良の政策の流れの中で位極づけていることとなる。三重県の土地改良史については、『三

重県土地改良の歩み』三重県土地改良事業団体連合会昭和53年刊、津市の土地改良史につい

ては、行政資料「津市農業基盤整備事業実施計画つづり」と『津の歴史を語る碑』三ツ村健吉

著平成9年刊を、また耕地整理法の沿革とその改正経緯及び耕地整理法によるまちづくり（I

章2～3節）については『新建築学体系18集落計画』石田頼房他著、彰国社、昭和61年刊を

引用・参考にしたことを明らかにしておく。

I耕地整理法の創設と耕地整理事業の進展

1．耕地整理法制定以前

封建時代には畦畔整理が行われていたが、明治になってからは、地租改正による鍬下年期の

設定の影響もあって、やや規模の大きい区画整理が行われるようになった。静岡県、石川県が

特に進んでいて、この区画整理方式を「田区改正」と称し、明治20年代には広く全国に普及

し始めた。静岡式は静岡県磐田郡田原村（現袋井市）の名倉太郎馬などによる事業（1872（明

治5）～1875年）がよく知られている。これは単に耕地の畦畔・区画の改良にとどまらず、集

落内の宅地の整理や道路の改廃を同時に行っていることは、農村計画として見た場合注目に値

するとされている。石川式の田区改正はドイツの耕地整理の影響であった。伊勢地方において
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も徳川時代から「畝町倒し」又は「サイメ」と呼ばれ、小規模の畦畔整理が行われていた。

わが国最初の耕地整理に関する法律は、1897（明治30）年の「土地区画改良二関スル法律」

であるが、この法律は土地改良のため区画形状の変更を行っても地価総額を従来通りに抑え、

登録税の納税を不要にしたものであり、耕地整理の促進に力があったという。しかし、この法

律のみでは手続の煩雑さ、土地所有者間の合意の得にくさなどの障害が多く残された。

2．耕地整理法の創設と改正過程

1894（明治27．28）年の日清戦争において、日本は戦勝国となったが、多額の戦費を使い財

政的危機を招来した。この難局を克服するためには、工業の進んでいない当時としては、農事

の改良により増収を図らなければならなかった。ここにおいて維新以来吸収した諸外国の区画

整理方式と、国内において成果を挙げている、田区改正とを組合せて1899（明治32）年8月

「耕地整理法」として公布され、翌年1月から施行された。けだし土地改良としては最初の、

しかも画期的法律である。

1899年法の第1条において、「本法二於テ耕地整理卜称スルハ耕地、利用ヲ増進スル目的ヲ

以テ其ノ所有者共同シテ土地ノ交換若クハ分合、区劃形状ノ変更、道路、堤塘、畦畔、溝渠、

溜池等ノ変更、改廃ヲ行フコトヲ謂フ」のであり、土地の交換分合と区画整理を主たる対象と

するのであったが、同法は畑作経営のドイツ国の直訳的輸入部分が多く、水田経営を主とする

我が国の農業形態と合致せず、所期の生産的効果を挙げられないのみならず、費用倒れになる

ことも少しとしなかった。そこで1905（明治38）年大改正を行い「潅概排水二関スル設備並

ニエ事ヲ行う」を加え、潅概排水事業もその対象とされた。

1899年耕地整理法では、土地所有者数．面積・地価額で3分の2以上の同意があれば、不同

意者の土地も耕地整理区域に編入することができることにしたが、建物ある宅地等に関しては

強制編入が認められなかったから、強制編入が認められる耕地との間に差を生じ、いきおい集

落などは区域から除外され、耕地のみの区画整理になって、農村計画上は問題が残されたとい

える。

かくて1909（明治42）年4月第2次大改正となり、開墾、地目変換及び整理施行の為若し

くは、その結果必要な施設、またはその維持管理をも包含することとなった。この改正により

耕地整理法はますます当面の米穀増産を目的とする、生産的土地改良事業の色を濃くした。

1907（明治39）年6月農商務省令第18号で「耕地整理及土地改良奨励費規則」が定められ、

その第2条において、耕地整理及び土地改良事業の調査設計監督等の費用に対する補助の途が

開かれた。三重県においては、1908（明治40）年12月県議会の議決に基づき、従来県農会に

委託していた事業の施行を県自らが行うこととし、内務部に「耕地整理課」を新設し、人事発

令を行った。

なお、1897（明治30）年の「土地区画改良二関スル法律」は、1899年耕地整理法制定後も

そのまま残され、宅地の利用を目的とする土地区画改良はもちろん、耕地整理でさえ1897年
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法で行われていたという。さらに、1908（明治41）年には、「土地区画改良二関スル法律」に

も強制編入を認める改正が行われたから、法制上は耕地以外の土地も強制編入をして土地区画

改良が行えることになったが、このことによって集落などの整理が行われたかどうかは明らか

でない。「土地区画改良二関スル法律」は、1909年耕地整理法（新耕地整理法）の公布により

廃止となった。

一方我が国は、明治30年代に入って米の輸出国から輸入国に転落し、1905（明治37.38）

年の日露戦争後は、人口の増加等により内地米の絶対堂がその重要度を加え、耕地の拡張、及

び生産力の増大が要望されるに至った。

3．耕地整理法によるまちづくり

都市周辺地域で宅地化を目的とする土地の区画改良が行われるようになるのは､1900年前後

であり、大阪の西区九条地区が最初であるといわれる。1909(明治42）年新耕地整理法の制定

に伴い、宅地化目的の区画整理もこの法律で行われるようになる。大阪でも、この法律の制定

直後、明らかに宅地化目的の耕地整理として今宮地区など次々に事業が行われる。耕地整理と

して宅地化目的の事業を行うことは、1919(大正8)年都市計画法によって宅地化目的の土地区

画整理制度が別に作られてからも変わらなかった。このため、農業基盤を整備する耕地整理事

業と、宅地化のための土地の区画形質の変更という、目的の違った事業の間の矛盾を調整する

さまざまな技術的工夫が行われる。例えば、耕作のためには適当であるが宅地化のためには大

きすぎる｢街区｣を建築線指定により2つないし4つに分割しておくこと、あるいは、農道とし

ては適当であるが住宅地の道路としては狭小である場合に後退建築線によって将来の必要幅員

を確保することが、かなり一般的に行われた。

しかし、宅地化目的のため耕地整理法を用いるというのは、事業目的を逸脱しているので、

1931(昭和6)年の耕地整理法の改正では、市の区域、すなわち都市計画区域における耕地整理

事業の認可を原則として行わないことにした。このことによって都市計画法による土地区画整

理事業が都市近郊地域で増加するが、今度は逆に、土地区画整理事業の側で経過的に農業が続

けられる工夫を行うことが必要になる。例えば、幹線道路を暫定幅員で整備し農地の減少を防

ぐ方法、農業用の水路と都市排水路とを併用させる工夫などであった。

4．耕地整理費補助規程及び耕地整理事業の資金融資

三重県では用悪水路、溜池、樋管、井堰等の工事については、土木課の所管事項とし、「三重

県土木費支弁規程」により補助金を交付していた。またその補助率は、工種、年度、予算、規

模、新改築等によりその都度異なり3割～8割であったが、1909（明治42）年の耕地整理法の

改正により県令をもって、1910（明治43）年3月「耕地整理工事費補助規程」を定め、その

第1条に於て「耕地整理法二基キ耕地整理ヲ施行シタルモノニ対シ、其ノ直接工事二要スル費

用ニ限り、予算ノ範囲二於テ、県之ヲ補助ス」とし、第2条において「補助金ハ、面稲三十町
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歩以上ノ地区二於ケル三重県土木費支弁規程第一条及第二条二依ル道路及河川ノ付、替工事、

潅概及排水機械二関スルエ事、堰堤及樋管ノエ事、其ノ他特に必要と認メタルエ事二対シ、其

ノ費用ノー分ノー以内トス」と定められた。この規程が、耕地整理事業に県費補助の制度化さ

れた最初である。

耕地整理事業は、法制定以来その実施により多くの利得があることが認められ、年を追うて

増加したが、事業の施工には多額の経費を要し、その資金面において難色のあることが出て来

た。すなわち資金を銀行融資に仰いだ場合、物価の変動特に米価下落の場合は農民はその返済

に困窮した。これが救済策として農商務省においては、1910（明治43）年度から預金部資金

を日本勧業銀行、及び農工銀行を通じて年利9分9厘、20年年賦償還で融資の道を開いた。

三重県においては、1911（明治44）年6月耕第225号の1を以て「耕地整理事業資金取扱

順序」を定め融資方法の細部を示している。その主な内容は一口3万円以上の場合（大臣認可）

は日本勧業銀行において、3万円以下の場合（知事認可）は同銀行の代理として、三重県農工

銀行で取扱うと示している。なお、この取扱い方法は、1912（大正元）年10月農商務省農務

局長通牒により、事務簡素化のため3万円以上の場合の認可権も知事に委譲された。

5．明治時代の耕地整理事業

耕地整理法公布以来､三重県において最初に施工されたのは阿山郡上野町大字上野村地区で、

整理前面積17町7,424、整理後面積18町5,110、工事費5,648円86銭、1901（明治34）

年12月工事に着手し、明治35年5月工事を完了した。次は三重郡川原田村大字川尻の26町

4,918、第3位は度会郡下外城田村大字山岡、小社の51町1,518であるが、明治時代施行され

た耕地整理事業は、表1の通りで年と共にますます発展した。

津市においては下部田余慶町耕地整理組合が1908～1915（明治41～大正4）年に実施した

のが最も早いものである。

表1三重県の明治期の耕地整理事業施行状況調書

認可 工事着手 工事完了

地区数 地種 地区数 地積 地区数 地積

1901（M34）年 1 18町 1 18町 町

1902（M35） 1 26 1 26 1 19

1903（M36） 1 51

1904（M37） 1 43 1 52

1905（M38） 1 109 1 109

1906（M39） 1 7 2 50 1 26

1907（M40） 7 373 5 215

1908（M41） 12 450 7 352 1 120

1909（M42） 5 108 3 207 4 51

1910（M43） 11 520 7 78 4 74

1911（M44） 14 1082 9 249 2 37

明治合計 55 2787 87 1356 13 327
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6．大正時代の耕地事業

（1）耕地整理法の改正

耕地整理法は、1914（大正3）年3月みたび大改正が加えられ、湖海の埋立及び干拓が追

加された。この改正により同法は、従来の既耕地本位の事業から未墾地である水面の開発を

含む政策となり、ますます生産的土地改良となった．

更に、1919（大正8）年4月の改正により、水面の埋立、干拓を行う場合、漁業権との調

整、事業資金融資を容易ならしめるための対策、また移住民を招致して新たに開墾事業を行

う場合を予想して、整理施行の利用に必要な施設も事業として遂行出来るようにし、積極的

な新田開発、畑地の水田化が制度的に打ち出された。

（2）三重県における耕地整理事業

大正時代の三重県における耕地整理事業の施行状況は表2の通りである。表で見ると、明

治時代11年間に認可面積2,787町、工事着手面積1,356町、完了面積327町であるが、大

正時代14年間にはそれぞれ13,805町、10,486町、3,477町で如何に膨大な面積の事業が施

行されたかが判る。

表2三重県の大正期の耕地整理事業施行状況調書

認可 工事着手 工事完了

地区数 地積 地区数 地積 地区数 地積

1912（T1）年 18 891町 17 1685町 9 194町

1913（T2） 24 1327 20 986 8 206

1914（T3） 19 931 17 969 4 52

1915（T4） 14 921 14 717 6 271

1916（T5） 18 1279 19 905 6 144

1917（T6） 10 579 9 511 12 362

1918（T7） 8 752 7 239 8 373

1919（T8） 21 978 13 831 4 168

1920（T9） 19 737 10 397 10 268

1921（T10） 20 723 27 1415 3 223

1922（T11） 8 3467 8 454 5 70

1923（T12） 10 614 10 684 10 336

1924（T13） 6 439 7 270 11 644

1925（T14） 6 167 8 423 13 166

大正合計 202 13805 186 10486 109 3477
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（3）津市における耕地整理事業

津市におけるこの時期の耕地整理事業は次のものがあった。

上浜町耕地整理組合大正5年～大正15年（1916～1926）

高茶屋地区耕地整理組合大正10年～昭和15年（1921～1940）

乙部地区耕地整理組合大正11年～昭和5年（1922～1930）

岩田耕地整理組合大正12年～昭和5年（1923～1930）

橋南耕地整理組合大正13年～昭和5年（1924～1930）

橋北耕地整理組合大正14年～昭和3年（1925～1928）

津興耕地整理組合大正15年～昭和7年（1926～1932）

阿漕耕地整理組合大正15年～昭和7年（1926～1932）

（4）上浜町耕地整理組合大正5年～大正15年（1916～1926）の概要

上浜町耕地整理竣工記念碑（昭和2年建立）の碑文に以下の概要が記載されている。耕地

整理区域内の一部の土地を紡絞工場に売却し、工事代金を捻出する方法は現代の土地区画整

理事業の保留地処分と同じ効果を生み出した。しかし、耕地整理事業であったが、完工後の

都市的土地利用への変化は著しいものがあった。このあと昭和初期の乙部・中川原・新町と

津市中心部の橘内地区の整理が進んだ。

「明治の中興以来、天下の政治が盛んになり、その活動が進んでやまない。学問教育は新し

くなり、軍の行政も向上した。農業、養蚕業、工業、商業もまた発達した。天皇のご威光は

広く四方に輝き、人々は勇んで行動し昔の消極的な民ではなくなった。

その頃、伊藤某が来て言うには、我が上浜の地は津市の北の隅に位置し、県庁と鉄道の駅

とに接し、真に重要な位置を占めている。今や都市と田舎は時勢とともに発展し、我が上浜

区も将来は市の中心となろうとしている。以前に、県の耕地整理課がしきりに耕地を整理し

その模範となるように区民を説得したことがあった。そこで某らが走り回って何回も会合を

持ち計画を相談したところ、耕地整理組合を組織し長所を取り短所を補って区域を正しく定

めた。土地は約五十町、組合員は百名余役割を決めてその長を選び、橋本清助を推して組合

長にし、伊藤太七・赤塚伊左衛門を副長とした。佐治七郎を庶務部長とし富田金七は会計を

取り扱った。長谷川増次郎・水谷七十郎を正副工事長、水谷五郎左衛門・赤塚伊兵衛・野呂

多兵衛が評議員になった。このほかに評価人十人・代議員二十人が決まった。

大正五年九月、役所に申し出てその許可を受け、起工式を小丹神社で行なった。しばらく

して工事は月日を重ねるにつれて進んでいった。長さ三十間広さ十間をもって一つの区域と

し、秩序正しく見渡すかぎり広がり、それをつなぐために大小の用水路と道路が縦横に交わ

り、車馬の往来、田畑へ水を引く便、田畑の耕作の便いずれもすべてが備わり、きらきらと

した輝きを見ることができる。

大正八年十二月、たまたま新しく津紡績会社を作るために、その用地をわが区に定め二万
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坪の土地を分け与えてほしいと頼んできた。そこで部員がいろいろと相談して考えた結果、

今この事を受けることは我が区が繁栄するばかりか、将来津市が発展するための助けになる

と思うがどうだろうという事で意見がまとまって、その代価として十万円を受け取った。そ

の後、その人が岸和田紡績社に土地を譲り渡した。いまT大工場が区の西の隅にそびえたち、

女子工員たちがあちこちから多く集まって来て賑いを見せ、高い建物が沢山立ち並んだ。そ

の付近の土地の地価が急にあがり、前の十倍にもなろうとしている。

一方、この事業がまだ完了しないのに橋本清助は死んで伊藤太七がこれに代わり、清助の

跡取りが副組合長になり、赤塚伊左衛門が死にその後継ぎ勇次郎がこれに代わった。今は貸

付の土地の増減がはげしく、例えば田の四十三町四反は三十四町八反に減り、三反余の宅地

は九町八反となり、八反余の道路や溝も五町五反に増えた。この間の経費は全部で四万余円、

そのすべては前に得た土地の代金を当て余った金は皆それを工事に使った。

工事は去年の冬で完了しすでに竣工式を行なった。今一基の碑を建てて永遠にこの事業の

ことを後世に伝えようということになりその文を頼みに来た。そこで私は快く引き受けて言

うには、この度の事業は誠に立派だった。このごろどこでも大都市の構想を言う者が多いが、

よくその実績をあげたことは聞いていない。現に上浜の人達は深い考えのもとに、将来を見

通す深い考えを打ち込んでこの事業を完了した。またよい機会を利用して計画を実現し、大

いに町の面目を一新して人を驚かした。これは事にあたった人々の力が、これをよく成し遂

げた結果ではないか。思えば大正五年着工以来、各係りの者が心を砕いて十年の長い間をま

るで一日のように休むこともなく努力した結果がもたらしたものと言えようか。これから推

し測ればこの区の人々は将来更に何かを成し遂げるにちがいない。ついにこの言葉を記して

次の詞をつなぐ次第である。

命を受けて相談したことが、幸いにもよい時期に適い

よい穀物が立派に実り大きい建物が高くそびえたつ

人々の喜びは広がり家々は明るく平和である

この上浜の町志登茂川はそのほとりに出て流れている」

（5）高茶屋地区耕地整理組合大正10年～昭和15年（1921～1940）の概要

高茶屋地区耕地整理完工記念碑（昭和16年建立）に概要が記載されている。津市南郊に

おける高茶屋村の東部地区の耕地整理は村を一変する大事業として、大正九年、時の村長服

部米次郎の陣頭指揮の下に実現した。長年の夢が叶って今までの湿田が化して美田と成り、

村の明るい将来が約束された村民の喜びが行間に踊っている。

「大神宮に奉る御厨の塩は九斗と、古い記録に残されている誉れも高い高茶屋の昔を偲んで、

語り継いだ立派な話の種を持ちながら、さらにまた桃山江戸の時代から旅する文人たちの目

に写った交通文化の姿がうたいはやされた村の誇りは、古い文書の上に輝いているが、現実

には水田が、限りなく広がっていながら、裏作の出来ない湿田が六割にも及ぶと、思慮のあ
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る人たちが嘆いてきた。ありがたいこの時代の恵みのもとに人々は耕地整理をしようと立ち

上がった。時は大正十年の一月のこと、空はまだ寒かったが凍てついた大地を蹴って工事は

開始された。

村の長にはその名もめでたい服部米次郎を頂いて、その指揮に従って、力の限り知恵を絞

って励んだ人々の誠意は、立派な結果として隣村雲出の民までがそのおかげに喜ぶ百余丁の

美田を生み出した。その上自動で開閉できる鉄扉を備えた新しい樋門に守られる村の幸せは

ゆるく識ことはない。工費は七万九千円、鉄より固く一つの心に団結した村人たちの労働に天

も感動したのであろうか、天の仕業に助けられて豊かな秋の実りに恵まれるとは何ともめで

たいことではないか。昔名僧澄心が里の松風と詠んだとか言うが、その高茶屋の松風も後の

世まで永くこの豊かな神の恵みを称えて歌うことであろう。」

（6）乙部地区耕地整理組合大正11年～昭和5年（1922～1930）の概要

乙部地区耕地整理完工記念碑（昭和5年建立）に概要が記されている。この事業は水利の

向上による豊かな土地の確保を第1の目的としたが、一方では将来の宅地化を見通した計画

を織り込んだのが、一般の耕地整理とはその趣を異にしていた。すなわち、宅地化に便利な

ように農道間に30間毎に細かく道路を入れた。このすぐれた決断は工事完了後、土地利用

価値の値上がりと住宅の建設を進め地区の面目が一新された。また宅地への転換が進み組合

員も2倍に増えた。そこへもって伊勢電鉄が延びて停留場が設置され、多くの苦しい節をこ

えて実現した大事業は大きい花をつけ、他の模範または促進剤となって実を結んだ。

「乙部の耕地の整理計画が呼び掛けられてからすでに長い年が流れた。しかし多くの事情に

邪魔されて実現に至らなかったが、町の有力者は深くこのことを残念がって一日中あちこち

に'忙しく走り回って、この計画に賛成するように大いに進めた結果、やっと開始の動きが見

えてきて関係地主の間で相談がまとまり、大正十一年十月二十四日工事を認可命令を受ける

ことになった。それ以来各役員は一心を打ち込んで工事の監督にあるいは繁忙な事務に務め、

十分その責任を果して工事の完成を見ることになった。

初め、この整理を行なった耕地の総面積は、田畑その他を合わせて五十六町四反余歩、そ

の目的は言うまでもなく水の便と土地がよく肥えるようにと願うことにあったが、一方では

将来宅地化に向けて発展しようとする時の動きを広く見通して、すぐに三十間を基準として

間の道を作るなど、普通一般に行なわれる耕地整理とは少しそのやり方に違いがあった。道

理でこの大きく将来を見通したすぐれた判断は、整理後すぐに土地の利用価値の向上を招き、

次々と家屋の建設を見るようになり地域の様子が大きく変わった。こうして耕地で宅地に変

わったものは実に二万八千余坪を数え、初めの組合員の数、百八十二名の者はついに三百六

十の多数になった。これは言い換えれば住宅化がもたらした大きい変化であり、そのうえ先

頃伊勢電鉄の延長線がこの地区内を横断して通り停留場が設けられたことで、その発展ぶり

はまるで時代が大きく変わったように思われる。しかも全市の耕地整理を急がせる力となり、
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実に全く模範的な整理であると高く評価され、その恵を受けた組合員は手を打ち踊って心か

らその喜びに浸っている。ここに記念碑を建設するに当たり、事業の経過のあらましを誌し

て後世の人達に伝えるものである｡」

Ⅱ食料自給方策

1．開墾助成法

1914（大正3）年、一発の拳銃が起爆剤となって第1次世界大戦が起り、わが国は同盟国の

故をもって一部戦線に参加したが、戦争による被害は軽微で、欧州諸国の破壊による生産低下

が、日本の工業の一大発展を招来して好景気となり、諸物価は上昇し､特に米価は急騰して1918

（大正7）年8月には米騒動が起きた。この米騒動を契機として、政府は食糧の自給を国策と

し、開墾助成法公布のほか開墾地移住奨励、大規模国営開墾、朝鮮、台湾の産米計画等の計画

立案となった。

「開墾助成法」は内地の開墾適地25万町歩を15ケ年間で開墾する目的で制定され、1919

（大正8）年4月公布、6月から施行された。その第1条に「土地ノ農業上ノ利用ヲ増進スル

目的ヲ以テ開墾、湖海ノ埋立干拓又ハ開田」及び「前号二掲ゲル事業二伴う潅概排水二関スル

施設又ハ道路堤塘ノ新設若ハ変更」を行う者には助成金を交付する。第2条「助成金ハ命令ノ

定ムル所二依り工事開始ノ年ヨリエ事終了後四年二至ル期間内二於テ之ヲ交付ス」｢助成金ノ年

額ハ其ノ交付ノ日迄二支出シタル総金額ノ百分ノ六以内トス」と定められ、またその施行面積

5町歩以上のものと、施行面積5町歩以上に伴うものに限る（施行規則第1条）と規定された

が、後4割の助成金を交付するということに改正された。同法は、明治以来最初の大がかりの

耕地事業に対する行政投資制度の発足であることは特に注目すべきことである。

耕地整理法は過去の改正により開墾、地目変換、埋立、干拓等が事業目的に加えられていた

が、開墾助成法による補助金の裏付により広範囲に開田が行われるようになった。この法律に

よって開墾あるいは開田が進んだ以外に、以後耕地事業は農業政策の中心となり政府補助金に

密着し、補助金なしの耕地事業は考えられなくなった。

なお開墾助成法により助成金の交付を受けられる事業は、その施行面積に一定の制限がある

ので、その限度以下の場合は地租条例、耕地整理法に依り地租減免の恩典を与えられた外、耕

地整理事業の一部をなす場合は、府県及び国庫の補助金又は低利資金融資の恩恵に浴した。

2．耕地拡張費助成規程

開墾助成法は、施行面積5町歩以下の場合は補助の対象とならなかったので5町歩以下の開

墾の救済策として三重県においては、1919（大正8）年3月県令第33号をもって「耕地拡張

費補助規程」を制定、4月から施行した。その第1条に「耕地拡張事業ヲ奨励スル為開墾、干

拓及埋立等二依り面積一反歩以上ノ土地ヲ耕地卜為シタル者二対シ毎年度予算ノ範囲内二於テ

補助金ヲ交付ス」、第2条「補助金額ハエ事費予算ノー分ノー以内ニシテ左ノ各号二定ムル所二
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依ル｣、

「一、田ト為シタルモノニ付テハー反歩二付金拾五円以内

二、畑ト為シタルモノニ付テハー反歩二付金拾円以内

耕地ト為シタル面積五町歩以上二達スルトキハー反歩二付各金七円ヲ減ズ｣、

第3条に補助金は耕地整理法二依り施工シタルモノニ付テハ換地処分認可後、其ノ他ノモノニ

付テハ、地租条例ニ依り開墾成功届出後又ハ民有地二認可許可後二於テ之ヲ交付ス」と定めら

れた。

表3大正期の耕地拡張面積

耕地整理法二依ルモノ 地租条例二依ルモノ

地区数 開田 開畑 計 地区数 開田 開畑 計

1919（T8）年 1 30町 5町 35町 1 町 1町 1町

1920（T9） 130 11 35 46

1921（T10） 2 4 3 7 153 18 44 62

1922（T11） 1 3 3 196 20 42 62

1923（T12） 4 13 13 62 9 20 29

1924（T13） 2 11 11 44 3 10 14

1925（T14） 1 3 3 17 5 4 9

3．開墾地移住奨励

開墾助成法と関連のある事業として1920（大正9）年開墾地移住奨励の補助制度が設けられ

た。その趣旨は開墾地に移住民を招致して、開墾事業の経営を容易ならしめると共に、優良な

新農村の創成を助け、事業の効果を永遠におさめようとするもので、国庫の補助対象は移住家

屋と共同建築物である。

大正9年9月、農第12280号農務局長から知事宛の右趣旨の通牒により、三重県においては

1921（大正10）年3月県令第34号をもって「開墾地移住奨励規程」を定め同9年4月以降起

工の分から適用した。その第2条に「奨励金ハ開墾助成法二依り事業ヲ施行スル地区二於テ農

業者移住ノ為必要ナル家屋及付属建物ヲ建築スル者二対シ、－坪当金弐拾円以内ヲ交付ス。但

シ建築費ノー分ノーヲ限度トス」というのである。

Ⅲ昭和恐慌と戦時体制下の耕地事業

1．県営耕地事業

（1）農業水利事業

農商務省においては、1923（大正12）年4月「用排水改良事業補助要項」を定め、耕地
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面積500町歩以上を支配する用排水幹線、または用排水設備の改良事業を府県営で行う場合

には、5割以内の国庫補助を行い、およそ20ケ年間に2650万円の国費を投じて水利不良な

耕地20万町歩の改良事業を計画した。

三重県においては、この要項に該当する事業を県営事業として施行するに当り、1931（昭

和6）年2月「三重県農業水利改良事務所規程」を定めて、新たに事務所を設け所長以下職

員を配置した。その最初の事業は桑名郡長島村「県営長島村排水改良事業」であるが、津市

以外4ケ町村を受益地とした雲出用水改良事業は724町歩の用水路改良工事を25万5千円

の事業費で昭和15年～18年に施工された。しかして、これらの事業の財源は、国庫補助4

割5分～5割、県費1分～1割、地元寄付金4割5分～5割であった。

（2）その他の県営事業

農業水利事業に続いて開墾助成法による大規模の開拓事業が､県営事業として施工された。

その施行地区は表4の通りである。

表4開拓関係県営耕地事業地区別調書

地区名 受益地区 関係面積 主要工事 事業費 事業年度

伊曾島村青鷺川埋 桑名郡伊曾島 14町 池沼埋立 56千円 1935～1936

立事業 村 (S10~11年度）

壬生野村開墾事業 阿山郡壬生野 570町 開墾地潅概用溜 270千円 1936～1940

村 池拡築 (S11～15年度）

2．時局匡救耕地関係農業土木事業

（1）事業の経緯と内容

昭和になって経済界の不況は農村にも波及した。1930（昭和5）年世界農産物の過剰と国

内の増収とは農作物の大暴落を来たし、農村経済は破局的打撃を蒙った。恐慌の波はすべて

の産業部門に及び、都市の労働争議、農村の小作争議の激化と農村窮乏の深刻化は大きな社

会問題となった。この重大な事態に直面した政府は、1930（昭和5）年「失業救済農山漁村

臨時対策低利資金」の融資、昭和6年には「新地租法」を制定して農家の救済、負担軽減を

図ったが、それらの効果は余りなく昭和6年はまた大凶作であった。

政府は1932（昭和7）年、3ケ年計画をもって「時局匡救耕地関係農業土木事業」を施行

した。すなわち2年量開墾、用排水幹線改良、小用排水、暗渠排水、小設備事業等に対し補

助金を交付したがその内容は次の通りである。

（a）開墾事業

（i)2年量開墾1団地5町歩以上国庫補助率4割

（ii)小開墾〃5町歩以下〃5割
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(b）用排水改良事業

（i)用排水幹線改良

（ii)小用排水

(c）暗渠排水及小設備事業

（i)暗渠排水

（ii)小設備

国庫補助率

〃

1団地500町歩以上

〃500町歩以下

割
割
５
５

国庫補助率

〃

1団地5反歩以上

耕地関係道路堤塘井堰

樋門等の新設改良

5割

5割

（2）事業量及び助成金割当額

（a）2年量開墾面積（開田開畑）

昭和7年259町

同8年46町

同9年73町

（b）時局匡救耕地関係農業土木事業助成金割当額

昭和7年412,440円

同8年473,765円

同9年248,903円

この事業については、三重県耕地面積104,200町歩は全国のそれの1．7％に相当するのに比

較して、助成金は全国の2％であるので全国平均よりも多くの事業堂を消化した。時局匡救事

業は恐慌による失業対策と農村の困窮打開をねらって実施された緊急措置であったが、この結

果、1932（昭和7）年から昭和9年にかけて耕地事業は従来にない多額の国家予算に支えられ

て大幅に拡大した。また過去において国庫補助の対象とならなかった小規模開墾、小用排水、

暗渠排水あるいは小設備等、直接耕作条件の改善を可能とする事業が補助の対象となったこと

は、農民にとって大きな収穫であった。いずれにしても明治以来、耕地事業が常に内包してい

た二つの性格、すなわち経済政策と社会政策のうち救農土木事業は、後者を代表するものであ

って、その社会性のゆえに耕地事業は著しく公共性を高め、殊に大東亜戦争後は公共事業とし

て華々しい展開となった。

3．昭和初期の耕地整理事業

（1）三重県

1899（明治32）年公布された耕地整理法は、幾度も改正を加えられ、事業は大正から昭

和へと引続き各所において施工された。その施行状況は表5，6の通りである。
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表5昭和初期の耕地整理事業施行状況調書

認可 工事着手 工事完了

地区数 地積 地区数 地積 地区数 地積

1926（S1） 19 1474町 12 981町 15 468町

1927（S2） 27 961 23 1085 9 832

1928（S3） 16 588 13 539 17 916

1929（S4） 7 286 9 403 5 306

1930（S5） 25 1290 14 495 9 376

1931（S6） 24 1443 13 525 6 250

1932（S7） 32 618 30 1475 4 131

1933（S8） 17 142 8 809 12 348

1934（S9） 18 227 9 106 24 718

1935（S10） 9 120 4 59 9 285

1936（S11） 8 245 5 95 8 449

1937（S12） 7 295 6 135 7 126

1938（S13） 11 339 4 80 7 610

1939（S14） 5 65 3 316 7 583

合計 279 8094 190 8103 139 6398

表6昭和初期の年度別耕地整理及び開墾に関する各種補助金一覧表

耕地轄理

工事費補助
耕地拡張費補助 移住家屋奨励 計

1926（S1）年 72,000円 5,013円 1,098円 78,111円

1927（S2） 87000 4，015 760 91，793

1928（S3） 72000 2，600 74600

1929（S4） 61200 1，360 5，140 67760

1930（S5） 61200 1，360 5200 63792

1931（S6） 58200 1，292 4 300 57672

1932（S7） 52380 1292 4000 19663

1933（S8） 14500 1 163 4 000 21663

1934（S9） 16500 1 163 4 000 19663

1935（S10） 16500 1163 2000 21730

1936（S11） 20000 930 800 20800

1937（S12） 20000 800 19400

1938（S13） 19000 400 20800

1939（S14） 18000 2，800 19800

1940（S15） 16200 3，600 18180

1941（S16） 14580 3，600 13900

1942（S17） 13500 400 16200

1943（S18） 13000 3，200
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（2）津市

この時期の津市における耕地整理事業は次があげられる。

新町耕地整理組合昭和2年～昭和7年（1927～1932）

中河原耕地整理組合昭和3年～昭和7年（1928～1932）

橋北第二耕地整理組合昭和3年～4年（1928～1929）

（3）新町耕地整理組合昭和2年～昭和7年（1927～1932）の概要

新町耕地整理の概要は同事業完工記念碑（昭和8年建立）に記されている。耕地整理事

業によって5間道路が西郊に延び、参宮電鉄（現在の近鉄）が国鉄に併行して縦貫し、更に

旧制津中学校が地区に移転してくるなど、都市化要因が増えることで将来の都市基盤が整備

されたという当時の認識が判読出来る。

「安濃郡新町大字古河・刑部の地は、昔からの溝や道が曲がりくねって、処々で耕作や収種

に困ることがあった。ところが、天皇の御仁政に感化された人民の間に、自力で事を始めよ

うとする動きが生れていた。ちょうど良い時に当たったと言うか、昭和二年五月農業に特に

熱心な人々百二十人が地域の発展のために精進しようと誓って立ち上がった。朝早くから夜

遅くまで彼等の活動は続いた。

工事の地域は広さ八十町余り、これにかけた費用は四万数千円、関係者の協力は固く五年

の間一貫して続いた。その誠意が天に通じたのかそれを助けるように自然の災害もなく土木

工事は完全にでき上がった。

今高い所に登って、計画した工事を苦労のあげく、完成させた跡を見渡して見ると、そこ

には水路がきちんと整い田畑を潅慨するには十分であり、色々な花が咲き穀物が実り、道路

や畦道が東西南北に通じ店が今にも立ち並びそうな勢い、働く人達のかけ声が聞こえてくる。

まことに国の利益と民の幸福をもたらす基礎が確立したと言うことができる。中でも五間道

路が東西に貫き、参宮電鉄が国鉄に平行して新設され、これで文明の恵みを十分に受けるこ

とになる。それだけに止まらず、三重県立津中学校がこの地を占い選んで古河からの移築が

予定され、まさに前途には多くの幸せが約束されている。

今や日本の国は春一色、国中の桜が咲き乱れる好季節、そこで山の石を切り出してこの盛

大な事業をその石に彫り付け、後に続く者達にこの碑を造るに至るいきさつを知らせたいと

思う。銘に言う、

今年の穀物の豊作は去年における耕地の状態の如何による

来年に味わう安楽は今年の苦心と努力がもたらしてくれる

子孫の福利は祖先の汗と涙を流した苦労の成果のおかげだ

朝夕祖先の恩を忘れずに自ら日々の生活を反省してほしい」
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（4）中河原耕地整理組合昭和3年～昭和7年（1928～1932）の概要

中河原耕地整理の概要は同事業完工記念碑（昭和7年建立）に記されている。乙部地区同

様に、中河原地区でも耕地整理事業であるが、実質的には宅地化を目的とした土地区画整理

事業であった。事業終了後すぐに都市計画の住居地域指定がなされた。

「この中河原の耕地整理をすすめる声は長年かけての願いであり、地元の人達の間でも賛成

と反対の二つに議論が分かれ、そう簡単には意見が一致することは出来なかったが、時代の

進歩への動き・時勢の早い流れは次第にこの実現の時機を生み出し、発起人の世話と努力の

おかげでついにみんなの相談が一つに決まり、昭和三年三月組合組織の申請書を役所に提出

し、同年七月十八日許可の命令を受けることになった。

それ以来それぞれの役人は一日中、心から熱意を込めて工事の監督と忙しい事務の処理に

精神を打ち込み、骨折り励んでその責任を果し、予定していた工事の日程を進めて、ここに

その完成を見るに至ったのは本当にめでたいことと言うべきであろう。そうして、整理を実

施した耕地の総面積は田畑その他を合わせて七拾九町弐百余歩、組合員の数は百七十三であ

ったのが、整理後の現在では組合員は大きく増えて二百二十有余名の多数を数えることにな

った。

一体耕地整理の目的は、もちろん水利と農作の便を考えて豊かな作物の収穫を願うものだ

が、地勢のうえから将来の発展が期待できるこの地域内にあっては、特に道路の施設に重点

をおき、組合員としてはかなりの犠牲を差し出したものである。思ったとおり整地が完了し

た後の土地の利用価値は大いに向上して、あちこちに点々と住宅家屋が見られ、地域の様子

が全く新しく変わった。そのうえ近く開かれた都市計画三重地方委員会は津市の都市計画に

対する地域として、この中河原一帯の地を住宅地帯として新しく決定したのである。それゆ

えに将来この方面の交通機関の充実と海岸施設の十分な整備とによって、その発展は期待し

て待つことができよう。とりもなおさずこの耕地整理の決行に芽を出して、この町の開発と

往民の福祉の増進に役立つところが極めて大きいことを思うにつけ、組合員の喜びは限りも

なく大きい。ここに記念碑の建設に当たって、この事業のあらましを碑に誌し長く事業の跡

を後世に伝えるものである。」

4．戦時体制下の耕地事業

（1）戦争初期の耕地事業

1937（昭和12）年7月、中国大陸に支那事変が勃発し、日本は現地即時解決、戦争の不

拡大方針を唱えながら、戦線は日を追って拡大し、やがて大陸全土におよび、多くの壮丁は

召集されて戦争に参加、農村の稼動力は遂次減少した。日本の食糧事情は、支那事変が始ま

ってから2ケ年程は比較的無事平穏であった。内地産米不足約1500万石は、朝鮮台湾から

移入して、内地人口7,300万人を養った。しかし1939（昭和14）年夏は、朝鮮、中国、四

国地方を始め各地の干魅は数十年来まれにみるもので、農作物の被害は甚大であった。政府
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Iま戦時食糧自給のため、各種の農業奨励施策を講ずると共に、1938（昭和13）年4月「国

家総動員法」を最高法規として、一連の戦時経済統制を行った。一方戦争による消費の増加、

農業労働力及び生産資材の不足は食樋自給の安定性を欠く結果となり、殊に1941(昭和16）

年12月大東亜戦争に突入後はいよいよ深刻の度を増した。

新耕地を開発して健実な自作農を扶植し、旧農村の農家の経営地を調整拡充して、窮迫し

た小農階級の経済を緩和し農村社会状態の改善に資するため、1937（昭和12）年10月、農

林省令第46号で、「自作農創設維持補助助成規則」が公布された。この事業はつぎのような

ものであった。

（a）未墾地の開発により自作農創設のため開墾工事を行う個人または団体には事業費の

4割の助成金を交付する。

（b）移住家屋1戸当り300円、共同施設費の3割の助成金を交付する。

（2）戦時応急対策耕地事業

1）農産資源開発開墾事業

アルコールの原料である甘藷､馬鈴薯の増産により燃料国策の遂行に資し､また飼料作物、

麻類、茶等の増産により国際収支の改善を図るため、これら農作物を栽培する相当面積の開

畑を必要とし、1938（昭和13）年4月農第4421号通牒で、「農産資源開発開墾助成要項」

が公布された。この事業は個人または団体が行う事業に府県が交付する助成金の4割を助成

するというものであった。

2）臨時米穀増産施設耕地事業及び主要農産物増産耕地事業

戦争の長期化と、1939（昭和14）年の早魅による農作物の現状に鑑み、昭和14年12月

農第16921号通牒により「臨時米穀増産施設耕地事業」が施行された。その内容は三重県の

場合、水田造成80町、暗渠排水330町、床締60町、客土30町、農用公共施設450町、合

計950町であった。次で同種事業の「主要農産物増産耕地事業」が、1940（昭和15）年8

月、農第12383号、及び1941（昭和16）年1月農政第513号で通牒された。

（3）農地開発法制定

支那事変勃発以来約4年を経過して、政府はあらゆる戦時食糧増産応急対策を打出したが、

進展する戦局と逐年逼迫する食糧事情はもはやこのような消極的対策では許されず、1939（昭

和16）年3月「農地開発法」を制定、5月から施行された。同法は食糧自給強化及び国土の合

理的開発と自作農創設事業の強化を目的としたものであるが、食糧自給強化のために農地の造

成改良事業は統一され、「開墾助成法｣、「農業水利改良事業補助規則｣、「干害防止用排水、農

用公共施設改良事業補助要項」は廃止された。また国土の合理的開発のため大規模の農地開発

は「農地開発営団」を設立して、同営団により施行させることとし、開墾、大規模農業水利事

業は6割の高率補助とした。かくして主要食糊等自給強化10カ年計画は発足した。
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（4）食糊増産対策事業

1）第1次食糧増産応急対策事業

農地開発法公布の年末、すなわち1941（昭和16）年12月大東亜戦争が起り、日本は米、

英、和、填等世界の列強と戦犬（せんよく）を交えた。支那事変が始まってから4年有半が

経過していた。しかるに昭和16年は、全国的な水害のため内地米は大減収であったが、朝

鮮米の豊作により漸くこれを補い翌昭和17年は、内地米は大豊作であったが、朝鮮の早魅、

麦の作柄不良により農作物の前途は全く予断を許されず、かつ戦争の推移により、外米依存

から絶対脱却せねばならなくなり、1943（昭和18）年6月「第1次食糊増産応急対策事業」

として臨時的措置が講ぜられた。しかしてこの事業はいわゆる端境期対策であって、荒廃水

田、不耕作地の解消による雑穀及び芋類の増産並びに労力補給の措腫であった。この甘藷開

畑事業は、端境期の不安解消には非常な効果を発揮した。

2）第2次食糧増産対策土地改良事業

第1次対策は非常な成果を挙げたが、なお全面的な食糧増産対策とは言えず一方、時局は

ますます食栂増産の要請が強く、1943（昭和18）年8月、昭和19年産米180万石、麦112

万石、昭和20米穀年度以降米218万石、麦122万石増産を目標に「第2次食粗増産対策要

綱」が国策として決定された。第2次は第1次と異なり、土地改良事業を広範囲にわたって

急速に実施することを根幹とする、いわゆる「第2次食溌増産対策土地改良事業」と称せら

れたもので、急速に効果を挙げ得る暗渠排水、客土、小用排水、開田農道整備事業等を行い、

翌年の作付に効果を挙げられない開墾、農業水利改良事業は一時中止された。なおこの事業

は、昭和18～19年の2ケ年継続事業で、その事業量は従来施行された耕地事業の5～6ケ年

分に相当する膨大なもので、このような大規模な遂行は、尋常一様のことでは完遂出来ない

ので、農業団体を活用しこれを事業主体としまた地元負担を軽減するため、補助率を上げ農

道は5割、その他は6割5分とした。

なお三重県においては、暗渠排水事業は特別会計に繰れて県営事業とし、暗渠排水工営所

を新設したが、終戦直後この制度は廃止されて、補助事業となった。第2次食樋増産対策事

業の頃から戦争はますます織烈化し、生産資材の不足に伴う統制は強化され、壮丁の徴集に

よる農村労働力の不足は、いよいよ深刻化した。三重県の食縄増産対策事業には土地改良勤

労動員計画に基づき、移動作業隊、国民勤労報国隊、勤労奉仕隊等の名のもとに、北海道、

東北地方出身の青少年で編成された農兵隊あるいは主として中等学校の生徒、婦人団体、官

庁、会社の職員団体等が協力し、農家の労働力不足を補った。

3）第3次食糧増産対策土地改良事業

第2次に引続き、1944（昭和19）年には「第3次食糧増産対策事業」が、昭和19～20年

の2ケ年継続事業として計画実施された。第3次には耕地整理が新たに加えられた。補助率

は、暗渠排水、小用排水6割5分、客土8割、耕地整理5割4分であった。しかしこれらの

事業の半ば、即ち1945（昭和20）年8月15日、終戦となった。
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Ⅳ戦後緊急開拓と食料増産

1．緊急開拓事業

1945（昭和20）年8月15日、日本は「ポツダム宣言」を受諾し、連合軍司令部の占領下に

置かれた。敗戦は日本内外の諸般の情勢を一変せしめた。未曾有の事態を迎えて、国内のあら

ゆる分野に混乱が起り、民心は荒廃動揺して居た。しかし一刻もゆるがせに出来ない問題は、

国民の食樋確保と、膨大な失業者に職を与えることであった。敗戦により日本人の3分の1は

餓死し、残りの者も強度の栄養失調に陥るだろうと言われたことからも、当時の国内の食栂危

機の深刻さが想像できる。

政府は1945（昭和20）年11月、「緊急開拓事業実施要領」を決定した。その目的とすると

ころは、開墾、干拓及び土地改良事業を実施して、食糧の自給化と、敗戦による失業者を農業

に吸収するためであった。その内容は5ケ年間に155万町歩の開墾、10万町歩の干拓、210

万町歩の土地改良事業の実施により、米、麦、雑穀、芋類等を米換算2，100万石の増産計画

であった。しかしながら緊急事業のこととて、充分な調査計画も行われず、資材、技術不足等

多くの制約下にあって、その実績は必ずしも芳ばしいものではなかった。

かくて計画は改訂され、1947（昭和22）年10月「開拓事業実施要領」が定められた。同要

領は、開拓を国土の総合的高度利用に立脚して実施することとし、期間の延長、事業の若干の

縮少、農業水利事業の新設等の修正がなされた。

これらの事業のうち重点となった開拓事業（干拓を含む）は、1団地開墾面積300町歩以上

の地区を国の直轄開墾とし、50町歩以上を委託開墾（国が農地開発営団または都道府県に事業

を委託する)、50町歩以下を補助開墾とする三方式が採られた。直轄、委託地区の基幹工事は

全額国費を以て行い、補助開墾は、知事が適当と認める団体または個人に対して、国が一部の

補助をして行うものである。かくして全国に散在する広大な旧軍用地、国有地から開墾が着手

され、国の民有未墾地の強制買収が進むと共に、これらの解放地にも開墾の鍬がふるわれた。

1948（昭和23）年5月「農地の開発建設工事代行要綱」の制定により、委託地区は代行地区

と改称された。

終戦後の食糧事業の緊迫した昭和20年秋、新農村建設の要請に即応し大規模な開拓事業を

実施するため、三重県においては、1946（昭和21）年1月、県下11地方事務所に開拓課が新

設され、開墾適地調査、補助開墾の外、一般耕地事業の指導に当り委託（代行）事業の施行に

は、各地区毎に事務所を設けてその事務を行わせた。三重県における委託（代行）開墾建設事

業は、40地区弱実施され、津市においては津地区（開田開畑125町、1945～1949（昭和20

～24）年度)、高茶屋沿海地区（水路、揚水機、樋門、1947～1952（昭和22～27）年度）が実

施された。

2．食糊増産対策土地改良事業

戦時中の国内食糧自給化をめざして計画実施された、食糊増産対策土地改良事業は、その第
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3次の半ばで終戦となった。戦後は飢餓にあえぐ国民を養うため、その後も第4次、第5次と

行われたが1948（昭和23）年10月、第5次食糧増産対策土地改良事業は、土地改良事業と改

称された。

3．団体営及び県営土地改良事業

戦後の食縄増産と、失業者救済対策を目的とした緊急開拓事業及び開拓事業実施要綱の中で、

開拓は土地改良に優先したが、建設資材の極度に不足した当時、資材の使用度が少なく、かつ

食糧増産に直結した小規模土地改良事業が、団体営土地改良事業（耕地整理組合及び市町村が

施行主体）として施行された。

三重県においては、戦時中からの継続事業であった、谷柚池新設事業（一志郡榊原村）の外、

神田用水（高度の技術を要する工事のため、1947（昭和22）年度は特別団体営事業とされ、

23年度から県営事業として施行）（員弁郡神田村)、協和池新設事業（員弁郡員弁町）等が、新

規認証された。しかるに1948（昭和23）年末に出された、いわゆる「ドッチ声明」による緊

縮予算により、24年度から、この種事業の予算は大削減され、僅かに比較的規模の大きい継続

事業のみが施行された。たまたま1950（昭和25）年6月突如として勃発した朝鮮動乱による

特需景気と、米国の対日援助資金による食糧の援助輸入の急激な減少により、大幅に復活され

た。

県営土地改良事業は、農業水利事業として、同種の事業が戦前から施行されていたが、1943

（昭和18）年第2次以降の食糧増産対策事業のため全面的に中止されていた。しかし、戦後緊

急開拓事業の一環として再開された。その採択基準は受益面祇300町歩以上の用排水幹線また

は施設の新設改良事業で、事業費に対し国庫補助10分の5、県費10分の2.5、地元負担10分

の2．5の割合で負担し、県が事業主体となって施行するものであった。

戦後、三重県においては、神田用水改良事業（員弁郡東員町）が、1947（昭和22）年度特

別団体営事業として採択され、翌23年度から県営事業として施行されたのが、第1号で、1960

（昭和35）年頃までは、県営土地改良事業の全盛期であった。津市に関わるものでは津市他7

町村を受益地域とした雲出川沿岸用水改良事業（受益面積2762町、1950～1967（昭和25年

～42）年度）が実施された。

4．土地改良法制定

（1）土地改良法

1949（昭和24）年6月、従来の土地改良関係諸法令を統合し、耕作農民の民主的運営に

よる土地改良事業の実施とその管理をめざして、土地改良法が制定された。同法は、「農業

経営を合理化し、農業生産力を発展させるため、農地の改良、開発、保全及び集団化を行い、

食糧その他農産物の維持増進に寄与することを目的とし、土地改良事業の施行に当っては、

その事業は、国土資源の総合的な開発及び保全に資するとともに、国民経済の発展に適合す
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るものであり、かつ土地利用、森林その他資源の保全､開発に適切な考慮を払わねばならぬ」

としている。しかして土地改良事業の担当者は原則として耕作者とし、多くの法律によって

いた土地改良を一元化して、運営及び指導監督を統一し、国、県営、開拓、土地改良事業に

ついて、実施手続を明確にすると共に、受益者負担の制度を設け、従来実施困難であった農

地の集団化事業を積極的に進められるよう制度化したことである。

この結果従来の耕地整理組合及び普通水利組合に代り、土地改良事業実施と、施設管理の

両機能をもつ土地改良区が設立されることとなった。土地改良区は極めて公共性の強い団体

であるが、一面耕作者の自主的組織としての性格をもっている。従って土地改良法では、こ

のような性格を尊重し、設立に際しての手続を合理化すると共に、管理に際しては、総会も

しくは公選による総代会に重要な権限を与え、行政庁の監督を最少限に留めて、その運営の

民主化を期した。

津市における土地改良法に対応した初期の耕地整理は一身田中野土地改良区（1951～1955

（昭和26年～昭和30）年）があげられる。

（2）一身田中野土地改良区昭和26年～昭和30（1951～1955）年の概要

一身田中野の集落の中ほどに観音堂がある。その横に立つ土地改良碑は、1951（昭和26）

年から満4年の歳月をかけて､実施した土地改良事業の完成を記念して建立したものである。

長い戦争によって疲弊した土地を活性化し増産を意図したものであろう。事業実施中、1949

（昭和24）年に土地改良法が制定されたため、土地改良事業として銘記されている（図1，

2)。一身田中野は1968（昭和43）年、新都市計画法により、図1の中の伊勢鉄道・JR紀

勢線以東が市街化区域に区分された。その結果、図2の1996（平成8）年の状況のように土

地改良事業実施地区の市街地化が進行した。

「土地改良竣工記念碑

(碑陰）

津市長堀川美戯書

昭和三十一年三月竣工

工種名区画整理客土工繋泉工樋門工堤塘工

右工事ハ昭和廿六年十二月起エス満四年ヲ要ス

ー身田土地改良区(理事･組合員名列記､省略す）
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図1一身田中野土地改良区区画整理確定図(1951（昭和26）年）
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V農業基本法の制定と農業構造改善事業

1．農業基本法

戦後、我が国の農業生産は、農地改革、資本装備や農業技術の同上、土地改良事業等公共投

資の拡大などによって、顕著な発展をしたが、1950（昭和25）年の朝鮮動乱に始まるいわゆ

る神武景気、岩戸景気等の経済の驚異的発展に比べれば、農業従事者と他産業（2次、3次産

業）従事者の所得や生活水準の格差の拡大が明白に表われ、農業者の農外への依存度が高まっ

て､農業の兼業化傾向が一層強くなり、その後もこの傾向はますます激化することが予想され、

国民所得の増大によって、農業をめぐる条件に大きな変革が起り、農業を一層深刻なものとし

た。農業をめぐる条件変化として、農産物特に食糧消費構造の変化と、農業から他産業への労

働力の移行であった。

この様な情勢に立って、農業を産業として確立するため、今後の農業の向かうべき方向を明

らかにし、一切の施策がそれに基づいて講ぜられるよう、基本的立法措置として、1961（昭和

36）年6月「農業基本法」が制定された。同法は国の政策目標として、第1条に「農業及び農

業従事者が産業、経済及び社会において果すべき重要な使命にかんがみて、国民経済の成長発

展及び社会生活の進歩向上に即応し、農業の自然的経済的社会的制約による不利を補正し、他

産業との生産性の格差が是正されるように農業の生産性が向上すること及び農業従事者が所得

を増大して他産業従事者と均衡する生活を営むことを期することができることを目途として、

農業の発展と農業従事者の地位の向上を図ることにあるものとする」とし、国の施策として第

2条に「国は前条の目的を達成するため､次の各号に掲げる事項につきその政策全般にわたり、

必要な施策を総合的に講じなければならない｣。その第2項に「2．土地及び水の農業上の有効

利用及び開発並びに農業技術の向上によって農業の生産性の向上及び農業総生産の増大を図る

こと」と示している。

2．昭和40年以降の土地改良事業

（1）県営土地改良事業

国営事業の進捗に伴い、これに付帯する県営事業クラスの潅概排水事業が、国営付帯県営

土地改良事業として、開始された。津市に関係するものとしては、津市他3町村が関係した

国営付帯中勢用水改良事業（頭首工、用水路工、1975（昭和50）年度～）があった。

（2）第1次農業構造改善事業

農業基本法に示された農業諸施策の目標達成の一環として、1961（昭和36）年度から第1

次農業構造改善事業が実施された。この事業は農業生産の選択的拡大、主産地形成を図りつ

つ自立経営の育成と、協業の助長を目途として、これに必要な土地基盤の整備、農業経営の

近代化のための施設の導入を図る事業として実施された。

三重県においては、1961（昭和36）年度から10ケ年間に50市町村69地域において、事
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業費6,321,368千円のうち､約半分の3,179,180千円が土地基盤整備で、圃場整備1,488ha、

農道整備109,680m，みかん園等の農地造成改良426haが造成された（国庫補助5割、県費

2割)。

（3）第2次農業構造改善事業

第1次の成果と反省の上にたって、1969（昭和44）年度から第2次農業構造改善事業が

発足した。この事業は自立経営等規模が大きく生産性の高い農業経営を育成し、これらの経

営が地域農業の中核的な地位を占める農業構造の実現を図ることを究極の目標とし、土地基

盤の整備、近代化施設の整備の外、新たに経営整備事業が加えられた。第2次は1969（昭

和44）年度に指定を開始し、10ケ年間に50地区の指定を予定していた。

（4）県営圃場整備事業

戦後の農地改革により自作農が増加し、農業機械の普及、大型化するにつれ､農地の狭小、

不整形、農道、用排水施設の不備、あるいは所有地の散在等が機械の作業効率を高める上か

ら障害となり、農業生産性の向上を図るためには、従来の区画整理事業を中心とした圃場条

件を総合的に整備する必要性が生じ、1963（昭和38）年度に圃場整備事業が創設された。

そのうち1964（昭和39）年度の土地改良法の一部改正により、一団地300ha以上（その後

の改正により200ha以上となった）の圃場整備事業は県営事業として施行出来るよう改正さ

れた。圃場整備事業は圃場の区画形質の変更を中心に、土壌及び用排水条件等を総合的に整

備する事業で、農地の汎用耕地化、集団化を図るもので、農地、水路、道路等すべてを対象

として、これらを全面的に改造する面的事業である。

三重県においては、1963（昭和38）年の制度創設以前に一志地区が事業に着手したが、

法改正以前であったので特別圃場整備事業として、県営事業に準じた取扱いとされた。

津市においては次の地区で県営圃場整備事業が実施された。

安東地区（受益面積369.3ha、昭和41～48年度（1966～1973)）

河芸南部地区（受益面積111ha、昭和50年～平成5年（1975～1994)）

津西部地区（受益面積266ha、昭和52年～63年（1977～1988)）

津南部地区（受益面積114ha，昭和55年～平成元年（1980～1989)）

大里地区（受益面積127ha、昭和63年～平成11年（1988～1999)）

津中部地区県営担い手育成基盤整備事業（受益面積121ha,平成9年～平成17年（1997

～2006)）

（5）安東地区土地改良事業昭和41～48年度（1966～1973）の概要

津市の穀倉地帯といわれる安東地区の県営圃場整備事業は農業基本法による農業近代化の

ための施策の一環である。この地区の成果が高く評価され昭和52年に全国-k地改良事業団
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体連合会から表彰され優良土地改良区賞を受けた。土地改良完工記念碑による事業の概要は

次のようである。

「安東土地改良区記念碑

三重県知事田川亮三番

（碑陰）

沿革

津市の穀倉地帯である本地域は基盤整理がなされておらず、区画狭小と不整形、また道路狭

小のため恵まれた立地条件をもちながら農業の近代化を阻害するものであった。安濃川、美濃

屋川の用水も取水設備の不完全と、用水路も土水路の未改修で、用排兼用の排水路は美濃屋川

のように、洪水時の浸水、湛水被害を招いた。

この現状をほ場整備､道路完備及安濃川頭首工設置と用水確保､美濃屋川の根本改修により、

湛水被害を除き､更には大型機械を導入し､労力節減と農業近代化を計らんとしたものである。

ここにその偉大な事業をたたえ、後世に伝えるために記念碑を建立するものである。

事業概要

起工昭和四十一年十一月七日

竣工昭和四十九年三月三十日

総事業費八億六千七百四十六万円

事業量田、三百六十九・三ヘクタール

畑、十五・三ヘクタール

道路、三万六千七百三十四メートル

水路、五万六千九十五メートル

組合員五百三十名

役職員名理事長中村正（以下略）

昭和五十四年六月吉日建

安東土地改良区

記念碑施工津市農業協同組合」

（6）団体営土地改良事業

津市における団体営土地改良事業は表7のように1975（昭和50）年以降進展した。

Ⅵ津市における土地改良事業の概要

津市の土地改良事業の実績の図（図3）から、土地改良事業地区の分布は①都市計画市街化

区域内、②市北部の市街化調整区域、③市西部の市街化調整区域、④市南部の市街化調整区域

に大別できる。北部の土地改良事業地区については、県営圃場整備事業河芸南部地区と同大里

地区を中心に団体営土地改良事業が分散している｡西部については県営圃場整備事業安東地区、
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同津西部地区、県営担い手育成基盤整備事業津中部地区を中心に団体営土地改良事業地区が分

散している。南部については、県営圃場整備事業津南部地区他、団体営土地改良事業地区が2

カ所ある。

ここで、県営圃場整備事業とは、県知事が実施する事業で圃場整備事業の場合、一般的には

農地の区画整理面積が60ha以上の事業規模のものである。団体営士地改良事業とは、15人以

上の土地改良法3条資格者が集まって土地改良区を結成し、その土地改良区が行う土地改良事

業もしくは、市町村が自らの発意により都道府県知事の認可を得て行う土地改良事業のことで

ある。

津市の土地改良事業の流れを時間軸に沿ってまとめると、まず明治末から大正、昭和戦前期

にかけては、耕地整理法による耕地整理事業が江戸期の武家屋敷地や商業地外の農地について

行われた。これらは耕地整理とは言え、市街化のための準備的措置であり都市計画事業の土地

区画整理事業のような性格を持っていた。1919年に都市計画法、市街地建築物法と同時に土地

区画整理法が制定され、原則的には都市計画区域内（市の範囲内）では耕地整理ができないこ

ととなったにも関わらず昭和の戦前期まで同様な目的で耕地整理事業が進められた。その事業

地区は旧都市計画法の用途地域外であって、用途地域がかかっていない「その他地域」に所在

していたと思われる。そして現在、これらの事業地区は全て新都市計画法の市街化区域内に包

摂され既成市街地に変化してしまったので、これらも市街地整備の準備的整備事業の性格のも

のに結果としてなってしまった。

戦後、1949（昭和24）年に土地改良法が制定され、土地改良区の設立とそれによる事業制

度が整備されると、一身田中野地区のように土地改良区による団体営事業が行われたが、一身

田中野地区も現在では都市計画市街化区域内に編入され、若干の農地が残存しているももの既

成市街地になってしまい戦前の耕地整理事業と同じ性格になってしまった。

津市の土地改良事業が本格化するのは、1970（昭和40）年代に入ってからである。昭和41

年着工の県営圃場整備事業安東地区を皮切りに、県営の津西部地区、津南部地区、河芸南部地

区、大里地区、津中部地区が相次いで実施された。さらに県営事業に及ばない規模の地区は団

体営事業として13地区が実施された。

1970年代は農村計画的には総合農政･総合的農村計画勃興期として位置づけられている。日

本の高度経済成長は1973（昭和43）年の石油ショックにより減速し、アメリカからの農産物

市場開放圧力を受けて経済成長路線を維持するために従来の農政をより積極的に推進した。す

なわち、零細兼業農家の離農・農地の流動化促進、自立経営層の形成という構造政策の一方、

農産物輸入増大、米の過剰、都市化圧力に対する農政が模索された。また、総合的農村計画の

必要性は、1968（昭和43）年の新都市計画法、1969年の農業振興地域の整備に関する法律に

より市街化区域・市街化調整区域の区域区分、農業振興地域、農用地区域の区域区分など個別

法に分解された土地利用計画が実体化したことにより認識された。さらに、都市近郊地域につ

いて「農住構想」が提案され、過疎対策としては新全国総合開発計画の広域生活圏構想や農村
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表7津市における団体営土地改良事業

実施年度 地区名 対象地区 事業内容 事業主体

昭和50～55年 団体営殿木 雲出島貫町 区画整理75.9ha 津市

(1975～1980）

昭和52～55年 団体営垂水 大字垂水 区画整理31.0ha 垂水土地改

(1977～1980） 良区

昭和53～57年 団体営山垣内 大字分部 区画整理27.2ha 津市

(1978～1982）

昭和53～57年 団体営北窪田 大里窪田町 区画整理37.8ha 津市

(1978～1982）

昭和54～55年 団体営土地改良 高野尾町 区画整理6.3ha 津市

(1979～1980） 総合整備高野尾

昭和54～61年 団体営高野尾 高野尾町 区画整理60.4ha 津市

(1979～1986）

昭和56～58年 団体営向井 大字分部 農業用排水路、農 津市

(1981～1983） 道、暗渠排水83ha

昭和56年～平成 団体営分部 大字分部 区画整理、暗渠排水 津市

元年 25．0ha

(1981～1989）

昭和59～61年 団体営上津部田 一身田上津部田 区画整理33.4ha 津市

(19841986）

昭和60～61年 団体営平林 大里窪田町 区画整理、暗渠排水 津市

(1985～1986） 6.6ha

昭和60～62年 団体営野田 大字野田、久居市戸 区画整理40.9ha 津市

(1985～1987） 木町

昭和63年～平成 団体営南窪田 大字窪田町 区画整理40.9ha 南窪田土地

7年 改良区

(1988～1996）

平成元～8年 団体営川北 大里川北町 区画整理、暗渠排水 川北土地改

(1989～1997） 20．5ha 良区
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A：上浜町耕地整理（大正5～15年）

B：高茶屋耕地整理（昭和2～7年）

C：乙部耕地整理（大正11年～昭和5年）

D：新町耕地整理（昭和2～7年）

E：中河原耕地整理（昭和3～7年）

F：一身田土地改良区（昭和26～30年）

（注）戦前耕地整理は現在、場所を推定できるものだけを表出した。

県営事業

①県営ほ場整備事業（安東地区）昭和41年～48年度

②県営ほ場整備事業（津西部地区）昭和52年～63年度

③県営ほ場整備事業（津南部地区）昭和55年～平成元年度

④県営ほ場整備事業（河芸南部地区）昭和50年～平成5年度

⑤県営ほ場整備事業（大里地区）昭和63年～平成11年度

⑥担い手育成基購整備事業（津中部地区）平成9年～17年度

団体営事業

ア：向井地区（昭和56年～58年度）

イ：山垣内地区（昭和53年～57年度）

ウ：殿木地区（昭和50年～55年度）

エ：北窪田地区（昭和53年～57年度）

オ：垂水地区（昭和52年～55年度）

力：高野尾地区（昭和54年～55年度）

キ：平林地区（昭和61年～61年度）

ク：上津部田地区（昭和55年～61年度）

ケ：高野尾地区（昭和54年～61年度）

．：野田地区（昭和55年～62年度）

サ：分部地区（昭和56年～平成元年度）

シ：南窪田地区（昭和63年～平成7年度）

ス：川北地区（平成元年～8年度）

鰯：市街化区域
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地域工業導入促進法による工業地方分散が実施されたことなども影響している。

1970年代の土地改良事業の主流は昭和30年代の基本法農政による農業の近代化のために農

業の大規模化に対応できる生産基盤整備の推進路線であった。これは農業構造改善事業として

定着していた。その一方で、1972（昭和47）年の土地改良法の改正により、制限はあるもの

の圃場整備の中でも非農用地を創設し、ある程度の用地整備も行えるようになったことから、

住宅用地、公共施設用地、工業用地、幹線道路用地に利用する計画をも含んだ総合的な農村整

備事業制度が創設された。その先駆けとなったのが農村基盤総合整備パイロット事業であり、

その事業実施地区の中で全国的には愛知県常滑市の実施地区が有名であるが、三重県松阪市で

も計画策定が行われた。

さて、1970年代の津市における都市・農村計画の状況を省みると、1961（昭和36）年に重

化学工業の開発を目的とした津市開発本部を市役所内に設置し、1966（昭和41）年には旧都

市計画法の津市用途地域の拡大を行い、1970（昭和45）年に新都市計画法による従前の都市

計画区域を拡大し、その中で4000ha余（都市計画区域面積は拡大）の市街化区域を区分した。

三重県は1966（昭和41）年の中部圏開発整備促進法を受けて、1967（昭和42）年の第二次長

期経済計画、1970（昭和45）年の中南勢開発構想において一貫して、津市から明和町にいた

る沿岸域での臨海大工業地帯を形成する方針を堅持していた。

津市はこのような情勢に立っていたため、都市計画と農業振興地域計画とを明確に区分して

いて、都市的整備は市街化区域内で行い、土地改良事業は農業振興地域内すなわち市街化調整

区域内で実施していった。土地改良事業の性格は1970年代に芽吹いた新しい総合的農村計画

を指向するものではなく従来の生産基雛整備一本槍の構造改善事業系統のものであった｡もし、

市街化調整区域で都市的開発が必要であれば開発行為か市街化区域の拡大を通して措置した。

したがって、市街化調整区域すなわち農村地域における農村計画的施策の採用が立ち後れ都市

的整備に依存することになった。

参考引用文献

1)津市資料：『津市農業基盤整備事業実施計画綴り』

2)三重県土地改良事業団体連合会：『三重県土地改良の歩み』、1978年刊､pp20～137

3)三ツ村健吉：『津市の歴史を語る碑』、1997年刊､p5,pp23～26､pp91～97､ppl73～174,

p200

4)石田頼房・木村義一・地井昭夫・紺野昭：『新建築学大系18集落計画』、彰国社、1986年、

ppll～14

5)岩田俊二・中井加代子：「地方中心都市の都市計画史に関する研究一津市を事例に－｣、『地

研年報』第12号、三重短期大学地域問題総合調査研究室、2007年、ppl～59
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｢東アジア共同体」構想の現状と問題点（上）

石原洋介

はじめに

アジア通貨危機を契機として東アジア諸国間の相互協力は政治レベルにおいても経済レベル

においても著しく進展し、ASEAN（AssociationofSouth-EastAsianNations）諸国に日本、

中国、韓国を加えたASEAN+3（APT：ASEANPlusThree）を軸とする東アジア共同体の形

成が、近年急速に現実味を帯び始めてきた。背景には新自由主義的なグローバル化の世界的拡

大により、巨額のマネーが気まぐれに国境を越えて移動し、一国では対処できないほどの通貨・

経済危機を引き起こしてきたことに対する危機意識の高まりがある。アジア通貨危機では、タ

イで発生した危機が、経済的な結びつきが強く経済状態に高い類似性が認められた近隣諸国に

短期間のうちに伝播した。こうした事態に対処するために、地域内における相互協力体制の強

化が必要だと考えられるようになり、東アジア共同体に対する期待へと発展したのである')。

東アジア共同体の形成において主導的役割を果たしてきたのは、まぎれもなくASEAN諸国

である。経済規模の小さな国が、大国を巻き込んで経済統合の触媒となっていく様は、欧州統

合の先駆けとなったベネルクス諸国の役割にも輪えられている2)。しかも、ASEAN諸国は単な

る先駆けや触媒で終わることなく、今も東アジア共同体論議の中でも主役の地位を確立してい

る。とはいえ、東アジア共同体の形成は容易な道ではない。共同体形成に向けた議論の場も複

数存在し、その顔ぶれも多くは重なるものの一部で異なり政治的駆け引きが続いている。共同

体が目指すべき最終目標や最終形態のイメージも明確とは言えない。このように東アジア共同

体は、多くの不確定要素を含みつつも形成に向けて模索を続けている。

しかし、それらの不確定要素はそれほど重要ではないように思われる。共同体形成では先達

であるEU（EuropeanUnion）の場合でも構成国は徐々に拡大し、共同体の在り方も時代とと

もに変化・進化したのであり、共同体形成という長期的な取組みには「走りながら考える」式

の手法を採らざるをえないとも言える。したがって本稿でも、共同体を構成するメンバーはこ

うでなくてはならないとか、共同体である以上こういう役割を果たさなければならないという

ような柔軟性を欠いた議論をするつもりはない。また、EUは東アジア共同体を議論する上で

恰好の比較相手であることは確かであるが、EU型の地域統合を唯一絶対の統合形態と断定し

て、東アジア地域における同様の統合の可否を判断したり、進捗の程度を測ったりすることも

意図してはいない。当然、欧州には欧州の、東アジアには東アジアの特殊性と固有の課題が存

在し、統合形態もそれらを反映して多様なものとなりうるからである3)。

したがって、本稿で意図することは、すでに走り始めた東アジア共同体の現状を概観し、EU

やNAFTA（北米自由貿易協定：NorthAmericanFree'IYadeAgreement）といった地域統合

の先達との比較検討を行うことで東アジア共同体の特殊性を析出し、東アジア共同体が向かお
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うとする方向性に問題はないのかを考察することである。共同体形成は長く困難な課題だから

こそ、その都度立ち止まって考え、方向修正をしていかなければならない。本稿がそうした議

論に少しでも貢献できれば幸いである。

I東アジア共同体形成反対論

今日でこそ東アジア共同体に関する議論は盛んであるが、それはせいぜい2000年代以降の

現象にすぎず、かつては東アジア共同体の形成についても懐疑論や不要論が強かった。まず、

これらの根拠を確認することから始めたい。

1多様性・内部格差を根拠とする共同体形成懐疑論

東アジア共同体の形成に対する懐疑論の代表が、欧州と比べて東アジアは、経済の規模から

政治体制、宗教、言語、文化的伝統に至るまで非常に多様であり、地域統合への条件を欠いて

いるという見解である。確かに、東アジア諸国が、これらの分野で多様であることは直感的に

も事実であると多くの人が首肯することであろう。しかし、宗教、言語や文化的伝統の多様性

については、EUにおいても似たような状況にあり、アジアに詳しい欧州人の目にはアジアの

方が単一の文明圏に映るようである4)。一見キリスト教国で構成されているEUは、宗教的に

差異はなく、同じ神を崇拝しているかに見えるが、歴史上カトリックとプロテスタントとは幾

度となく戦争を繰り返したほどお互いに憎み合ってきたし、ささいな教義の解釈をめぐっての

宗派間対立も珍しくなかったのであり、宗教的統一性があるとはとうてい言えない。しかし、

大事なのは宗教の差異は地域統合で問題とされていないということであり、近年ではムスリム

国のトルコもEUの加盟候補に名を連ねているほどである。

また政治体制の違いも冷戦時代ならいざ知らず、現在では地域統合を妨げる要素としては大

きな問題にならないだろう。冷戦構造崩壊後、中国は社会主義市場経済を新しいスローガンに

掲げ、市場経済化を推し進めWTOへの加盟も認められた。また、当初は反共国連合として発

足したASEANも90年代以降になると反共的性格は無くなり、ベトナムやラオスといった社

会主義国が加盟しているし、軍事政権による人権抑圧が国際問題化しているミャンマーも加盟

を果たしている。そして、「内政不干渉」や「漸進主義」「コンセンサス方式」などを特徴とす

るASEAN独自の行動原理（いわゆるASEANWay）が、多様な政治体制の国をひとつの集合

体にまとめ上げるのに貢献している5)。

したがって、共同体に向けて連帯を強化していく上で問題となるのは、専ら経済問題に限定

でき、共同体形成を通じて構成国の間に共通する利益を見出すことができるか否かである。そ

こで、EUやNAFTAなどと比較しながら、東アジア共同体構成国の経済的特徴を確認してい

きたい。なお、東アジア共同体を構成する国については、現時点でいくつかの可能性が検討さ

れているが、さしあたりAPTの13ヶ国を想定するものとする。
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表1各自由貿易圏の比較（2007年）

ASEAN ASEAN＋3 EU NAFTA

加盟国数

(OECD加盟国 10ヶ国 13ヶ国 27ヶ国 3ヶ国

数） (0ヶ国） (2ヶ国） (17ヶ国） (3ヶ国）

人口 5億6,311万人 20億5,939万人 4億9,437万人 4億3,988万人

2,158万平方

面積 448万平方km 1,455万平方km 433万平方km k、

1兆2,729億ド 16兆5,466億ド 16兆309億ド

名目GDP ﾉレ 9兆8,995億ドル ﾉレ ﾉレ

一人当たりGDP 2260ドル 4807ドル 3万3，470ドル 3万6,444ドル

（注）一人当たりGDPは名目GDPを人口で除して算出。単位のドルは米ドル。

（出所）WorldBank,WorldDevelopmentlndicatorsdatabase・
ミャンマーの名目GDPはASEAN事務局HPで補完。

表1は、人口・面積・名目GDP・一人当たりGDPの各項目を自由貿易圏ごとに比較したも

のである。EUは現在27ケ国が加盟国であり6)、NAFTAは米国・カナダ・メキシコの3ケ国

によって構成されている。加盟国数が大きく異なるにもかかわらず、EUとNAFTAは経済圏

における総人口および名目GDPがほぼ同規模であり、必然的に一人当たりGDPも同水準とな

っている。つまり、米国を中心とする巨大自由貿易圏に対して、EUは小国連合で同規模の自

由貿易圏を形成しているのである。そして、この両者は現在世界の二大経済圏でもある。

東アジア共同体はこれ次ぐ第三極を目指そうとしているわけだが、牽引車であるASEANは

人口でEUやNAFTAを若干上回り、面積でほぼEU並となっているが、名目GDPや一人当

たりGDPではEUの1割にも満たず､ASEAN単独では二大経済圏に経済力で対抗できない。

そこでASEANに日・中･韓の+3を加えることになるわけだが､＋3各国はどこも単独でASEAN

のどの国よりもGDP規模が大きく、APT全体で弱点だったGDP規模は大きく増大し、EU・

NAFTAの6割程度にまで数値が押し上げられる。しかし反面で、中国の影響で総人口が一気

に4倍近い20億人に膨れあがってしまうため、APTの一人当たりのGDPは5000ドル弱に上

昇するだけであり、依然としてEU・NAFTAとは大きく溝を空けられたままである。

言うまでもなく、これらはAPT栂成国の多くが、未だ開発途上国から抜け出せていないこ

とを反映している。仮に先進国をOECDに加盟する30ケ国と定義すれば、NAFTAは加盟国

の100％､EUでも全体の6割強に当たる17ケ国がOECD加盟国で構成されているのに対し、

ASEAN諸国内には1ケ国も加盟国がなく、＋3にまで視野を広げてようやく日本と韓国が先進

国として登場する。もっともASEANの中でも、シンガポールとブルネイは先進国に区分可能

なレベルにある（図1)。しかし、両国の人口は合わせても500万人程度にすぎず、日・韓を含

めても1億8千万人程度がAPT内の先進国人口であり、APT全人口の1割に満たない。その

ため、ASEAN全体の一人当たりGDPの平均値を押し上げる力は薄められてしまうのである。
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図1一人当たりGDP（2007年、単位米ドル）

111

シンガポール

ブルネイ

マレーシア，

タイ

インドネシア

フィリピン

ベトナム

ラオス

カンボジア

ミャンマー

日本

韓国

中国

0局000100001局000200002局000月00003月00040000

（出所）表1と同じ。

しかも、世界人口66億人の3分の1の人間がひとつの共同体を形成するというのは過去に

例のない試みである。中川八洋氏は東アジア共同体櫛想をEUと比較し、共同体づくりが現実

に可能な人口は､全体で｢5億人弱｣でなければならないと主張し、「20億人以上の『ASEAN+3』

で『東アジア共同体』を創るのは、軽飛行機も創ったことのないメーカーが、いきなりジャン

ボ機を創るのに挑戦するようなもので…必ず失敗に終わる」と共同体人口の大きさを問題にし

ている7)。EUの事例だけを検討して導出された氏の人口上限条件は、明確な根拠が乏しい。も

しそのような上限条件があるのだとすれば、APTにインド、豪州、ニュージーランドを加えた

ASEAN+6や、米ロも参加するAPECは（アジア太平洋経済協力：Asia-PacificEconomic

Cooperatio､)、同じ理由で「必ず失敗に終わる」はずである8)。近年の東アジア共同体をめぐ

る議論の進展を考慮しても､人口の上限問題がただちに失敗の根拠になるとは言えないだろう。

ただし、中川氏が指摘する問題点は、全体の人口規模だけでなく、人口、面積、一人当たり

GDP、産業構造などの格差の存在であり、これは検討が必要な論点である。実際、APTで共同

体形成を目指す場合、構成メンバー国間における格差の大きさはEU、NAFTAと比較したとき

一目瞭然である。表2では人口、面積、国民総所得（GNI：GrossNationallncome)、一人当

たりGNIの計4つの指標を取りあげ、指標ごとにAPTとEU、NAFTAの各自由貿易圏の中で

最大値と最小値となる国の数値の倍率を比較した。なお、GNIはGDPに「海外からの所得の

純受取」を加えたものである。GDPに替えてGNIを使うのは、日本のように海外資産を多く

保有する国や、海外に出稼ぎに出て本国の家族に送金する額が大きな国が東アジア諸国には多

いため、各国の所得水準をより正しく反映すると考えるからである。
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表2各自由貿易圏における内部格差（2007年）

人口

単位：百万人

面積

単位:千平方km

GNI

単位:十億ドル

－人当たりGNI

単位：米ドル

参考

人口

単位：百万人

面積

単位：千平方

k、

GNI

単位：十億ド

ﾉレ

一人当たり

GNI

単位：米ドル

Max

中国

1319．98

中国

9，598．1

日本

4，813．34

日本

37，670

Max

ｲﾝﾄ゙ ﾈｼｱ

225．63

ｲﾝﾄ゙ ﾈｼｱ

1，904．1

ｲﾝﾄ゙ﾈｼｱ

373．12

ｼンガポール

32，470

ASEAN＋3

Min

ブルネイ

0．39

ｼﾝｶ゙ ﾎ゚ ﾙー

0.7

ラオス

3．41

ﾐｬﾝﾏー

(281)★

ASEANのみ

Min

ブルネイ

0．39

ｼンガポール

0.7

ラオス

3．41

ﾐｬﾝﾏー

(281)★

倍率

3384．6

13711．6

1411．5

134．1

倍率

578．5

2720．1

109．4

115．6

Max

ドイツ

82．27

フランス

551．5

ドイツ

3，197．03

ﾙｸｾﾝﾌ・ルク

75．880

EU27

Min 倍率

マルタ

200．7

0．41

マルタ

1838．3

0.3

マルタ

514．0

6．22＊

ﾌ゙ ルガリア

16．5

4,590

EU（結成時の12ヶ国）

Max

ドイツ

82．27

フランス

551．5

ドイツ

3，197．03

ﾙｸｾﾝﾌ゙ ﾙｸ

75，880

Min 倍率

ﾙｸｾﾝﾌ゙ ﾙｸ

171．4

0．48

ﾙｸｾﾝﾌ゙ ﾙｸ

212．1

2.6

ﾙｸｾﾝﾌ゙ ﾙｸ

87．8

36．42

ポルトガル

4．0

18，950

NAFTA

Max Min

米国 カナダ

301．62 32．98

カナダ メキシコ

9，984．7 1，964．4

米国 メキシコ

13,886.47 878．02

米国 メキシコ

46，040 8，340

（注）＊の印のあるものは2006年の数値。倍率は各項目のMaxの値をMinの値で除して算出。

(出所）世界銀行WorldDevelopmentlndicatorsDatabase,September2008.

ただし括弧内の数値はアジア開発銀行KeylndicatorsfbrAsiaandthePacific2008.で補完。

倍率

9.1

5.1

15．8

5．5

表2では、どの指標でもAPTは、EUより1桁、NAFTAより2～4桁も構成メンバー国間

格差が大きいことが分かる。参考としてASEANだけの数字も掲載したが、その場合、格差は

やや縮小し、「一人当たりGNI」以外の指標は、EU比で数倍にまで接近する。しかし、安心は

できない。EU自体がNAFTAに比べて大きな内部格差を抱えているからである。

EUで内部格差が広がった背景には、90年代以降の加盟国の拡大という事情がある。マース

トリヒト条約調印を受けて1993年11月1日に発足したEUの加盟国は当時12ヶ国であった

が、冷戦構造崩壊を受けて市場経済に移行した旧東欧諸国をEUに包摂していくという東方拡
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大を進めた結果、加盟国は27ケ国の大所帯にまで増加した。新加入した国は相対的に経済発

展の遅れている国が多いため内部格差が広がったのである。この点を考慮するため、同表では

EU発足時の12ケ国を抽出した数値も掲載している。2007年時点でのEU12ケ国の内部格差

を算出すれば、「人口」の項目を除いて大きく格差は縮小し、特に「一人当たりGNI」の内部

格差はわずか4倍となる。

このようにNAFTAやEUに比べて、APTはもちろん、その牽引的存在であるASEAN内部

の格差はやはり非常に大きいと言わざるをえない。特に、世界人口の2割に達する中国の人口

は、共同体形成上の大きな問題となりうる。例えば、将来、EUのように共同体単位で何らか

の政治的行動や制度設計を行う場合に、構成メンバー国の投票権の配分をどうするのか。各国

が人口に関係なく同等の投票権を持つのか、人口に比例した投票権をもつのかは大きな政治問

題となろう。東アジア共同体がEUにおける欧州議会のような機構を設世し、人口比に応じて

各国の議席を配分してしまうと中国は単独で過半数の議席を持つことになってしまう。欧州議会

でも議席配分は完全に人口比ではなく、人口が最も多いドイツが99議席、人口がドイツの200

分の1しかないマルタでも5議席と小国に配慮しているが、東アジアの場合、人口比は最大3

千倍超であり、そうした配慮も容易ではない9)。

そして、APTの大きな特徴として忘れてはならないのが人口大国の中国、インドネシアの一

人当たりGDPがAPT全体の平均を下回る水準にあるという事実である（図1)。APTで所得

水準が高いのは日本・韓国、それ以外にはシンガポールやブルネイのような人口も国土面積も

小さな国である。80年代以降の東アジア経済は全体としてめざましい成長を記録し、貧困人口

の割合を改善してきてはいるものの、ASEAN諸国には依然として1日2ドル以下で生活する

貧困層が広範に存在し、成長の過程で国内の所得格差が拡大している国が多い（表3)。特にラ

オス、カンボジアは依然として過半数の国民が貧困状態にあり、統計は無いがミャンマーにも

広範な貧困層の存在が確実である。中国は、持続的な高度成長の結果、1日2ドル以下で生活

する貧困層は90年代前半に比べて大きく減少したが、それでも13億を超える国民の4割弱は

ひどい貧困状態にあり、貧困人口の絶対数ではダントツである。また国内の所得格差の急激な

拡大も懸念材料である。

このようにAPTでは貧富層が広範に残存し、人口大国の中国やインドネシアには絶対数と

して非常に多くの貧困層が存在しているのが特徴である。一方、欧州の場合、人口のトップ5

であるドイツ、フランス、イギリス、イタリア、スペインは同時に名目GDPにおいてもトッ

プ5であり、一人当たりGDPで見ても5ケ国全てがEU全体の平均を上回っている。したが

ってEUでは共同市場を形成し、労働者の域内移動の自由を認めることも可能であった。しか

し、東アジアで同じことを実施すれば、貧しい国から豊かな国に大量の外国人労働者が殺到す

る可能性が高い。シンガポールやブルネイは国土が狭く、外国人労働者を受け入れるキャパシ

ティが多くはないことを考慮すると、日本や韓国の労働市場に最も深刻な影響が出ることにな

るだろう。
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表3東アジア諸国の貧困と格差

1日2ドル（PPP)以下で生 所得上位層20％と下位層

活する人口の割合 20％の所得の比率

90年代 般新調査 90年代 最新調査

ミャンマー NA NA NA NA

カンボジア 76.5（1993） 61.7(2004） 5.2（1993） 7.0(2004）

ラオス 90.0（1992） 74.4（2002） 4.3（1992） 5.4(2002）

ベトナム 73.5（1993） 43.2(2004） 5.4（1993） 6.2(2004）

フィリピン 527（1994） 45.2(2006） 8.3（1994） 9.0(2006）

インドネシア 64.2（1993） 40.0(2005） 5.2（1993） 6.6(2005）

タイ 37.5（1992） 25.8(2002） 9.4（1992） 7.7(2002）

マレーシア 19.2（1993） 9.8(2004） 7.7（1993） 7.7(2004）

ブルネイ NA NA NA NA

シンガポール NA NA NA NA

中国 64.5（1993） 37.8(2004） 7.6（1993） 11.4(2004）

韓国 NA NA 4.4（1993） 5.5(2004）

日本 NA NA NA NA

（注）括弧内の数字は調査年を表す。

(出所）アジア開発銀行、KeyIndicatorsfbrAsiaandthePacific2008

ジニ係数

90年代 最新調査

NA NA

0.318（1993） 0.381（2004）

0.304（1992） 0.347(2002）

0.349（1993） 0.371（2004）

0.429（1994） 0.441（2006）

0.344（1993） 0.400(2005）

0.462（1992） 0.420(2002）

0.412（1993） 0.403（2004）

NA NA

NA NA

0.407（1993） 0.473(2004）

0.287（1996） 0.316(2004）

0.249（1993） NA

次に、産業構造に着目してみると、この点でもAPTの構成メンバー国間の差異は大きいこと

が分かる。図2．1は調査年にばらつきがあるが、APT諸国の産業構造を、各産業が生み出した

付加価値の対GDP比で示している。近年の経済成長で産業構造が高度化している国が増えて

きてはいるものの、ASEANの低所得国を中心にいまだ第1次産業が主要産業となっている国

もあれば、工業化が進み第2次産業が中心となった国もあり、さらには日本などの先進国では

第3次産業が過半を占めているなど､APTは多様な産業構造の国が併存していることが伺える。

次にEUやNAFTAについても図2．2，図2－3で示してあるが、EUは資料が入手可能な25

ケ国全てで、NAFTAでも3ケ国全てで第1次産業の比率は1桁台、第2次産業は2～3割前

後、第3次産業が過半数という非常に類似した産業構造になっている。これは経済の発展段階

が近似した国によって経済圏が形成されているからである。とりわけEUのように共同体を創

設して対外共通関税や共通農業政策のような政策を共同実施する場合、産業構造が類似してい

る方が合意を形成しやすいのは自明といえよう。かかる点から考えてもAPT諸国に共同体を

形成してまで追求すべき共通利益が存在しているのか、大いに疑問とされているのである'0)。
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図2.3NAFrA諸国の産業構造
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（注）国名の横の括弧内の数値は調査年。各産業の付加価値の対GDP比。

少数点以下四捨五入のため、各数値の合計が100にならない場合がある。

(出所)WorldBank,WorldDevelopmentlndicatorsdatabase．より作成。

表42008年のHDI順位

ASEAN＋3

EU

NAFTA

日本

8位

インドネシア

109位

ラオス

133位

ベルギー

17位

オランダ

6位

ポルトガル

33位

チェコ

35位

ポーランド

39位

キプロス

30位

米国

15位

中国

94位

マレーシア

63位

カンボジア

136位

ドイツ

23位

デンマーク

13位

スペイン

16位

エストニア

42位

スロバキア

41位

マルタ

36位

カナダ

3位

(出所）UNDPホームページより作成

韓国

25位

タイ

81位

ミャンマー

135位

フランス

11位

アイルランド

5位

オーストリア

14位

ハンガリー

38位

スロベニァ

26位

メキシコ

51位

シンガポール

28位

フィリピン

102位

イタリア

19位

イギリス

21位

フィンランド

12位

ラトビア

44位

ブルガリア

56位

ブルネイ

27位

ベトナム

114位

ルクセンブルク

9位

ギリシア

18位

スウェーデン

7位

リトアニア

43位

ルーマニア

62位

最後に、国連開発計画（UNDP）が毎年発表している人間開発指数（HDI：Human

Developmentlndex）の順位をAPT、EU、NAFTAの各構成国で見たのが表4である。HDI
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Iま、出生時平均余命、成人の識字率と初・中・高等就学率、そして所得データを指数化して算

出する数値であり、UNDPは上位75位までの国を人間開発高位国､76位から153位を中位国、

それ以下を低位国に区分している。低位国にはサブサハラのアフリカ諸国が並んでいて、欧米

諸国はもちろん東アジア諸国もひとつも含まれていない（ただし北朝鮮は調査不参加)。同表に

よるとEU及びNAFTAはいずれもHDI高位国だけで自由貿易圏を構成しているが、APT諸

国の場合は半数以上が中位国であり（表4で色塗りした国が中位国)、100位以下の国が6ケ

国も存在していて、人間開発面でもAPT諸国間の格差の大きさを確認することができる。

このようにAPTの構成メンバー国間には、EUやNAFTAと比較したとき、経済の発展段階

に大きな開きがある。大きすぎる内部格差の問題は、それだけで共同体形成の困難を予感させ

る。しかし、EU型の共同市場や欧州議会のような制度設計を前提とすれば、ということであ

り、東アジア固有の特性を勘案した共同体づくりという選択肢まで否定されたとは言えない。

内部格差の存在を前提として､それでもなおAPT諸国に共通する利害が存在するのであれば、

それを追求する手段として、共同体形成には合理性があると言えよう。

2経済の相互依存の深化と共同体形成不要論

次に東アジア共同体形成懐疑論とは若干異なり、東アジア共同体形成は不要あるいは無用で

あるとする説について考察する。

中達啓示氏は、地域統合の必要性を、①金融・通貨面、②貿易面、③安全保障のそれぞれを

区別して分析している。氏によれば、そもそも統合の必要性は、「グローバリゼーションへの対

応として密接な多国間協力が求められてきていることに尽き」、とりわけ金融・通貨面では地域

統合の必要性は特に高いとされている'')。また、「グローバルマネーの力は、多くの場合一国で

は制御できないものとなって」いて、「IMF（グローバルレジーム）や米国（覇権国）が単独で

世界中あまねく最後の貸し手としての役割を果たすことが出来ないとすれば、何らかの国家連

合を形成し金融危機に備えるのは当然の動き」であり、「金融領域においては速やかな意思決定

のできる力強く密な地域統合が必要である」と述べ､チェンマイ・イニシアティブのようなAPT

レベルの地域協力強化もそうした文脈において理解できるとしている'2)。

しかし、貿易面から経済統合の問題を考えた場合、「貿易は金融・通貨のような短期的かつ

巨大な経済社会的破壊力を持つわけではな」く、FTA(自由貿易協定:FreeThFadeAgreementl3)）

やEPA（経済連携協定：EconomicPartnershipAgreement）は「協定締結国にとって持続的

に巨額の経済的メリットをもたらす一方、非締結国にとっては不利に働くことがしばしばであ

る」ため、「自由貿易協定は（中略）東アジア諸国間という地理的制約に規定されるというより

も、米国のような大きな市場の存在や現地調達率のような制度的制約に規定されがち」である

から、「金融・通貨に関する連合と貿易に関する地域レジームは同一の参加国で構成されなけれ

ばならないという絶対的な必要性は存在しない」と、貿易面には金融・通貨面とは異なる観点

での統合相手を選択する余地があることを指摘した'4)。じっさい韓国は米国とのFTAに合意し
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ているし、日本とNAFTAの一角であるメキシコとのEpAも既に発効済みであり、東アジア以

外にもEPA締結交渉を進めている15)。さらに、日本経団連も、東アジア共同体の形成を支持し

する一方で、「強固な同盟関係にある米国や、資源産出国であるGCC諸国16)、中南米諸国など

戦略的に重要な国との間でも、FTA/EPA締結の促進に全力を尽くしていく必要がある」17）と

提言しているのも、貿易面では地理的な近接性による制約の緩やかであり、地域横断的な統合

形態にも経済的合理性を見出しているからである。

第三の安全保障について中達氏は、「日米安保、米韓防衛条約は冷戦時代に構築され冷戦後

も残存しているわけで、当初の共産陣営と対時するという目的は薄れ、その存在意義は変質し

てきている。しかし、現状が比較的安定しているならば、両条約が朝鮮半島、台湾といった冷

戦時代から積み残した問題が再び手に負えない状態になってしまうことを防止している可能性

が高い」と、米国を軸とするハブ●アンド・スポークス型安全保障構造が、地域の安定化に貢

献していることを認め、さらに東アジアにおいて日本、NIES、ASEAN、そして中国の順序で

経済発展が進んだのは、戦争や危機の経験後の「国内の抜本的経済改革とともに、開放的な米

国市場への参入、日本からのODA、西側資本・企業からの投資等を栂に、米国主導の国際経済

秩序に加わった順番にめざましい経済成長を達成した」として、米国主導の安保体制の経済的

効用を強調し､「中国をこうした基幹的な安保構造にいかに統合していくのかという根本問題は

残るが、危険な漂流をもたらしかねない東アジア冷戦安保体制の全面解体と新たな多国間基幹

地域安保システムの構築を急ぐ必要は見当たらない」と、安全保障に関しては性急な変革の必

要性を否定している'8)。そして、「イシューごとの多国間安保対話を進めていく必要は明確に存

在する」が、その場合でも「参加国の組み合わせは問題ごとに変化する可能性があり、多くの

場合アメリカの関与が不可欠である」としている'9)。

このように金融・通貨面では、東アジアを単位とする協力体制の強化は有益であるが、貿易

面では必ずしもそうではなく、安全保障に関しては米国の関与は不可欠であると結論づけてい

る。したがってこれらの問題を同じ枠組みで制度構築しようする東アジア共同体は、少なくと

も現時点では時期尚早であり、「当面は、東アジア共同体という不確かな夢を追うよりも、さま

ざまな形態の機能別のレジームを重層的に構築し、レジーム間の関係をうまく調整していくこ

とが肝要である」としている20)。中達氏の分析は、現在の新自由主義的グローバリゼーション

という国際経済秩序と覇権国米国を中心とする安全保障体制において、分野ごとに追求すべき

課題は異なり、当然そのために必要な最適のパートナーの組合せも異なることを明確にしてい

る点で重要である。現実の利害得失を反映した見解だからこそ財界とも見解が重なってくる。

すなわち、日本はプラグマティックに各分野で最適な国際協力を追求すべきであり、東アジア

共同体という固定された枠組みに縛られるべきではないということである。

次に、もうひとり東アジア共同体の不要論に立つ論者として吉野文雄氏を取りあげておきた

い。氏も東アジア共同体を目指すべきでない理由を「経済的な理由」と「安全保障上の理由」

の2つの観点から論じている。
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氏が「経済的な理由」として問題にするのは、東アジア共同体の経済的協力の基礎がFmに

とどまっている点と、共同市場を形成した場合に予想される国境を越えた労働者の移動が予想

される点である。後者は前項の考察と重複するため、前者の点のみ取りあげることとする。

氏は、まず欧州の経験を分析し、EEC（欧州経済共同体＝EuropeanEconomicCommunity）

が関税同盟から始めて成功し、EFTA（ヨーロッパ自由貿易連合＝EuropeanFreeTrade

Association）がFTAを締結したにもかかわらず大きな成果を挙げ得なかったことを教訓とす

べきであると主張する。この点を理解するにはやや説明を補足する必要があろう。FTAも関税

同盟もGATT第24条に根拠を置く地域貿易協定であり、どちらの場合も協定に参加する国同

士の貿易は、実質上すべての貿易について関税を撤廃することが義務づけられる21)。しかし、

FTAの場合、各参加国は協定に参加しない第三国との貿易においては独自の関税率を課す関税

自主権を有しているのに対し、関税同盟では第三国との貿易に対しても協定参加国全てが共通

の関税表を用いるという点で異なる。またFTAで重要になるのは、どれが協定参加国からの輸

入品であり、どれが第三国からの輸入品かを特定することである。多国籍企業の生産過程は国

際的な分業体制の下で行われているため、原材料の調達も含めて、特定の国で生産が完結する

ことは希であるし、第三国の生産物に対して協定参加国がバラバラの関税率を課していると、

いったん関税率の低い国が輸入した第三国の生産物が、無関税で関税率の高い協定参加国に輸

入されるという迂回貿易を阻止する必要が生じる。こうした事態に対処するために設けられて

いるのが原産地規則であり、例えば付加価値ベースでFTA域内生産比率を算出し、一定以上が

協定参加国内で生産されていれば、それは無関税で貿易し、それ以外は第三国の生産物として

扱うのである。関税同盟の場合は、協定参加国は同じ関税率をかけるので迂回貿易をするメリ

ットがないため、このような煩雑な原産地規則の確認を必要としない。

話しを戻そう。吉野氏は「FTAを網の目のように張り巡らせれば一大市場が完成すると考え

るのは間違いである。原産地規則が定められる以上、国の数を上回る分断された市場がいくつ

も出現するだけである。FTAは、WTO（世界貿易機関＝WorldnFadeOrganization）でのマ

ルチラテラルな貿易自由化交渉が行き詰まっている現在､次善の策であることは否定できない。

しかし、FTAを最終的な政策目標とすることは、ブロック化につながり世界経済の活性化を妨

げる結果となる。FTAは、さらなる貿易自由化への一政策手段、すなわち関税同盟への一里塚

とすべきである」と主張する22)。

しかし、関税同盟締結を提言する吉野氏自身が認めるように、APTにおける関税同盟の形成

は非常に困難な課題である。というのも、GATT第24条では、地域貿易協定締結に当たって

は締結前よりも対外貿易を制限的にしてはならないと定められている。するとAPT域内で最

も関税率の低い国に､全ての協定参加国が関税率を合わせなければ条文上の条件を満たせない。

そして、域内には自由貿易立国を国是とするシンガポールが存在し、同国では健康上の配慮か

ら酒類二品目に対して関税を課しているだけで、APT域内はもちろん世界のどの国に対しても

ほとんど関税を設けていない。したがってシンガポールに合わせて関税同盟を形成すると、全
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ての協定参加国が関税のない完全な自由貿易を実施せざるをえなくなってしまうのである23)。

ところで、図3に示したように東アジア共同体の形成を検討するための枠組みはいくつも存

在し、参加する国の顔ぶれも複雑に重なりあっている。この中でAPECは1994年の閣僚・首

脳会議（於：ボゴール）においてボゴール宣言を採択し、2020年（先進国は2010年）までに

域内における自由でひらかれた貿易・投資を達成するという目標を掲げ、世界的な自由貿易の

追求から逸脱するような内向きの貿易ブロックの創設には強く反対であることを強調している。

ここで言う自由化は、単に域内貿易だけを自由化することを意味するのではなく、翌年の首脳

会議（於：大阪）で採択された「大阪行動指針」の一般原則にもあるように、「アジア太平洋地

域における貿易及び投資の自由化の成果は、APECメンバー間の障壁のみならず、APECメン

バーと非APECメンバーとの間の障壁をも実際に削減すること」とあるように無差別の原則に

立っているため、域外共通関税0％の関税同盟を目指すものと解釈できる。

吉野氏は、自由貿易促進が世界経済を活性化するという立場から、現在APTレベルで二国

間FTAが網の目のように締結されている現状を、APECのボゴール宣言からの後退として把

握している。したがってWTOの多角的貿易交渉がうまく機能していない現状で、次善の策と

して東アジアが指針とすべきはAPECで合意しているボゴール宣言であり、FmdL網を基礎と

した東アジア共同体が、将来的に関税同盟に発展していく機構となったとしても、それはボゴ

ール宣言が掲げた目標を達成するための一段階手前の目標を新たに設けることであり、そのよ

うな機構は必要ではないと考え、次のように述べるのである。「APECはWTOを支援すること

を一目的としているが、そのAPECを支援する機構が必要であろうか」24)。

図3東アジア共同体に関係する協議の枠組みと参加国
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(出所）吉野[20061,p,91の図3－1を参照。
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次に吉野氏が東アジア共同体を目指すべきでない「安全保障上の理由」についてであるが、

基本的な考え方は「経済的な理由」とよく似ている。すなわち、東アジア地域にはすでに安全

保障にかかわる対話の仕組みとして、1994年にARF(ASEAN地域フォーラム：ASEAN

RegionalForum)が発足していて、しかもARFは、APT全加盟国に加え、米国、ロシア、EU、

さらに2000年以降には北朝鮮も参加する非常に包括的な機構となっている25)。その上、部分

的には東南アジア非核地域条約、上海協力機構、北朝鮮をめぐる6ヶ国協議なども存在してい

るため、東アジア共同体を形成して安全保障上の機能を追求しようとするのであれば、「それら

がなし得ないことに手を着けなければ、改めて東アジア共同体を形成する意義はない」という

ことになる26)。

東アジア共同体が､新たに何かを行うとすれば､その一つは軍事力の保有であると氏は言う。

しかし、欧州の場合でも、東西冷戦期にワルシャワ条約機構に対抗する軍事力は、米軍を中心

とするNATO軍であり、今日でもNATOに替わる欧州軍は組織されてはいない。NATOが安

全保障を引き受けることで、欧州の小国は低コストで安全保障を得ることが出来るという「た

だ乗り」も可能であった。しかし、東アジア共同体には、欧州における米国のような他国にた

だ乗りを許すほどの軍事大国は存在せず、また、東西冷戦期のワルシャワ条約機構のような域

外に共通の脅威が存在しているわけでもなく、むしろ北朝鮮問題や中台問題のように脅威は域

内に存在し、共同体参加国の間で利害関係が錯綜するため、「東アジア軍」の創設は現実的では

ないと分析している。したがって、各国が主権の一部を共同体レベルに委譲することを可能に

する条件は東アジアには存在せず、協調的安全保障の枠組みを維持していく方が現実的と考え

るのである。

このように吉野氏の見解は、APECやARFというより広範で包括的な自由貿易圏形成及び

安全保障の枠組みが存在する中で、東アジア共同体の形成は屋上屋を重ねるかの如き行為であ

り、それは無駄なばかりかAPECやARFの存在意義を弱めるものであるから、特段の意義が

ないのであれば、共同体形成の追求は不要と考えるものである。確かに後述するように、東ア

ジア共同体とAPEC、ARFとの関係や守備範囲は明確にされておらず、多くの面で重なり合っ

ている。しかし、東アジア共同体を形成する最大の意義は、APECやARFとは異なり、覇権

国である米国が参加しておらず、米国は日本などの同盟国を通じて間接的にのみ影響を与える

ことが出来る枠組みを東アジアに創設することにあるように思われる。この点を、次節以降で

確認していくことにしたい。

ⅡASEANにおける地域統合の歩み

まず、東アジア共同体形成の経緯と現状を整理するに当たり、共同体構築を一貫してリード

してきたASEANの取組みから見ていくことにしたい。

ASEANは1967年のバンコク宣言の採択によって結成された。当初はベトナム戦争の最中

にあり、冷戦構造下にあったこともあって反共国連合の性格が強かった。原加盟国となったの
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Iまタイ、マレーシア、インドネシア、シンガポール、フィリピンの5ヶ国であり、設立宣言で

あるバンコク宣言では、経済、社会、文化の各面で協力を促進することを掲げていた。ASEAN

は創設時に、ボルネオ島サバ地域の領有権問題と、インドネシアとマレーシアの対立問題を解

決に導き注目を集めたもの､その後は目立った成果はなく、本格的に機能を再開するのは、1975

年のベトナム戦争終結後となった。

ASEANの地域協力は、経済における自由貿易圏の構築と、地域の安全保障の両面を軸に展

開されてきた。そして、冷戦構造が崩れた90年代に入ると「非伝統的安全保障課題」と呼ば

れている国境を越えた海賊やテロ、麻薬や人身売買、山火事による煙害や水質汚染、黄砂など

の環境劣化、SARSや鳥インフルエンザなどの拡延といった新たなリスクに対処するため、

ASEANの域内協力は多様化していくことになる。

本稿では東アジア共同体との関連で特に重要と考えられる経済面での地域統合と、安全保障

における協力に絞って、ASEANにおける地域協力の展開を概観しておくこととしたい27)。

1ASEAN自由貿易圏構想

ASEANの地域経済協力の始まりは、1977年に第3回ASEAN経済閣僚会議において、域内

での特恵貿易取り決め（PTA：PrefbrentialTYadingArrangement）の締結である。これは

ASEAN＝PTAと呼ばれている。特恵貿易というのは、FTAの前段階と位置づけられる。前述

のようにFTAはGATTの規定により、FTA締結国間の実質的にすべての貿易について関税を

撤廃することが義務づけられているのに対し、特恵貿易というのは、特定の貿易品目について

特定の国からの関税を一般の関税よりも引き下げるという措置のことである。ASEAN＝PTA

は当時のASEAN5ケ国の貿易に適用された。しかし、お互いに関税を引き下げることで域内

貿易を拡大し、経済成長に繋がることを意図していた措置であったが、当時のASEANは各国

の産業構造・貿易櫛造が類似し、どこも一次産品を輸出して工業製品を輸入していたため、関

税を引き下げても貿易拡大に大きな成果が出なかった。

その後ASEAN諸国は、ASEAN=PTYlを教訓に、付加価値の高い工業製品の育成を政府主導

で推進し、ASEANレベルでもASEAN市場をターゲットとしたASEANカー生産構想が浮上

し、協議を重ねたが注目に値するような成果を出すには至らなかった。しかし、こうした協議

の実績は、相互の信頼関係と結束力を醸成し、1992年の第4回ASEAN首脳会議（於：シン

ガポール）におけるASEAN自由貿易地域（AFTA：ASEANFreenfadeArea）形成の正式合

意に結実していった。

AFTAはASEAN域内の自由貿易圏構想であり、1993年から2008年までの15年間で域内

の関税障壁及び非関税障壁の除去による域内貿易の自由化を図ることで、海外からの直接投資

や域内投資を促進し、国際市場向け生産拠点としてASEANの競争力を強化するとともに、域

内経済の一層の活性化を図ることを目的としていた。また、AFTA実現のためのメカニズムと

して共通有効特恵関税（CEPT：CommonEffbctivePrefbrentialTariff）スキームも合意され、
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翌93年1月1日から開始された。CEPTスキームでは、域内で生産された全ての工業製品と

農産品を対象として28)、各国はそれぞれ関税の引き下げ対象となる品目のリストである適用品

目リスト（IL：InclusionList）と、例外扱いとなる品目のリストを作成することになった。そ

して1984年にASEAN加盟を果たしたブルネイを含めたASEAN6ケ国（ASEAN6）は、目標

年である2008年までの15年の間に、ILに含まれた品目の最終関税率を0～5％にまで引き下

げることとされた。この目標年は、1994年のASEAN経済閣僚会議で2003年までの10年間

に短縮され、さらに1998年第6回ASEAN公式首脳会議で更に1年前倒しすることが決定さ

れた結果、2002年が関税引き下げの達成年となった。

また90年代後半になると冷戦構造の崩壊を受けて､ASEANの反共国連合としての役割は失

せ、1995年にベトナム、1997年にラオス、ミャンマー、1999年にカンボジアといった、いわ

ゆるCIjVM諸国29)がつぎつぎとASEANに新規加盟を果たし、現在のASEAN10が形成され

た。こうした新規加盟国には加盟時期に応じてCEPT実現目標年が設定され､ベトナムが2003

年、ラオス、ミャンマーが2005年、カンボジアが2007年までに5％以下に引き下げる対象品

目を最大化すること、また.ベトナムは2006年まで、ラオス、ミャンマーが2008年、カンボ

ジアが2010年までに0％関税の対象品目の拡大を図るという努力目標が掲げられた。

1999年9月のASEAN経済閣僚会議で決定されたCEPTによるAFTYkの最終目標は、5％

以下で残存している関税をASEAN6は2015年までに、新規加盟国は2018年までに完全撤廃

し0％とすることであり、この目標年も同年12月のASEAN非公式首脳会議で早くも前倒しさ

れ、ASEAN6が2010年、新規加盟国が2015年に早められた。よって現在のところAFTAの

完成は2015年となる見込みである。

CEPTでは一部の貿易品目関税引き下げの例外品目に分類することが可能であり、それらは

4種類に区分されている。第一は、「一般的例外品目」（GEL：GeneralExceptionsList）と言

い、自由化には適さない品目として恒久的に関税引き下げの対象から除外される。具体的には、

国防、生命・健康の保護、学術的・歴史的・考古学的価値のある物の保護に関するものなどで

ある。これはGATT20条及び21条で認められている例外措置に準じた措置でもある。第二は、

「一時的除外品目」（TEL：TbmporaryExclusionList）と言い、CEPTの対象とするには未だ

準備が整っていない製品が含まれる。ただし、この品目については一定期間内にILへの移行

が図られることになる。第三はセンシティブ品目（SL：SensitiveList）と言い、対象となる

のは未加工農産品で、工業製品や加工農産品より関税引き下げスケジュールが遅く設定されて

いる。これらもASEAN6については2003年までにILへの移行を開始し、2010年までに移行

を完了することになっている。また、新規加盟国の移行完了目標年はベトナムが2013年、ラ

オス・ミャンマーが2015年、カンボジアが2017年までである。第四は、高度センシテイブ品

目（HSL：HighlySensitiveList）と言い、1999年に新設されたリストである。文字通りより

センシティブな品目のリストであり、インドネシア、マレーシア、フィリピンが各種のコメ製

品をしている。なお、HSLのILへの移行はASEAN6の場合2005年まで猶予されている。
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表5ASEAN各国のCEPT関税引き下げ状況（2007年7月時点）

適用品目（IL）
一時的除

総品目 関税率0％
外品目

数 ILに占め 5％超 その他
(TEL）

る割合

ブルネイ 10，702 10，598 7，591 71．6％ 674 0 0

インドネシア 8，732 8，620 5，731 66．5％ 0 0 0

マレーシア 12，593 12，504 10，181 81．4％ 34 31 0

フィリピン 11，490 11，444 5，756 50．3％ 75 0 0

シンガポール 10，705 10，705 10，705 100．0％ 0 0 0

タイ 8，301 8，301 4，513 54．4％ 13 0 0

ASEAN6合計 62,523 62，172 44，477 71.5％ 796 31 0

カンボジア 10．689 10，454 605 5．8％ 3，851 0 0

ラオス 10，690 10，023 629 6．3％ 63 0 0

ミャンマー 10，689 10，611 365 3．4％ 1,286 0 0

ベトナム 10，689 10，523 5，478 52．1％ 238 0 0

新規加盟国合計 42，757 41，611 7，077 17．0％ 5,438 0 0

ASEAN10合計 105．280 103，783 51，554 49．7％ 6，234 31 0

一般的除

外品目

(GEL）

104

96

89

27

0

0

316

181

464

51

166

862

1,178

センシティプ

/高度センシ

ティプ品目

(SL/HSL）

0

16

0

19

0

0

35

54

203

27

0

284

319

平均

CEPT

間税率

2．37

1．66

1．04

2．42

0．00

2．29

1．59

7．46

1．80

3．47

4．16

4．24

2．66

（注）

・5％超の品目には従価税でなく、従赴税を採用している品目も含まれる。その他はマレーシアの特別税が課される31品目。

・品目数はASEAN統一関税コードAHTN（ASEANHarmonizedTarifTNomenclature)2002.但しインドネシア、タイは

AHTN2007。

(出所）ジェトロ海外調査部アジア大洋州課作成資料より

表5はCEPTによる域内関税引き下げの現状をまとめたものである。進捗率に大きなばらつ

きはあるもののCEPTによってASEANの域内関税はASEAN6を中心に大きく引き下げられ

てきている。しかも、ASEAN諸国はAFTAと並行して域内の経済発展・統合を促進するため、

「AFTAプラス」と呼称されるスキームを実施している。一定の条件の下でCEPTの最終関税

率（0～5％）の即時適用を図るASEAN産業協力スキーム（AICO：ASEANIndustrial

CooperationScheme）や、ASEAN域内の投資促進を図るASEAN投資地域（AIA：ASEAN

InvestmentArea）等がそれである。

さらにASEANでは、1997年の第1回ASEAN非公式首脳会議（於：ジャカルタ）におい

て、ASEAN域内の2020年までの中期目標を起草することに合意し、翌年の第2回非公式会

議（於：クアラルンプール）で「ASEANビジョン2020」を採択した。そこでは、2020年ま
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でに東南アジア全域が「ASEAN共同体」となることを展望するという目標が初めて明記され

ている。また、「ASEANビジョン2020」実現のための最初の行動計画として1998年の第6

回ASEAN公式首脳会議（於：ハノイ）で「ハノイ行動計画」を採択し、マクロ経済と金融に

関する協力の強化や経済統合の強化など1999年から2004年の5年間の協力の重点事項を確認

した。

こうして地域統合を進める一方、表5でも明らかなように、カンボジア、ラオス、ミャンマ

ーといった開発がもっとも遅れた域内の国では、CEPTの下でも、貿易の自由化はほとんど進

展していないという現状がある。国際競争力を持つ輸出産業がほとんど存在しない国では、自

由貿易は経済成長を促進するどころか、国内産業の育成を阻害する懸念が強いからである。

そこで、ASEANでは新旧加盟国間の格差是正と、ASEANの地域的競争力向上のために、

2000年の第4回ASEAN非公式首脳会議（於：シンガポール）において、人材育成、情報技

術、インフラの3分野を重点項目とするASEAN統合イニシアティブ（IAI：Initiativefbr

ASEANIntegration）を立ち上げた。翌年にはIAIを検討するためのIAIタスクフォースを設

置し、同タスクフォースの提言に基づいて開催されたカンボジア及びラオスでの「IAIワーク

シヨップ」を経て、2002年のIAI開発フォーラムが行われ、域外国に対して44のプロジェク

ト／プログラム案が提示された（その後、2005年までに100案件に増加)。日本も、いくつか

のプロジェクト案件に協力・支援を行っている。なお、IAIプロジェクトは2002年7月から

2008年6月までの6ケ年作業計画とされている。このように、ASEANは単に自由貿易圏の

構築一辺倒ではなく、開発協力を通じた格差是正にも力を傾注している点で注目に値する。

2003年の第9回ASEAN首脳会議（於：バリ）では、ASEAN共同体の具体的イメージを明

らかにした「第二ASEAN協和宣言」（バリ・コンコードⅡ）が署名された。宣言では「ASEAN

共同体は『政治・安全保障』、『経済』及び『社会・文化』という3つの柱による協力から構成

される」ことを総論冒頭で明記しているが、「政治・安全保障」や「社会・文化」の枠組みはこ

の宣言で初めて登場した枠組みである。また、「経済」に関してはASEAN経済共同体を構築

して「2020年に財貨、サービス、投資、資本の自由な流れ、平等な経済開発と貧困・社会経済

格差の削減が存在する安定し繁栄し競争的なASEAN経済地域を創造する『ASEANビジョン

2002』の経済統合という最終目標を実現する」と新自由主義的経済圏の構築を全面に出しなが

ら、他方でASEAN社会・文化共同体を形成し、「福祉社会の共同体としてパートナーシップ

で共に結ばれた東南アジアを構想」し、「恵まれない人たちや農村人口の生活水準の引き上げを

目的とした社会開発協力」や人材育成による雇用創出、貧困削減、公正な経済成長、医療や公

衆衛生の協力、「人口増加、失業及び環境悪化、地域の国境を越えた汚染並びに災害管理に関連

した問題」の解決なども掲げていて、やはり格差是正にも重点が置かれている。翌年の第10

回ASEAN首脳会議（於：ビエンチャン）では「ハノイ行動計画」に続く2005年から2011

年の中期行動計画として「ビエンチャン行動計画」が採択され、バリ・コンコードⅡの3本柱

の実現に向けた具体化が進められた。新たな行動計画でも、前行動計画と同様、経済共同体と
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して貿易や投資の自由化を促進することと同時に、社会・文化共同体として貧困削減や、人材

育成、環境・資源及び生活の質を確保するための持続可能な開発メカニズムの確立の必要性な

どが盛り込まれている。

そしてASEANでは、これまで確認してきた諸原則を包括的に確認するとともに、ASEAN

共同体の創設を見据えてASEANの組織・制度を一層整備するために、ASEAN憲章の採択に

向けて動き出した。ASEAN全加盟国の民間有識者で構成された賢人会議を設腫し、同会議の

報告書は第12回ASEAN首脳会議（於：セブ）に提出され、首脳会議では「ASEAN憲章の青

写真に関するセブ宣言」を採択して、この報告書を承認するとともに、各国政府関係者による

「ハイレベルタスクフォース」を設置し、次の首脳会議に向けてASEAN憲章の起草を指示し

た。同時に、ASEAN共同体の完成目標年を2015年に前倒しすることも決定した。2007年11

月の第13回ASEAN首脳会議でASEAN憲章草案は採択され、2008年末までに各国での批准

を完了し、ASEAN憲章は発効した。このように、ASEANは独自の共同体形成に向け、確実

に前進を続けているのである。

2東アジアの安全保障協力

ASEANの協力を促進したもうひとつの大きなテーマが安全保障である。ASEAN諸国は

1971年のASEAN臨時外相会議においてマレーシアのラザク首相が提唱した「東南アジア平

和・自由・中立地帯」（ZOP恥N：ZoneofPlace,FreedomandNeutrality）宣言を採択し、

東南アジアに対する域外国のいかなる干渉からも自由、平和かつ中立な地帯を設立することを

表明した。これが、後のASEAN安全保障共同体の源流として位置づけられるものである。

しかし、同宣言に基づく本格的な取組みの始まりは、ベトナム戦争が終結した翌年の1976

年の第1回ASEAN公式首脳会議開催まで待たなければならない。そこではZOPmNを敷術

し、行動計画を定めた「ASEAN協和宣言」と、1976年にベトナム戦争終結後の東南アジア地

域における永続的平和と安全を確保するための法的枠組みとして東南アジア友好協力条約

（TAC：'IYeatyofAmityandCooperationinSoutheastAsia）が、ASEAN原加盟国である5

ヶ国によって採択された。TACは「締約国の国民の間の永久の平和、永遠の友好及び協力を促

進」することを目的とし（第1条)、締約国が「友好、善隣及び協力の関係」を発展・強化し、

また「平等、無差別及び互恵の原則に基づき」（第5条)、「地域における経済成長の促進」（第

6条）を達成するための経済協力や、「紛争が生じた場合には、武力による威嚇又は武力の行使

を慎み、常に締約国間で友好的な交渉を通じてその紛争を解決する」（第13条）というように、

善隣友好・平等互恵・紛争の平和解決を軸とする安全保障協力を特徴としていた。

なお、東南アジアには当時、米国を中心としてタイやフィリピンも加盟する東南アジア条約

機構（SEATO：TheSoutheastAsiaTYeatyOrganization）という軍事同盟が1954年以来存

在していたが、ベトナム反戦運動の高揚とTACの成立により1977年には解体に至っている。

また､TACは他の東南アジア諸国にも開放され､ASEAN協和宣言及びTACの加入はASEAN
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加盟の条件でもあるため、1984年にASEAN加盟を果たしたブルネイや90年代後半に加盟す

るCLVM諸国もASEAN加盟と同時にASEAN協和宣言及びTACに加入している。

TACは1987年以降、ASEANに加盟していない国の加入も可能にするための条約改正が行

われた。とはいえ、改正後しばらくは東南アジア以外からTACに加入しようという動きは見

られなかった。しかし、ASEAN諸国が新興市場として急成長を遂げ、2000年代に入りFTA

締結のパートナーとしての重要性が増してくると状況は一変する｡加えて2005年のASEAN+6

が参集して開催された東アジアサミット（EAS）では、東アジア共同体形成に向けた話し合い

に参加できる国の範囲を論議したとき、TAC加入が参加条件のひとつとして確認されたため30)、

バスに乗り遅れては大変とばかりに、会議参加に関心を持つ周辺諸国の、C加入が急増する

ことになった31)。東アジア共同体は共同体の構成国もまだ定まっておらず、EASが唯一の協議

主体というわけでもなく、APT首脳会議やAPECなどの枠組みも存在する。しかし、EASは

唯一「東アジア」の名を冠した協議体であり、東アジア共同体論議が高まるなかで最も新しく

設置された協議体でもあるため、複数存在する東アジア共同体の中でも本命視されている協議

体でもある。ASEANはEASへの参加資格を決定できる立場にあり、ASEAN議長国がサミッ

トを主催するなど当面の主導権を握っている。、C加入をサミット参加の条件にしたのも、そ

のようなASEANの主導性の現れであり、軍事的にも経済的にも小国が多いASEAN諸国が共

同体の中でやがて埋没していくことのないよう、パートナー選びで譲れない条件を明確にした

ものと言える。TACには、これまで日本・中国・韓国の＋3はもちろん、ロシア・インド・パ

キスタンや北朝鮮などの核保有国も含めて現在25ケ国が調印し、調印国の人口は約37億人に

達している（2008年末現在）32)。軍事同盟と核を含めた世界最強の軍事力で安全保障を実現

しようとする米国とは一線を画した安全保障の在り方をASEANは提起し、支持を広げている

のである。

さらにASEANは1995年12月の第5回ASEAN首脳会議（於：バンコク）で、ZOPmN

構想実現のための一環として、核兵器の不拡散及び軍縮や、国際社会の平和と安全保障への貢

献を謡った「東南アジア非核兵器地帯条約」（SEANWFZ、SouthEastAsiaNuclearWeapons

FreeZone）を採択し97年3月に発効させた。ちなみにSEANWFZ加入もASEAN加盟の条

件になっていて､2001年までにASEAN10ヶ国は全てこの条約の批准を済ませている。

また、条約には核兵器国に対する附属議定書があり、米・英・仏・露・中の核保有各国に対

し、議定書に署名し、域内締約国に対する核兵器の不使用を約束するよう求めている。これま

でのところ、中国が早期に署名する準備がある旨を表明し、ロシアもASEANによる本条約を

通じた東南アジア非核兵器地帯創設の努力を尊重する旨の表明があったが、核兵器保有国の署

名は実現していない。そこで2007年にマニラで開催されたSEANWFZ委員会では、今後5年

間の行動計画が採択され、核の不拡散や安全確保等に関して具体的な取組みを行っていくこと

が決定された。

このようにASEAN諸国は、軍事力に依存しない安全保障の実現に向けた地域協力を一歩一
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歩確実に前進させているのである。しかも、経済協力は主に構成国に強制力がない「宣言」に

基づいているのに対し、安全保障についてはTACもSEANWFZも条約であり加盟国に強い強

制力が働く。事実､東南アジア地域ではベトナム戦争終結以降、国家間の戦争は起きていない。

東アジア共同体協議が進み、ASEANの重要性が高まれば、米国を中心とする軍事中心の安全

保障に替わり、東アジアを起点とする新たな安全保障の枠組みがより拡大していく可能性は十

分にあると言えるのではないだろうか。

（未完）
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注

1）「統合の必要性に関していえば、それはグローバリゼーションへの対応として密接な多国間協力が
求められてきているということに尽きる。（中略）グローバルマネーの力は、多くの場合一国では制
御できないものとなっているのである」中逢[20061、p､212.
2）ベネルクス諸国とは、ベルギー、オランダ、ルクセンブルクの各国名の頭文字をつなげた造語で

ある。ベネルクス諸国は1948年に関税同盟を結び、さらに1960年に労働力と資本を自由化するベ

ネルクス経済連合を発足させるなど、欧州統合の先駆けとなった。

3）中村・須網・臼井・佐藤［2008]、pp､55.6・臼井氏は、「EUが地域主義の最高到達点」と捉える
思考に注意を喚起し、「地域ごとに抱える問題が異なる以上、地域主義を制度へ具体化する方法は、
本来多様なはずである」と述べ、多様な地域統合の可能性を示唆している。

4）進藤12007]、pp､230.3.
5）『ASEANWay』は、分析的には、およそ四つの類型に大別しうる。第一には『内政不干渉』『紛争
の平和的解決』『武力不行使』などの普遍的規範に属するもの、第二は、非公式主義、漸進主義・コ

ンセンサス方式など意思決定の方式に属するもの、第三は、対話・協議を通じた協調的安全保障と

いう外交アプローチに属するもの、そして最後に個人より社会、自由より秩序、競争より調和、契

約より了解を優先するという『アジア的価値観』に属するもの｣。山本・天児{20071、pp､42．3．
6）EUは1993年ベルギー、デンマーク、フランス、ドイツ、ギリシア、アイルランド、イタリア、

ルクセンブルク、オランダ、ポルトガル、スペイン、イギリスで発足。1995年にオーストリア、フ

ィンランド、スウェーデンが加盟し、2004年にはキプロス、チェコ、エストニア、ハンガリー、ラ

トビア、リトアニア、マルタ、ポーランド、スロバキア、スロベニアの10ヶ国が同時加盟、2007

年にブルガリア、ルーマニアが増え、現在の27ケ国となった。

7）中川{2007]、p､57．
8）東アジア共同体に米国を含むことに固執する中川氏は、人口の上限を問題にした同じ著書の中で

「『東アジア共同体』の議輪の場は、唯一APECであるべき」と主張するが、明らかに矛盾する見解

である。中川[20071、p､41．
9）森嶋{2001}は、東アジア共同体の構成国を日・中・朝鮮半島・台湾の東北アジアに限定した上で、・

台湾の東北アジアに限定した上で、人口格差を解消するため、中国本土を5地区、日本を東西2地

区に分割する提案をしている。

10）中川[2007]、p,61.
11）中達[2006]、p,212.
12）前掲書、p､212.
13）FTAは自由貿易協定（FreeTradeAgreement）の略として用いられる場合と、自由貿易地域（Free
TradeArea）の略として用いられる場合がある。なお、EFTA（ヨーロッパ自由貿易連合）の場合、

最後のAは連合（Association）のAである。

14）前掲書、p,213.
15）2009年3月現在、東アジア諸国以外で日本がEPAを締結するか、交渉中である国・地域は、メ

キシコ、チリとは締結済み、スイス、オーストラリア、インド、湾岸協力会議と交渉中となってい

る。

16）GCC（湾岸協力会議：GulfCooperationCouncil）は中東・アラビア湾岸地域における地域協力
機構であり、アラブ首長国連邦、バーレーン、クウェート、オマーン、カタール、サウジアラビア

の6ヶ国で構成されている。

17）日本経団連[20071、p､51.
18）中逢[2006]、pp､214.5.
19）前掲番、p､215.
20）前掲書、p,222.
21）FTAでは「実質上すべての」貿易を無関税にすることが条件となっているが、逆に言えば「実質上

すべての」の文言によって関税撤廃に例外を設けることを認めている。一般に「実質上すべての」の

解釈は、貿易総額の90％以上、かつ農業のような特定分野を一括して除外しないこととなっている。

22）吉野12006]、p､220.
23）前掲番、p､140.

24）前掲書、p､221.
25）ARF加盟国はAPTの13ケ国（うちカンボジアは95年、ミャンマーは96年加盟）に加え、米国、

ロシア、EU、パプアニューギニア、オーストラリア、ニュージーランド、カナダ、インド(96年)、

モンゴル(98年)、北朝鮮（00年)、パキスタン（04年)、バングラデシュ（06年)、東テイモール（05

年)、スリランカ（07年）の26ケ国十EUが参加している。なお、括弧内は参加年であり、括弧の

ない国は94年の発足メンバー国である。
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26）吉野{2006]、p,222.
27）ASEANの経済協力及び安全保障協力に関する経緯については外務省アジア大洋州局地域政策課

12008]に負うところが大きい。

28）CEPTが適用される貿易品目は、ASEANが原産地の商品に限られる。その場合の原産地基準は、

ASEAN域内で付加価値の40％以上が生産されることであり、また域内輸出国及び輸入国の双方に

おいて当該品目がILに含まれていることもCEPT適用の条件となる。

29）カンボジア、ラオス、ベトナム、ミャンマーの各英語表記の頭文字ととってCLVM諸国と呼ぶ。

30）EASへの参加条件は、①TACに加入していること、②ASEANの対話パートナーであること、

ASEANとの実質的な協力関係があることの3つである。対話パートナーというのは、ASEANが拡

大外相会議に出席を認める国であり、現在、日本、オーストラリア、ニュージーランド、カナダ、

EU、国連開発計画、アメリカ、中国、インド、韓国、ロシアである。吉野［2006]、p､39.
31）三浦・飯田［2008]、p､21.
32）ASEAN10を除く、TAC加入国と加入年は以下の通り。1989年パプアニューギニア、2003年中

国・インド、2004年日本、パキスタン、韓国、ロシア、2005年ニュージーランド、モンゴル、オ

ーストラリア、2007年フランス、東テイモール、バングラデシュ、スリランカ、2008年北朝鮮。
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Ethnos,State,andtheNationallndependence

ArjsamMYM4ﾉW

Whatisethnos？Whatistheconceptofnation？Whatisthenationalindependenceofanethnos？

Thesemaybethemostdifflcultquestionsinsocialscience、Fromtheviewpointofepistemological

theoryofreflection，‘nationalproblems，andourcognizanceof‘ethnicelements，withinthevarious

socialissuestellusabouttheveryexistenceofwhatmakeusfeel‘national，or‘ethnic，intherealworld、

Theyaretheessenceofethnosandnationthatsocialscientistsoughttoanalyzeandclarify,andtodo

soperse，istheaimofthisessay．

WHArISTHECONCEPTOFETHNOS？

Onthinkingwhatethnosstandsfbnwewouldimaginesomeelementsofit，fbrinstance，‘language，，

‘fblkways，，‘region，，‘modeoflife，，‘economicarea，，‘religion，，‘tradition，，‘mythology'，andsoon

Wearenot，howevenabletounderstandethnosbymakingsuchalist．Tograsptheessenceofethnos，

wehavetoanalyzeitandabstractelementsbywhichwecandistinguishethnosfiromothersocial

categories,andtotrytoexplainwhatisinherenttoethnosthroughtheseessentialelements．

1Theessenceofethnos

Thenwhatistheessenceofethnos？Itconsistsoftwomomentsbelow,Ithink

l）CommonageofthecodeofsignaturesyStemsthatmediatesocialrelations

Ingeneral，permanentsocialrelations，whetheritisharmoniousorantagonistic，premisethesmooth

communicationamongitsmembers・Humanbeings，however，areunabletoconveytheirthoughtsin

braineachotherdirectly，theyhavetousethecommonsignaturesystems，Therearetwotypesof

systemsinthem・OneisIanguage，andtheotherisnon-verbaIsignaturesystem；humanactions，

behaviors,gestures,andfbrmsorcolorsorpropertiesofobjects,andsoon，

Then,weshouldnoticewhatEdmundLeach,thecelebratedBritishsocial-anthropologist,hassaid．

Inwhatfbllowslshallassumethatallthevariousnon-verbaldimensionsofculture,suchasstylesin

clothing，villageiay-out，architecture，fijmiture，fbodcooking，music，physicalgestures，postural

attitudesandsoonareorganizedinpattemedsetssoastoincorporatecodedinfbrmationinamanner

analogoustothesoundsandwordsandsentencesofanaturallanguage,Iassumetherefbreitisjustas

meaningfUltotalkaboutthegrammaticalruleswhichgovemthewearingofclothesasitistotalk

aboutthegrammaticalruIeswhichgovemspeechutterances．

ClearlythisisaverysweepingkindofassumptionandIshaIlnotattempttojustifyitindetail・The
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basicargumentisthatthemessageswhichwereceiveindifYerentmodes(throughourvarioussensesof

touch，sight，hearing，smell，taste,etc.）arethereadilytransfbrmedintoothermodes・Thuswecan

visualizewhatwehearinwords；wecanconvertwrittentextsintospeech；amusiciancantransfbrm

thevisualpattemsofamusicalscoreintomovementsofthearms，mouthandfmgers、Evidently，at

somedeeplyabstractlevel,allourdifYbrentsensesarecodedinthesameway,There〃"srbesomekind

of‘logical，mechanismwhichallowsustotransfbrmsightmessagesortouchmessageorsmell

messages,andviceversa.'）

2）Reproductionofhumanlife

AsEngeIshadmentioned2)，thehumansocietypremisesmaterialproduction，whosepurposeis

producingmeansofliving・Andthroughconsumingthese，humanbeingsareabletoreproducetheir

lives：beingaliveandbringinguptheirchildren、Andthereproductionofhumanlifbistheoriginal

purposeofhumanactivities，inwhichwecouldbuildanddevelopourselves，Materialproductionand

thereproductionofhumanlifbhavetobedistinguishedcategoricallyalthoughtheyoRenhavebeen

practicallymutuallyintertwined・

Humanbeingsassocialbeingscanreproducetheirlivesonlywhentheyareinsocialrelationsand

communicationwithothers・Therefbre，humanbeingswhowanttosurvive，breedordevelop，must

graspthecodeofthesignaturesystemsthatisusedbypeoplearoundthem、Thenhumanbeings，in

general，expectthattheycouldgetsupportintheirreproductionoflivesfi･ompeoplewhohaveshared

thesameorsimilarcode，andhavelittleexpectationtowhomdonot・Weare，therefbre，abletothink

thattheessenceofethnosis‘commonageofthesignaturesystemsthatmediatesocialrelations

carryingthereproduCtionofhumanliveS，

Bytheway,theprocessofhumanlifereproductionandmaterialproductionareactuallytwistedand

theoreticallypremisetheother,sothatthesignaturesystemsarethesameonbothprocessesingeneral・

Iftwoprocesses，however，shouldbedistinguishedcategorically，theycouldbeseparatedtemporally

andspatially,sothattwoprocessesareabletobemediatedbythe。ifYbrentkindofsignaturesystems、

Forinstance,immigrantworkersandtheir免miliescouldlivetheirlivesintheirownethniccommunity，

workingwithorunderthedirectionofethnicallydifferentpeople，Inthiscase，thesignaturesystems

theyhavetouseintheprocessofmaterialproductionan．thoseintheprocessofreproductionoftheir

liveswouldbedifYerent､Therefbre,ethnicminoritiesthathavebeenfbrcedtousethesignaturesystems

oftheethnicmajoritycouldresisttheethnicassimilationiftheyareabletokeepusingtheirown

signaturesystemsinthesocialspherewheretheyarebom，bredandraised．

2Theemergenceoftheethnos

Aswehaveseenabove，theremustbetwotypesofsignaturesystems-verbaIandnon-verbal
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ones-thatmediatesocialrelationscarryingthehumanlifereproduction，Thecommonageofverbal

oneappearsas‘thecommonlanguage，，ofcourse、Buthowwouldthatofnon-veI･balsignaturesystems

fimction？WeshouldseewhatLeachhadsaid,again．

However，itisaIsoimportanttorecognizethattherearemajordifYbrencesbetweentheway

individualsconveyinfbrmationtooneanotherbytheuseofordinaryspeechandbycodedconventions

ofnon-verbalbehaviorandnon-verbalsignsandsymbols，

ThegrammaticalruleswhichgovemspeechutterancesaresuchthatanyonewithafluentCommand

ofalanguagecangeneratespontaneouslyentirelynewsentenceswiththeconndentexpectationthathe

wilIbeunderstoodbyhisaudience・Thisis〃o/thecasewithmostoffbrmsofnon－verbal

communication・Customaryconventionscanonlybeunderstoodiftheyarefamiliar､Aprivatesymbol

generatedinadreamorinapoem，oranewlyinvented‘symbolicstatement'ofanon-verbalkind,will

faiItoconveyinfbrmationtoothersuntilithasbeenexplainedbyothermeans、Thisshowsthatthe

syntaxofnon-verbal‘language，mustbeagreatdealsimplerthanthatofspokenorwrittenlanguage、3）

InIanguage，aphonemeitselfーthemostbasicsignatureinthesystem－isfi･eeflromanymeaning，

butphonemescanbearticulatedtoasyllable，syllablestoaword，andwordstoasentence，therefbre

thelanguageisabletoexpressmeaningsflexiblysothatitcancarrynumerouskindofmessages、Inthe

non-verbalsignaturesystem，however，eachofbasicsignatureshasitsownmeaningsothatitisso

muchharderfbrustoexpresslongorcomplicatedmessagesthroughthenon-verbalsignaturesystem

thanthroughlanguage，ThenwecannoteasiIyregardthemas‘signatures，，andwhatwewould

recognizeistheexistenceof‘commoncode，amongpeople，sothatthenon-verbalsignaturesystem

mediatingsocialrelationsinhumanlifbreproductionappearsas‘familiarcustomaryconventionsin

humanlifb，，whicharecalled‘fblkways，．‘Apeopleofcommonlanguageandfblkways'一thisisthe

appearanceoftheethnos．

3Theethnicconsciousness：thesubjectivemomentoftheconcept

Humanbeingsareabletogetsupportfbrthereproductionoftheirlivesfi･omwhomweareusingthe

samesignaturesystems,andhavelittlepossibilityfiromwhomdonot,sothattheyfbelintimatewiththe

fbrmerandnotwiththelatter-thisistheprimitivefbrmofanethnicconsciousness,Atnrst,theethnic

consciousnessisonlythecognizanceofdifVbrencebetweenhumangroups・Butitgrowsuptothe

consciousnesscontainingthetendencyofsolidifyingfbllowshipandexcludingthealienswhenhuman

beingsarefaced-acmallyorsubjectively-tothecrisisofthereproductionoftheirlives・

Theethnicconsciousnessisrelativelyindependentofitsmaterialbasis：theessenceofethnos,sothat

itcouldcominuetoexistfbI･sometime，eveniftheunityofthesignaturesystemsthatpeoplewould
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havebeenlostthroughtransmigration，dispersion，andconquestorassimiIationbyotherethnos，And

theethnicconsciousnessisabletomovepeopletostrengthentheirsignaturesystems：encouraging

grammariansandeditingdictionaries，studyingtheirtraditionsandfblklore，buildingschoolstomake

theirchildrentoleamtheirlanguageandtraditionaIcultureincludingmythology,publishingpapersand

magazines，fbrexample，andthesewouldreinfbrcetheethnicconsciousnessitseIfDiscriminationor

oppression,therefbre,totheethnicminoritythathasalmostbeenassimilatedinIanguageandfblkways

couldofienstimulatetheirethnicconsciousnessandmakeeffbrtstostandagainstethnicassimilation

andrebuildtheiroriginalsignaturesystems・

Weshouldunderstandtheseprocessesasthereactionofthesuhjectivemomentagainsttheobjective

onesintheconceptofethnos．

WHATISTHENATION－Sm唖rE？

1Asthecapitaliststate

Thenation－stateis，aboveall，astate，Theclasssocietythatisdividedintoclasseshaving

fimdamentallydifYerenteconomicinterestsrequiresthestateastheorganizationofpoliticalpowerto

maintainitselfagainstdivision・Thestate，suppressingamagonismsbetweenclasses，hastriedtocarry

outthecommonservicesneededtokeeptheconditionsfbrhumansociaIIives，inthefbrmof

contributinginterestsofeconomicallyrulingclass・lnthissense，thestateisanorganizationfbrruling

andexploitingtheoppressedclasses、

Today,almostaIlthestatesarebasedoncapitalistproduction，sotheyarecalled‘capitaliststates，、

Thereasonofitsexistenceistomaimaintheconditionsfbrexistenceofcapitalistproduction，andto

supportitsdevelopmentandexpansionThecapitaliststatehasperfbrmeditsduty-givingpublic

servicestosociety-soastoaccomplishitspurpose・Forinstance，givingsociaIsecurityisoneofthe

mostindispensableactivitiestokeepthegoodconditionsfbrthereproductionofhumanlives，butthe

capitaliststatehasbeendevotedtowatchout，Suppress，andeliminatewhatwouldberegardedas

obstaclestotheaccumulationofcapital

Thecapitaliststatehasobtaineditsbasisofexistencebysupportingcapitalistproductionthrough

publicservice，andthecapitalistproductioncouldnotexistwithoutpoliticalassistancebythestate，

therefbre,thetwoareactuaIlyinseparable．

2Asthesovereignstate

CapitalhasatendencytodevelopgIobally，sothatitwouldcrosstheborderofitsownstates、But

capitalistproduction，whichisantagonisticinnature，mustbeprotectedbypoliticalpowerwhenthey

areactiveoutsideoftheborder､Butthestatetherenotbeingtheirown,theyhavetotaketheriskofnot

beingvulnerableorhavingtheiraccumulationobstructed，Thencapitalsarefbrcedtocallfbrtheback
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upoftheirownstate・

Thestatehastwoways,oneistooccupytheopponent,andtheotheristonegotiatefbrgaininggood

conditionsfbrthecapitalsonwhichithasdepended、ThefbrmerhadbeenoRenappliedto

pre-capitalistsocietiesmerciIessIy，butamongthecapitaliststatethelatterhasbeenusuaIlytaken、

Therearetworeasonsfbrthis，lthink，Oneistoavoidunnecessarywarsthatwoulddestroythe

conditionsfbraccumulation,andtheotheristoshirkresponsibilities,risksandcostsonthegovemance

ofoccupiedareas、ItismoreadvantageousfbrthecapitaliststatetodominatepeopIeinfbreignarea

through‘theirownindependent，statethantooccupyandgovemthemdirectly，whichwouldexplain

theimperialistpolicyof‘neo-colonialism，、

Andoneoftheconditionsfbrthelatterisfbrmalequalityofcapitaliststatesasthecontractor,which

requiresmutualrecognitionofthemonopolisticdominanceofthelandandpeoplebyeachstate､Thisis

theessenceofthe‘sovereignstatesystem，，andthestatewhichbelongstothissystemshouldbecalled

the‘sovereignstate，、Inthis‘sovereignstatesystem，，capitals,whichareincontradictionbetweentheir

tendenciesfbrnationaIityandthosefbrglobaldevelopment，haveobtainedtheactualconditionsfbr

theirmovement，andwecouldregardthesystem‘theinstitutionalizationofcompetitiveand

cooperativerelationshipsamongcapitaliststates，．

3Whatisthenation-state？

Aswehaveseenabove，thesovereignstateexclusiveIygovemstheirpeople，whichisthe‘nation，at

itsmostprimitivedimension・Inthem,thereareonlyindividualsofthesamenationality・

Theseconddimensionofthe‘nation，isakindofpoliticalcommunity・Individualsunderan

exclusivegovemanceofastatearemembersofacapitalistsociety，sothattheyhavegotfbrmal

equalitiesamongthemselvesasbearersoftheexchangeofcommerce,Thenastheresultoftheprogress

ofclassandpopularstruggIeunderthedevelopmentofcapitalism，theproportionoftheindividuals

gettingsufVTageinthepeoplehadbecomelarger,andsocialpoliciesbythestatehaveaddedacertain

levelofsubstancetothefbrmalequalityofindividuals・Thesehavemadethenationtransfbrmtothe

politicalcommunitywhichwasdemocraticbutclosedtoouterindividuals-aliens・

The‘nation-state，isthestatewhichispoliticallybasedonthis‘nationasademocraticbutexclusive

politicaIcommunity，、Itsessentialcharactersareasbelow．

(1)Nation-statesrecognizetheirsovereignty-themonopolisticdominancetolandandpeople-each

other､However,thisdoesnotmeanthattherearenopossibilitiesofwars，conquests，andcolonization

amongstates．

(2)Inthenation-state，individualsofitsnationalityaretreatedfbrmallyasequal、However,thisdoes

notmeanthattherearenosubstantialdiscriminationsonthebasisofproperty,job,gender,‘race，，

family，religion，language，andethnos，whichareofienusedbythestateasanorganizationfbrclass
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dominationfbrtheirpurposes．

(3)Inthenation-state,thelegitimacyofastatepoweroughttooriginateinthenation,therefbrethe

suffTageofanindividualwhobelongstothenationisusuallyrecognized・Andpoliticalinstitutionof

thenation-stateisconstitutionalandrepresentative，ingeneral・However,thedegreeofdemocratization

ofthestateisdecidedbytheachievementofclassandpopularstruggles．

(4)Thefbreignersresidinginanation-statehavebeenexcludedfi･omamembershipofapolitical

communitytherefbretheirrightsareatthediscretionofthestate・Ontheotherhandtheyareputunder

thedominanceofthestatebecauseoftheirresidenceintheterritoryofthestate．

THEETHNOSANDTHENATION－STATE

1Ethnosandstate

Aswehaveseenbefbre，theethnositselfhasnoconceminthestateinconcept，sothattherewould

bemanypattemsofrelationshipbetweenthem，Butasnation-stateshavedeveloped，therehaverisen

thetendencythatanethnoswantstocombinetoastateexclusively､Thiscombinationshouldbecalled

the‘ethno-state，，Ithink・This‘exclusivecombination，hastwomoments・Oneisanethnicassimilation

throughstatepowerbythedominant(state-combined)ethnosagainstpeopleunderthedominationof

thestate;theenfbrcementofonesignaturesystemsthatappearasalanguageandfblkways・Theotheris

theexpellingofthepeoplewhoishardtobeassimilatedbecauseoftheirabilityofresistanceor

largenessofculturalorphysicaldifYbrencesbetweenthedominantethnos・Thispolicyisadvanced

sometimesviolentlyas‘ethniccleansing'，orsometimesgraduallyassuppressiontoweakenthe

activitiesofethnicminorities．

2Theethno-stateandthenation-state

Then,whataretheconditionsfbrtherealizationofthiscombination？Theflrstdimensionismaterial；

acertaindegreeofdevelopmentofcommunicationandtrafflcsystem、TheProgressofprinting

technologiesandestablishmentofprintingindustrywerethegroundofmassproductionand

popularizationofwritings-publishingofmagazines，newspapers，andbooks，whichwouldbethe

methodfbrenfbrcementofacertainwrittenlanguageagainstindividuals・Andbroadcastingwouldbe

thatofaspokenone，Ontheotherhand，thedevelopmentofraiIways，automobiles，steamersand

institutionsfbrthemhasbecomematerialbasesfbrthedominantabilitiesofthestateagainstlandand

people・

Theseconddimensionissocio-economic・Asthedevelopmentofcapitalistproductionhad

dismantledtraditionalsubsistenceeconomiesandlocalmarketareas，in｡ividualswerethrownintoa

vastereconomicareawheretheywerefbrcedtoencounterpeopleofvariouslanguageandfblkways・

Moreover，industrializationandmodernmarketeconomyunderthecapitalistproductionhave
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demandedindividuals，whobecamemanagers，laborersorsmallproducersofcommerce，tobe

educated；obtainingliteracy,havingknowledgeofscienceandmathematics、

Thethirddimensionispolitical・Theremustbestatepower,whichcouldenfbrcewholepopulationof

astateuponacertainlanguageandfblkwaysasthenormative，andcouldimprint‘ethnictradition，or

‘mythology，tothepeopledominated、Thestatewouldbe，therefbre，requiredtohaveanabiIityto

mobilizeitsresidentchildrentothegeneraleducationsystem，andfmancesenoughtobuildschoolsall

acrosstheterritory,andemploymanyteachers・

Thenwhathasrequiredtheemergenceoftheethno-state；theexclusivecombinationofastateandan

ethnos？Theremaybethreereasons，Ithink，TheflI･strequirementisthemilitaryone、Therelentless

militarystrugglesdemandedstatestomobilizethepeoplesoastobuildupa‘nationaIarmy，、Andvast

difYerencein‘signaturesystems，amongmembers-soldiersandcommanders-mustbediminishedif

this‘nationalarmy，hadwantedtoactefYbctivelyintheirtrainingsandoperations、

Thesecondrequirementisoncapital-laborrelations・Thedevelopmentofcapitalistproductionhas

demandedtherecruitingofworkers什omvariousregions，Iflaborneededbycapitalhadbeenunskilled

ones，thedifYbrenceofsignaturesystemswouldnotbeaprobIemHowever,theimportanceofskilled

andintelligentlaborhasincreased，andsohastheproblemofcommunicationamongindividualsina

factory，

Thethirdoneisontheadministrationofaborder,whichisanoutcomeoftheexclusivedominance

againstthelandbyasovereignstate・Astatemust，asanewproblem，havewatchedoutindividuals，

goodsandmoneywhichhavecomeandgoovertheborder､Andifapeoplewhichdonotbelongtothe

dominantethnosresideacrosstheborder，itwouldbecomeharderfbrthestatetocontrolthetrends

above・Andinsuchacase,thebordermightbechangedunfavorablytothestateiftheneighborstateis

powerMenoughtoenfbrcethechange・

Theseconditionsandrequirementsonthe‘ethno-state，areresultsofcapitalistproduction．The

capitaliststate，sovereignstate，andnation-statethemselvesdonotconceptuaIlycontaintheethnic

homogeneousness・Butthegrowthofcapitalismhadpreparedandrequiredtheelememsabove，sothe

ethno-stateemergedMoreover,anationasapoliticalcommunity,whichhasthefbrmalequalityamong

membersandexclusivenessagainstaliens，hasa航nitywithethnichomogeneousness・Therefbre，we

shouldrecognizethatthenation-statehascompletedthroughthedevelopmentoftheethno-state．

WHATSHOULDWETHINKOFTHENATIONALINDEPENDENCEOFANETHNOS？

Aswehaveseenabove，theethnosisasocialspherewhereindividualscouldobtaintheconditions

fbrtheirsmoothreproductionoflives，whichisthebasisoftheirhumandevelopment・Thissphereis

restrictedordestructedunderthedominationofotherethnossothatindividualsbelongingtothe

dominatedethnosare，asaresult，havetheirlivesdisturbedseriously・ThedemandfbrthePoIitical
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independenceofanethnosisultimatelybasedonthisseriousdisturbanceofhumanIives,therefbrewe

shouldthinkthatthepurposeofitistosecureconditionsfbrsmoothreproductionofhumanlives；not

politicalindependenceitselfIfpoliticalindependenceofanethnosconstantlybringsaseriousdecIine

ofalivingstandardofindividuals,confUsionofsociety,orincreaseofpoliticalsuppression，itoughtto

beestimatedthat‘puttingthecartbefbrethehorse，、Thestrategicpurposeoftheethnicpolicytoday

mustbetorealizethePeaceMco-existenceofethnosor,atleast,tocontroltheviolentfiFictionbetween

ethnosinregionalornationalareas，AndthepoliticaIindependenceofanethnosshouldberegardedas

oneofthemethodsfbrpreparationofbetterconditionsfbrthereproductionsofhumanlivesandthe

developmentofindividuals・

Inglobalcapitalism，however,astatehastobeacapitaliststate，andthecapitaliststatehastobea

nation-statetherefbrethedemandfbrpoIiticaIindependence，ifpenetrated，wouldbeorientedagainst

thebuildingofanation-state・Andthisdirectionfbrthenation-statebemgfbundedonethnicdemands，

thedirectionfbrtheethno-statewouldbeempoweredsothatitwouldemergeasa‘national

independenceofanethnos（NIE)'・Itwouldhavebeenagreathelpfbrbuildinganewstatesinceit

couldwidenthebasisofthemovementfbrthenewstateamongindividualsandencouragethepopular

struggle,Butitmightintensifyconflictsbetweenethnosattheprocessoforaftenthebuildingofstates、

Andifunfbrtunately,theseethnicconflictsigniteprolongedwarsorcivilwars,theconditionsofthe

lifereproductionanddevelopmentfbrindividualsmustbeseriouslydamagedtherefbretheNlEassuch

hastoberefmsedbecauseofitscontrarietytotheoriginalpurpose・

lthinkthattheNIEitselfoughtnottoberefilsed．However,headquartersandactivistsoftheethnic

movementmustberequiredthattheyshouldbeverycarefUlatthedecisionofrealizingtheNIE・And

thegovemmentofanethno-stateandindividuaIsbelongtothedominantethnosmustrememberthey

couldnotjustifytheirrefUsalofthedemandfbrthenationalindependenceofethnicminorities,ifthe

conditionsfbrthesmoothlifbreproductionanddevelopmentofthesepeopleareIefiunfUlfllledor

damaged．

NOTES

1）EdmundLeach,C'‘"”eα"dCo加胴脚"jca"o"frﾙeﾉogjc勿'w〃jcル砂'm6oんareco""eaed;』〃j"1,.脚c"o〃fo

rAe“eQ/W'wcI"rα"s/α"α〃sおi〃socjaﾉα"/ﾙrOpo/ogy(Cambridge:CambridgcUnivcrsityPress,1976)plO

2）Accordingtothematerialisticconception，thedeterminingmactorinhistoryis，inthennaIinstance，ihe

productionandreproducIionoflheimmediateessentialsofIiた．This，again，isofatwofbldcharactcr･On

theoneside,theproduclionofthcmeansofexistencc,ofarticlesoffbodandclothing,dwellings,andofthe

toolsnccessaryibrthatproduclion；onthcothcrside，thcproductionofhumanbeingsthemSelves，the

propagationofthespecies．
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明治前期三重県域におけるマビキ'慣行

一近代三重県域における人口動態の研究(6)

茂木陽一

はじめに

筆者はこれまでに、伊賀地域で1925（大正14）年、1936（昭和11）年に起こった大規模な

堕胎摘発事件の事例を検討し、さらに南勢・志摩地域を含めて1930年代後半に頻発した大規

模堕胎摘発事件の分析を通じて､近代社会においても近世期と同様に堕胎･嬰児殺を含むマビキ

慣行が残存している事を明らかにした')。それらの堕胎･嬰児殺は、貧困のみを原因とするもの

ではなく多様な要因によって行われている事､未婚･寡婦の私通などよりも通常の婚姻関係にあ

る夫婦間で行われている事、したがって、今日においては主として避妊によって実現している

出生コントロールの一様態としてとらえるべきであり、それ故、近代的マビキ慣行として把握

されるべきである事を指摘した2)。また、明治前期以降の三重県域における堕胎摘発の動向を

概観し、1887（明治20）年に高い摘発件数があり、その後は間欺的なピークを伴う低位安定

の時期が続き、1930年代後半になると総力戦体制の進展にあわせるように連年の大規模な摘発

が続くという動向を確認した3)。

本稿では、特に1887年前後をピークにする堕胎罪体制成立直後の堕胎摘発の事例を新聞記

事からひろって具体的に分析する事により、この時期の堕胎摘発の意味、あるいはマビキ慣行

の実態を示す事を課題にする4)。

1堕胎摘発の数量的動向

（1）堕胎禁止規定の整備改定律例から旧刑法の施行へ

本稿で対象とする1878年から1888年の10年程の時期は、堕胎罪についての法制上の位置

付けが前後で大きく転換している。1880年に制定公布された旧刑法は1882年から施行された

が、それまでは、堕胎行為の取締の根拠法令は1873年に制定された改定律例であった。改定

律例の規定では、嬰児殺については人命律謀殺条例中の第164条に「凡嬰児ヲ殺ス者ハ各等親

二照シ謀故殺本条二依テ科断ス若シ隠婆嘱託ヲ受テ殺ス者ハ嘱託スル者卜同罪5)」と規定され

ていたが、堕胎行為については人命律ではなく戸婚律立嫡違法条例中の第114条に「凡故サラ

ニ堕胎スル者ハ懲役百日情ヲ知テ薬ヲ売り及上技術ヲ施ス者ハ同罪婦女錐モ収賦スルコトヲ聴

サス6)」と規定されており、1881年までのマビキ行為はこの規定に従って処断されていた。

1882年に施行された旧刑法では嬰児殺に関する規定はなく、一般の謀故殺にしたがって処理

される事になった。他方、堕胎に関しては、「堕胎ノ罪」として第330条から335条に規定し

た。すなわち第330条においては「懐胎ノ婦女薬物其他ノ方法ヲ以テ堕胎シタル者ハー月以上

－65－



六月以下ノ重禁銅二虚ス」として中絶した妊婦自身の罪を規定した。第331条は「薬物其他ノ

方法ヲ以テ堕胎セシメタル者ハ亦前牒二同シ因テ婦女ヲ死二致シタル者ハー年以上三年以下ノ

重禁銅二虚ス」として、夫や家族などが薬物や掻腿手術などにより堕胎施術をした場合の規定

となっている。第332条は｢醤師穏婆又ハ蕊商前牒ノ罪ヲ犯シタル者ハ各一等ヲ加フ」とあり、

産科医や産婆などが堕胎施術を行った場合に前条よりも重科を規定している。第333条は「懐

胎ノ婦女ヲ威逼シ又ハ諺霜シテ堕胎セシメタル者ハー年以上四年以下ノ重禁銅二虚ス」として、

分娩を希望する妊婦の意志に反して堕胎を強制した場合の規定となっている。第334条は「懐

胎ノ婦女ナルコトヲ知テ殴打其他暴行ヲ加へ因テ堕胎二至ラシメタル者ハニ年以上五年以下ノ

重禁銅二虚ス其堕胎セシムルノ意二出ダル者ハ軽懲役二虚ス」として、薬品や掻肥手術ではな

く暴行によって流産させようとする行為に対しての重科規定となっている。第335条は「前二

像ノ罪ヲ犯シ因テ婦女ヲ嬢篤疾又ハ死二致シタル者ハ殴打創傷ノ各本僚二照シ重キー従テ虚断

ス」として堕胎の強制により妊婦を死傷させた場合の規定である7)。

このように、「堕胎ノ罪」は中絶行為に関わる主体別の規定であり、妊婦、夫・私通相手や家

族、産科医・産婆・薬種商をその対象として想定しているのだが、妊婦自身の罪責をも問う事

により、堕胎ノ罪を適用されるのは圧倒的に妊婦本人となることになった。特に夫婦間の合意

で行われる慣行的なマビキ行為の場合、殆どが妊婦と産科医･産婆の引致･起訴にとどまり、夫

や私通相手が中絶に関わっていたとしても男性側の立件に及ぶ割合は非常に低かった。

（2）警察統計にみる堕胎摘発の動向

最初に、前稿でも触れた所であるが1882-1894年

の期間の堕胎罪での摘発状況を確認しておこう。

表①にこの期間の逮捕者の数値データを掲載した。

1882，83，84（明治15－17）年の堕胎就捕者数は

「三重県警察一覧概表」の数値であるが、それによれ

ば、おおむね10名前後になっている。1886年の入監

数は「三重県監獄統計」のものであるが、12名の堕胎

罪での在監数が記載されている。在監数と就捕者数と

は必ずしも一致するものではないが、1886年までは、

旧刑法が施行された後でも堕胎摘発が大規模に行われ

る状況ではなかったと考えられる。

1887-90（明治20-23）年の数値は「三重県警察

統計表」によっているが、1887年の101名をピーク

にして4年間ともそれまでの数倍の就捕者数を数えて

いる。監獄統計の数値と重ねてみると1887-1892年

にかけての6年間が、それ以前に比べて高い検挙水準
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表①三重県における堕胎取

締の状況

西l密
堕胎罪逮

抑数
入監数

刑事統叶

被告番

1882 8

1883 15

1884 11

1885

1886 12

1887 101

1888 41 42

1889 34

1890 23 37 23

1891 16 15

1892 22 16

1893 7 6

1894 10 11

l)拙描「近代三皿県域における堕胎取締の

推移について」15画の表を加工して作成。

2)堕胎容疑戟捕者歓は『三m県替察一覧概

表」、「三重県善察統計表」による。

3)堕胎庇決収碓酋打・新規入監抵数は『三璽県監

鍬統計』・「三亜県統叶香」による。



にあることがわかる。

つぎに、1887-90年の合計199名の就捕者数を警察署管内別に区分したものが、表②であ

る。これによれば明らかに地域的な偏りが見られる。4年間にわたって検挙者があるのは山田

警察署と鳥羽警察署波切分署の2つであり、3年以上にわたっているのは津警察署、相可警察

署、上野警察署の3つである。検挙者の累計も波切署が62名、山田署が36名、以下相可署

18名、津署16名、上野署10名となっており、この5つの管内が堕胎就捕者が集中している

所だといって良い。郡別で見ると、安濃郡、奄芸郡、多気郡、度会郡、志摩郡、阿拝郡という

ことになり、後年大規模堕胎摘発事件が多発する南勢志摩地方と伊賀地方がこの段階から多数

の堕胎就捕者を出していることがわかる。

また、1887年の波切署の47名が突出しているが、同年の同署の年間全就捕犯罪人数が97

名であることと、同署の月別の就捕者数が11月と12月に集中していることからみると、大規

模堕胎摘発事件が同署管内でこの年の年末に発生した事を示唆している。それに次ぐのが、

1888年の山田署管内の25名であり、前後の年の就捕者数からみるとこれも大規模堕胎摘発事

件である可能性がある。しかし、後述のように、新聞記事からはそのような大規模摘発事件を

確認する事は出来なかったので、現時点では推測の段階にとどめざるを得ない。

それを除けば10名を越える年はあまり見られない。したがって、堕胎罪が刑法上に規定さ

れたことに伴い強力な摘発体制がしかれて連続的に大規模堕胎事件の発生に至るというような

理解は成立しないと思われる。

表②明治20－23年警察署別堕胎摘発件数一覧
「全就捕犯罪人数」

警察署、年次 1887年 1888年 1889年 1890年 4年間計 1887年 1888年 1889年 1890年

桑名 1 1 200 123 172 363

南大社・大泉原 3 3 107 63 84 210

四日市 5 5 256 300 612 505

菰野＊ 57 54 72 137

関 6 1 7 168 169 194 425

神戸 4 2 6 93 82 148 174

津 10 2 4 16 294 199 646 494

一身田＊ 90 54 89 157

久居 2 2 249 124 289 412

松坂 2 2 4 329 192 191 540

七日市・川俣＊ 3 1 4 43 25 39 76

相可 11 3 4 18 122 98 126 190

山田 4 25 4 3 36 395 295 404 806

神前・吉津＊ 36 29 19 25

鳥羽 1 8 9 69 42 59 237

波切＊ 47 2 12 1 62 97 43 74 71

尾鷲 39 32 38 70

木ノ元 4 5 9 61 69 121 156

上野 6 1 3 10 271 158 317 468

平田＊ 4 4 36 19 25 32

名張 60 70 124 150

阿保＊ 3 3 52 13 28 41

合計 101(24,77） 41(5,36） 34 23 199 3224 2253 3871 5639

*印は分署。合計欄の（）内は、男女別。
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2堕胎摘発の具体像の検討

（1）伊勢新聞に見る堕胎関連記事の変遷

前節で見た期間に対応する伊勢新聞の記事を拾ってみた。表③は堕胎・嬰児殺に関連する記

事について1879-88年の10年間の量的推移を見たものである。一つの嬰児殺事件、或いは堕

胎事件について何回かの記事になっている場合でも1件として記載してある。ただし、死体発

見記事、あるいは堕胎･嬰児殺の風評が先行して、その後逮捕･起訴になったような場合は、両

項目に1件ずつカウントされている。

表③年次別マビキ記事件数
【嬰児殺】

種類、年次 1879年 1880年 1881年 1882年 1883年 1884年 1885年 1886年

風評 1 1

死体発見 1 1 1

検挙起訴 1 1 3

小計 1 1 1 2 5

【堕胎】

種類、年次 1879年 1880年 1881年 1882年 1883年 1884年 1885年 1886年

風評 2 1 1

死体発見 1

検挙起訴 3 2 2 2 2 1 1

小計 5 3 2 2 3 1 2

【マビキ】

種類、年次 1879年 1880年 1881年 1882年 1883年 1884年 1885年 1886年

風評 2 1 1 1

死体発見 1 1

検挙起訴 3 2 2 2 2 1 2

合計 6 3 3 2 3 1 3

1)伊勢新聞より作成

2)同一事件について複数の記事がある場合、まとめて1件とした。

3)ただし、同一事件が複数の種類にまたがる場合は、それぞれ1件とした。

4)風評・死体発見・検挙起訴の区分は本文を参照。

1

2

4

7

1887年 1888年 累計

2

1 4

2 7

3 13

1887年 1888年 累計

4

1 2

4 1 20

5 1 26

1887年 1888年 累計

6

2 6

6 1 27

8 1 39

風評とあるのは次のような事例である8)。

○果たして然るか或いは身を殺して仁を○果たして然るか或いは身を殺して仁をなすといひ或いは子を害ふて孝を尽くすといふとも古き

昔には侭あることなれども是と夫とは事変はりて全く不景気の為に糊口に窮するが故なるか伊賀国

阿拝郡島ヶ原村の何某とかいへる者は若き時より博変社会に入りて良からぬ行のみなし居たるもの

なりしが妻を婆りて今は二十余歳にもなる女子さへある程なれば少しは身を慎み居たりしも此頃の

不景気にて口に糊することさへ叶はぬより家内を減せんとでも思ひ付きしものにや憐れにも娘お何

が生み落としたる小児を故意と水に溺らせしと同地にてとりどりの風説あるよしなるがまさか夫ん

なこともあるまい（伊勢85/6/5）

これは、島ヶ原村の男が妻の産んだ子を口減らしの為に水死させたのではという近隣の噂を
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記事にしたものである。この後、この事件が公判に付されたという記事は確認できていない。

このように、逮捕・起訴以前に噂として記事に採録されているものや、一般的な慣行について

の記事を風評として区分してある。その後に、逮捕に至った場合もあれば、そのことを確認で

きずおそらく風評にとどまっている場合もある。死体発見とあるのは、嬰児殺もしくは堕胎に

よる嬰児遺体や胎児遺体が発見された記事である。これも、その後逮捕･起訴に至る場合もあれ

ば、そうならない場合もある。

表をみると、全般的に掲載記事は少ない。79年に件数が多いのは、堕胎･嬰児殺の摘発によ

るものではなく、寄稿欄にマビキ慣行に関する論説とそれに賛同する寄稿が続き、それを風評

としてカウントしたことによる。それを除けば、毎年2－3件程度の事件が記載されているの

みで､公判記事でも重罪裁判に重点が置かれるので､嬰児殺についてはある程度記事になるが、

軽罪に属する堕胎罪公判には殆ど全く関心が払われていない。それでも、86，87年に掲載記事

が多くなっているのは、摘発件数の増加を反映しているものと考えられる。

（2）堕胎記事の特徴

①伊勢国内におけるマビキ慣行の存在

表③にみるように、85年までは年間2，3件の堕胎摘発記事が確認できるだけであったが、

風評としてカウントした記事をみると興味深い状況が浮かび上がってくる。78年4月の伊勢新

聞に連亭樵夫は以下の論を寄稿した9)。

維新以降文物…日二月二拡張シ旧来蛮野ノ弊風ハ殆ン卜其痕跡ヲ収むるが如シ然り而余輩猶今日

ニアリテー種無比ノ酸毒醜悪ノ蛮風依然トシテ民間二存在スルモノアルヲ発見セリ之ヲ徴スルニ山

間僻諏ノ地方二於テ最其甚シキヲ見ル是■盛世ノ暇遼文明ノ怪物ナリト謂ハザル可ケンヤ

今余輩ハ突然斯ノ如キ不詳ノ語ヲ冒頭二掲出セハ読者或見ヲ…（中略）…鼓二数年親ク其実地二就テ

聞知スル所二拠レハ昔年房総諸国二蔓延セルモノ、如ク甚シキアラズト錐モ例スルニ方一里内一周

年概両三回該醜悪ノ行為ヲナスモノアリト而シテ此輩ノ健二法網二漏レ刑典二脱スル所以ノモノハ

習慣ノ久シキ自ラ此罪累ヲ犯スモ硯然恥ルコトナク夷然恐ル、コトナシ其父母隣人モ亦見テ怪マズ

因襲俗ヲナシ其罪悪ヲ暴白セザルニヨルノミ其甚シキニ至リテハ年少子女ノ常トナシー般之ヲ目シ

テ仕舞ト云う(蓋俗間事項ノ局ヲ結フヲ云ヒテ博明クルト云フノ類力）■顧ハザルノ甚シキ其極倫理

ヲ摩滅シ風俗ヲ壊額スルヤ此ノ如シ思ヒテ此二至レバ未曽テ帳然嘆息セズンバアラザルナリ今余輩

ノ論ズル所ハ唯目撃スル勢国一隅ノ地二行ハル、二過ギザルモノトナストキハ其害或小ナルニ似タ

リト錐モ想う二決シテー小部分二止ラザルベシ然リト錐モ沿海幅嬢ノ地域ハ都邑付近ノ村落二於テ

ハ固り此弊アラザルベシ故二今此等ノ地ヲ除キ残余ノ山村ニー般行ハル、モノト仮定セバ年二貴重

ノ人名ヲ残害スル其レ幾許ゾヤ唯リ勢国ノミ行ハル、モノトナスモ猶且然リ今此思想ヲ拡充シ延テ

我帝国全州ノ各部二行ハル、モノトセバ其害敢テ謂フ可ケンヤ…（■は判読不能）

ここでは、房総諸国ほどではないとしながら、伊勢国内においても、「仕舞」と称して、沿海

幅穣ノ地や都邑付近ノ村落を除いた山村ではおおむね一里四方に年間二三名の堕胎行為が為さ
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れているというのである。そしてそれを「習慣ノ久シキ」と、従来からの慣行であると観察し

ているのである。

この連亭樵夫の議論にはさっそく賛同者が現れている。同年5月4日・6日の寄稿欄に「連

亭君堕胎ヲ匡救スル説二和ス」という次の一文が硯也散士によって投じられた'0)。

貴社第十五号寄書欄内二於テ連亭君ノ堕胎ノ悪風ヲ匡救スルノー篇ヲ掲載スルヲ見ル此し吾輩夙二

頭脳二感触シテ曽テ禿奄ヲ揮テ論究セント欲セシ事項ナリキ今君ノ切言ヲ看テ再上宿想ヲ喚起シ遂

二続紹ノ挙ヲ忘レテ蕪辞ヲ排列シ君ノ参観二供セント欲ス高説ノ如ク我勢国ノ旧慣二於テ堕胎泣児

ノ悪弊アルハ房総諸国ノ貧富寒豪二拘ハラズー般公行シテ怪謡セザル如キノ甚シカラスト錐モ往々

隠微間二模糊ノ手段ヲ逢うスルハ巳二多クノ年所ヲ歴タリキ然ルー現今二至り更ニー層ノ潮勢ヲ増

加スルカト認視セザルヲ得ザルモノアリ此し吾輩直接二目見セシニ非ズト錐モ間接二耳栗二達スル

事項ヲ推究シテ如是我観ヲ倣スナリ其事ダル如何トナレハ現今中下産二列スルノ人民ハ互二糊口ヲ

軽視スル能ハザルヨリ碑妾両■ヲ執り且執ラシムルモノ頗ル流行スルガ如シー朝月事阻隔ヲ告ゲ吐

裏塊肉ヲ凝成シ既二大期二至レハ主使者ハ被使者ヲ予テ紹介セシ家二送還シテ分娩セシメ赤子ニハ

与ブルー昇天ノ薬ヲ以テス蓋赤子ヲ授受スルノ定価金十円ナリト又直二定価ヲ産婆二附シテ所謂仕

舞ハシメ現ニー蝉ニシテ自産スル所ノ十一子ノ従跡ヲ知ラザルモノアリ卜夫レ堕位ハ旧慣卜雛モ寓

巳ムヲ得ザルノ施為タルヤ必ナリ然ルー現今ハ荏■シテ社会二十円ノ時価ヲ生ジ各自夷然トシテ取

引スルハ登二位児手滑ニシテ該悪風ニー層ノ潮勢ヲ増加スルニ非ズシテ何ゾヤ此レ君ノ痛憂二雷同

シテ更二歎一歎ヲ深クスル所ナリ

と述べられており、「往々隠微間二模糊ノ手段ヲ達フスルハ巳二多クノ年所ヲ歴タリキ」と連

亭の議論に賛同するだけでなく、｢然ルー現今二至り更ニー層ノ潮勢ヲ増加スルカト認視セザル

ヲ得ザルモノアリ」と近年にいたり、むしろ増加傾向にある事を指摘する。また産婆による「仕

舞」の他にも、分娩後において「主使者ハ被使者ヲ予テ紹介セシ家二送還シテ分娩セシメ赤子

ニハ与フル二昇天ノ薬ヲ以テス蓋赤子ヲ授受スルノ定価金十円ナリト」と始末料を出して貰い

子の形式を取った他家での嬰児殺があることを紹介している。これは、後述するように養育料

を添えた貰い子が実はマビキ慣行の一変形である場合があることを示している。

79年6月には「大淀浦の景況」という記事に、南勢多気郡の大淀村において毎年七八十人の

堕胎が行われていることが記されている’')。

○大淀浦は伊勢国著名の海浜にして旧跡等最も多く…方今山大淀中大淀（多気郡）東大淀（度会郡に

付く）の三郷に分れ戸数総計一千戸有り…此地一種の悪弊ありて毎年堕胎する者七八十人なり、而れ

ども一人の発露せし者無きは亦奇妙ならすや

大淀浦は戸数1000戸の大村であるが、そこで毎年7，80件の中絶が行われ、しかも検挙さ

れることがないという記述は、まさにマビキ慣行が継続している状況を示している'2)。また、

83年7月の奄芸郡稲生村･久知野村での堕胎検挙を報じた記事には次のような記載がある'3)。

○堕胎者被縛奄芸郡稲生村久知野村辺には往々淫風の悪き所にて若き娘の野合する後家の内■■

を準むことの多ふき故にや堕胎する者も間々あるので予てより警官には此悪弊を駆除せんと尽力せ
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られしが此頃両名程堕胎せし者を捕縛なりし由なるかどうぞこんな悪弊は何所も速く消滅させたき

ことにこそ

奄芸郡稲生･久知野村については､何回かの記事で同地域での若者組による性的な放寿の状況

が報じられており、それとの関連で寡婦による私通･懐妊と堕胎が横行していると指摘されてい

る'4)。そこで具体的な証跡を掴んだ警察が逮捕に踏み切ったケースのようである。

これらの風評記事は、いずれも伊勢国内の状況について述べられており、後年に大規模堕胎

事件が多発する伊賀･志摩地域のことではない。そこからすると伊賀･志摩地域以外の伊勢国内

を含む三重県域全域において広くマビキ慣行が残存している状況を確認できるだろう。

②刑法施行以前の堕胎摘発事件

つぎに堕胎摘発の具体的な様相からその特徴を確認していきたい。堕胎摘発に関連する記事

を時系列に並べたものが表④「伊勢新聞に見る堕胎関連記事」である。風評などを除けば、1

－19の番号を付した19件が堕胎摘発事件としてカウントできる。それぞれの記事内容の要約

と、堕胎の理由、堕胎者の身分、施術者について判明する分を表中に示した。

1881年以前の堕胎摘発件数としては7件を確認できる。そのうち、産婆が堕胎の周旋を行

ったとして検挙された例を除くと、身分的には未婚女子が3件、寡婦が1件、娼妓1件、妻1

件となる。堕胎理由としては私通5件、養育困難1件である。マビキ慣行との関連でいえば、

2番の養育困難を理由に妻が中絶を依頼したケースが注目される。松阪殿町寄留の西尾半助の

妻（32才）が、既に2人の子持ちである所に3人目を懐妊したため、養育困難から堕胎を決意

し，松阪新町産医の辻原卯吉に堕胎施術を依頼したというものである。処置料1円を10銭に

まけて貰う代わりに産医と交情したことを知った夫が逆上して、大暴れした後自首した為に、

妻と夫と産医の三人が拘引されたのであるが､｢早二人の子供もありしに今又一人の子を早み六

ヶ月に相成りしが此子を産み落としては赤貧の上迎も養い難かるべし不如堕胎致さんにはと不

良い事とは知りながら夫婦熟談致せし上兼て産医と聞及びたる同所新町辻原卯吉へ只管頼みし

が卯吉も一応断れども夫半之助も承知なりとて強て申したるにぞ半之助と談合致し療治料井に

薬代とも一円の所'5)」とあるように、通常の婚姻内の夫婦が生活困難を理由に合意の上で産医

に中絶を依頼したケースである。これは、警察の堕胎捜査によって発覚し検挙されたのではな

く、夫が嫉妬による暴行を悔いて自首したことに伴って堕胎罪が発覚したのであるから、通常

の場合、見逃されていた可能性が高いと思われる。

量刑がわかるのは3番のケースである。勝田村弥一妹と村内男子とが私通･妊娠した為，母

親が産婆に依頼して堕胎させたという事例だが、弥一妹が懲役80日、母が懲役15日、相手の

男子が杖80、とそれぞれ情状を酌量されているのに対し、産婆は懲役100日を言い渡されて

おり、酌量無しに改定律例の量刑が適用されている'6)。

この時期に検挙されるのは基本的には未婚女子･寡婦が私通妊娠して産医･産婆の施術で堕胎

したというケースであり、いわゆるマビキ慣行による摘発はほとんど無かったと考えられる。
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表④伊勢新聞に見る堕胎関連記事
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新聞年月日 番号 原因 身分 処腫者 記事

1878/04/17 1私通 娼妓 悩夫
松坂川井町貸座敷審木睡主人某は出稼の娼妓熊江と関係、妊娠させたので、堕胎を工夫し、

｢それとなく薬三服を与へ’たが失敗、熊江は情夫と共に響察に訴える。

1878/04/24

連亭樵夫稿田舎に引っ越して観察してみると、昔の房総諸国ほどではないが、だいたい1

里四方で年に二三回の瞳胎が行われている。なぜ法に引っかからないかと曾えば、慣習化し

ているので、誰も告発しないからである。都邑付近や沿海細綾の地はこの弊害はないが、残

りの山村で噛胎が行われているとしたらずいぶんな数である。

1878/05/04

｢迎亭君堕胎ヲ匡救スル説二和ス硯也散士」伊勢国は堕胎の旧慣があり、房総諸国ほど

ではないが、隠微間に模糊の手段を執ってきた。それが近年むしろ増加しているようであ

る。聞く所では、中下産の人民は碑妾となるのが流行で、一旦妊娠すると主人は予て紹介し

た家に送って分娩させ、赤子に昇天薬を与える。赤子の始末の位段は10円である。あるい

は、直に隠婆に10円を渡して「所剛仕舞はしめ」るものもある。現にある下女は11回の出産
たしながら子の行方を知らない‘、

1878/05/06
｢連亭君堕胎ヲ匡救スル脱二和ス硯也散士」続き。マピキを防ぐには、演説会を開いて啓
盤活動尭十べきである,、

1878/05/08 1
4/17の続羅。その後、春木屋娼妓22，3名が抗鍍で全凹退去し、主人が折れて二度と手を出
きたいな"十ケ条の約志券結ぶ‐

1878/05/10 2
養育

困睦
妻 産医

飯高郡藤の木村で松坂殿町寄留の西尾半助の妻しま（32歳）は二人の子持ちで，三人目が出

来て、6ヶ月目、赤貧餐育困難から堕胎を決意し、松坂新町産医辻原卯吉へ依頼して処世料1

円を10銭にまけて貰い堕胎施術をした所、夫の知る所となり，大暴れし、5/4に警察に拘引
ざれたへ

1878/08/02 3 私通 未婚 産婆
第二区勝田村弥一妹某と高吉が関係・妊娠、母に相談して産婆に依頼して堕胎。裁判判決が
出て‐弥一妹は懲役80日一母は15日．瓶吉は杖80合

879/06/17 大淀浦の景況此地一種の悪弊ありて毎年堕胎する者七八十人あり……

880/08/12 4 私通 未蛎 惜夫 粟加村お松が近所の触噸に妊娠させられ、堕胎薬を服用させられて死亡したという噂

880/10/08 南勢二見郷に療治家が現れ、娼妓や私通の娘が押しかける。堕胎治療のようである。

880/10/19 5私通 未蛎
多気郡内座村クマという娘が田屋村周五郎と私通･妊娠し、4－5年前に堕胎したのが、このほ
〃錘旦へ

881/05/06 6 周旋 産婆 産婆
阿拝那玉滝村服部惣助毒キウが数年前から壷婆業で堕胎の周旋をしていたことが発覚して上
野暮塞要へ引数一

881/07/17 7 私通 寡婦 上野展人町の酒造綿嘉の後家の堕胎が発覚し、懲役となる。

883/03/17
噛習奄芸郡の各村、就中稲生村は若者組がやりたい放題なので、婦女子もこれを見習って
脈け蕊角‐賄胎の亜伊Iが陣鋳ルLで跡葬錨たないハ

883/03/28 8 私通 同居人 産爺
名張郡某村の西田りす(60)、同居人西田いち(22)の私通妊娠で産爺宮本伝三郎(56)に堕胎施
&析券佐妬

883/07/13 9
奄芸郡稲生村･久知野村あたりは堕胎の悪弊のある場所だが、このほど両名ほど堕胎容艇で
繊油太れか一

884/03/15 不仁の所業明治13年の統計を紹介。堕胎罪は男155名、女403名

885/03/10 10私通 未婚 阻胎巧者
伊賀禁報種生村娘が私通・懐妊し、川上村大治郎の手で強制的に堕胎させられた事件で、
砿の相王の叫上施術者の犬治郎が引致されろ‐

885/05/09 10
伊賀阿保交番所部内戴報春来の就縛者は窃盗10名、瞳罪1名、堕胎2名で、川上村の大竹大
次郎は勤年葉賄胎手術弁施していた‘、

885/06/12 10
取鯛及処分伊賀郡老川村堕胎施術者大竹大次郎が種生村小竹キサに施術した事件で、6/4
匠幽1浬一

886/02/26 11私通 未蛎 産婆
附録堕胎の発覚安潰郡平木村中尾せいが私通･妊娠により安濃村岡山多市母おきぬ（産
遮）の愉術非等ける‐

886/08/04 山田通俗川崎町の村井某の床下から嬰児の死体が発見される。私通堕胎の嫌疑で捜査中

886/08/14
上野通信8/7夜に忍町南部学校近傍に腐臭甚だしい藁包みが発見され、「或は堕胎せし小
I原券拷塞廿Lならんlな〃上噛されたが‐妻は席った鯛であった‘，

1887/02/10 12，13 私通
末端寡

婦
堕胎巧者

堕胎発覚安濃郡小野平村沢定八災女イシ（24）が妊娠三ケ月で、同郡野口村堤イハ（49）
に依頼して昨年一月に中絶したのが発覚寡婦近沢キヨウも私通妊娠して堕胎

1887/02/16

４
５
６

１
１
１

私通
未妬、

寡婦2

安濃郡草生村紀平カネ（22）が私通･妊娠。紀平コウ（30）、紀平カル（22）も私通で妊
娠、夫々堕胎の嫌疑で同一村から続々拘引される。

1887/02/22 17 死児発見阿拝郡久米川原に7-8ヶ月の胎児が投棄される。

887/04/10 7 幽胎巧者
阿拝郡木興村森谷トメが上野愛宕町谷本サカ（87）の施術により2/19に久米川村川原に函胎
岬掴佐券押狂L赤シI‐て両象hが拘引一

887/05/24 8 私通 寡婦 傭夫
堕胎発覚阿拝郡上野忍町士族寡婦喜多島ナホ（38）が私通･妊娠、情夫の施術で1886/9/に
賄胎一両楽し＊､弓I薮碗田中一

888/06/24 9 産婆？
堕胎者捕縛さる（
〃a穴匝＝、配転■〃凸今一垂仔ロ

月上旬に阿拝郡大野木村上野町寄囲杉本リサ（63）が上野町竹村ユキ

888/07/12 9
竹村ユキ・杉本リサの堕胎罪公判が行われ、竹村は刑法330条により亜禁姻二ヶ月、杉本リ
サ吐納i注麺0冬－3”曇に上り函埜醐四ヶ月の執l決



③刑法施行以後の堕胎摘発事件

82年－88年では、12件の堕胎摘発が確認できる。刑法施行以前に比べて増加しており、14

－16番のように同一村内で複数の検挙が行われるなど､マビキ慣行に対する取締が一定度強ま

っている状況が見られる。しかしながら、理由が示されている9件はすべて私通であり、身分

も未婚か寡婦である。この点では、それ以前の検挙と同じ性格を持っており、刑法施行によっ

てマビキ慣行の摘発が強まった結果とはいえない事例である。

他に注目すべきケースとして、10番の事件は、種生村の藤治郎が同村の小竹サキと私通･懐

妊させ、老川村大治郎に堕胎施術を行わせたところ、サキが重篤な状態に陥ったため、それを

知った親が阿保交番所へ訴え出て藤治郎と大治郎が逮捕されたものである'7)。この事件で施術

者の大治郎は数年来堕胎手術を施していたとされ、上野治安裁判所の判決では大治郎・藤治郎

が重禁鋼2ケ月、サキが重禁銅1ケ月となった18)。サキには刑法第330条を大治郎・藤治郎には

第331条を適用し､被害者でもあるサキについては酌量によって最も軽い量刑にしたと思われる。

この記事からは、大治郎は堕胎施術を生業としているように思えるが、他の被施術者の芋づ

る式の検挙は見られない。この点も，この時期の検挙が後年のように一人の施術者の検挙から

他の被施術者へ芋づる式に検挙を広げていく性格のものではないことを示している。

また、19番のケースは上野幸坂町の竹村ユキの堕胎施術を行った杉本リサがその胎児を持ち

帰り、蒸し焼きにして梅毒の薬として売り出そうとしたという事件であるが、被施術者のユキ

は第330条を適用されて重禁銅2ケ月、リサは第332条により重禁銅4ケ月の判決を受けてい

る’9)。この場合，記事には書かれていないが、リサは産婆或いは薬種商だった可能性がある。

19件のうちの11件について、判明する堕胎施術者を見てみると、産婆が4，産医1，産爺1

に対して､産婆･産医などと示されていない堕胎巧者が3､情夫2であり、堕胎施術においては、

産婆･産医が従来の取上婆的な堕胎巧者に代わりつつあるといえるだろう。

以上のように、この時期の新聞記事となっている堕胎摘発事件を見てみると、未婚子女や寡

婦が私通･妊娠の処置として行うものが中心であり、施術者も産婆･産医が多い､というように，

筆者が前稿で分析した慣行的な堕胎行為ではなく、事件性の強いものが中心である。

そのことは、事件の発覚自体も，慣行的な堕胎行為を警察が取締対象として捜査した結果と

いうよりは、他の事件との関連で生じたものが多いことからもいえるだろう。検挙に至った経

緯を見ると、1番のケースは堕胎薬を飲ませようとした妓楼主人を娼妓が警察に訴えたものだ

し、2番のケースは嫉妬した夫が施術者に暴行を加えて自首したものである。10番は未婚女子

の親が堕胎施術者と相手の男を警察に訴えたものだし、12番のケースは、堕胎を行ったことを

喚ぎつけた別の男に強請られたことが警察に探知されて発覚したもの、19番は施術者が胎児遺

体を薬にしようと隠し持っていたことが発覚したからである。このように、1925年の名張大堕

胎摘発事件のように蕃察署が予め堕胎摘発の方針を固めて捜査に取りかかり、芋づる式に検挙

範囲を拡大していく、というものでは無く、別事件の副産物として堕胎摘発がなされるという

割合が比較的に多いのである。
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（3）嬰児殺記事の特徴

つぎに嬰児殺に関する記事を検討したい。堕胎検挙と同様に嬰児殺に関するものの内容を時

系列に並べたものが表⑤「伊勢新聞に見る嬰児殺関連記事」である。逮捕･起訴まで進んだ事件

は6件確認できる。いずれも刑法施行以後に検挙されており、改定律例の適用はない。堕胎の

場合と異なり、未婚・寡婦の私通よりも通常の婚姻の中での妊娠･分娩から生活困難のために嬰

児殺に至ったケースの方が多い。その点からすると、堕胎によって処理すべきところを種々の

理由で分娩したために嬰児殺に至らざるを得なかったケースと考えられる。

例えば、3番のケースは、上野町の未婚岡出ふさ（23才）が分娩後、母と共に嬰児を圧殺し、

死体は母親が墓地に投棄したものだが､｢第一ふさのハ嘗テ同所愛宕町大江末八卜私通同寓妊娠

ノ末末八ハ窃盗ノ罪ヲ犯シ逮捕処刑ヲ受ケタルヲ以自宅へ立帰り苦心中明治十八年九月十五日

男児ヲ挙ルモ養育シ能ハザルコトヲ慮カリ殺意ヲ生シ20)」とあるように、情夫と同棲して事実

上の結婚生活を送っていたのが、妊娠後、情夫が窃盗罪で逮捕されたため、やむなく実家へ戻

り分娩･出産したものの生活困難から圧殺したというものであるので､私通妊娠とはいささか事

情が違う。

新聞年月日 番号 原因

1881/04/07

1884/02/22 1私通

1884/02/23 1

1885/05/07 2

1885/05/15 2私通

1885/06/05

1886/02/21 3
養育困
難

1886/04/15

1886/08/10

1886/09/03 4

1886/09/15 5
養育困
雛

1887/02/10 6養育困

1887/03/06

1887/05/26 4
養育困
難

※伊勢新聞より作成

表⑤伊勢新聞に見る嬰児殺関連記事

身分

未婚

尼僧

未婚

妻

妻

妻

処睡者

母

情夫

母・本
人

本人．
母

本人･弟

本人

量刑

母、娘共

に有期徒
刑12年

重懲役9年

記事

三重郡日永村加藤吉蔵宅の軒下に生後6ケ月ほどの
左岬の織体が櫓まざれていた,、

内心如夜叉飯野郡魚
弁子葬哩岬鶏し母が

‘村門前で娘の密通で生まれ
:で弁容辱で拘引されろ‐

内心如夜叉続き

重罪公判伊賀郡上野村角野孫市が嬰児圧殺の容疑
で紀訴される－5/Rに公判の子宗一

重罪公判5/7の記事の続き5/8公判、5/15判決

果たして然るか島ヶ原村の男が困窮から娘の産ん
汚邸1用券饗したしの風評

重罪公判上野町岡出れい（54）岡出ふさ（23）に
嬰児殺の嫌疑で12年の判決が出る。

嬰児死骸阿拝郡荒木村4ご消水で嬰児の死骸発見。
野職が蕊カユらﾛ王党できだ ､のかとの噂へ

亀山通信羽若＊
涌の児かという鴎

に死児遺体が投棄されていた。私

亀山通信羽若村末五郎妻ヒサノが男子出産後、竹
林に拷塞Lたごルが率徹して左番所に引致されるハ

重罪公判南牟婁郡木本宿日雇森本善六妻カン
（”）が4／14に行っか921用鶏の公判I

阿拝郡円徳院村で嬰児殺

上野通信寺町念仏寺墓地に嬰児の死体が投棄され
でぃや･のが扉.つかる会

実の子殺し鈴鹿郡羽若村の妻葛西ヒサ（18）は分

娩した一男を寧で来るんで村の溝に捨てたのが発覚
I楽式F屋電罪鋳幽l所-F繊得q隼の判l洩一

5番のケースは「日雇稼森本善六妻カン(三十二年九月）が嬰児を故殺せし件にて該善六は昨

年来疾病の為め家業も出来難く殊にカンが実母ノブ(五十六年)と云ふ老婆の外に四人の子供も
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ありて七人の家内を漸くカンー人が日雇杯を稼ぎ喝喝其日を暮らし居たるに本年四月十四日一

人の嬰児を分娩せしかば斯く家内の増加なしては向来の目的立難くと女の浅知恵にも該嬰児を

産と其侭鼻を押して死に致シ2')」というものであり、これも夫の疾病により生活困難を来した

という事情があった。

6番のケースも「家素より赤貧にして掲て加へて妊娠後夫政右衛門は何地へか逃亡し其跨跡

の知れざるより愈々養育の目途なきを観念せし者と見へ生み落とすや直ちに膝下に敷て無惨に

も之を圧殺し22)」とあるように、妊娠後に夫が逃亡･失除した為にそのまま分娩し、生活困難

から圧殺したという状況であった。

このように堕胎の失敗による処置として嬰児殺があるのだが、刑法の適用により嬰児殺は堕

胎に比べたときよりはるかに重科が適用されることになった。3番のケースでは有期徒刑12

年が言い渡されているし、5番の例では無期徒刑に情状を酌量する求刑が為されている。4番

のケースでは養育困難による嬰児殺に重懲役9年の判決が出されている。堕胎罪がいずれも禁

鋼1ヶ月から2ヶ月程度だったのにくらべれば、一般の謀殺と同じ量刑になるために非常な落

差があるといえる。この点、前稿で明らかにしたように、大正･昭和期の嬰児殺公判の場合、懲

役2年程度で執行猶予が付くという判決がほとんどであるのに比べても甚だ重科であるといえ

る23)。

こうしてみると、刑法の施行によって大きな変化があったとすれば、それは堕胎に対するよ

りも嬰児殺に対する取扱だったといえるだろう。生活困難や養育困難から出生コントロールが

必要な場合、堕胎によって処理するか、嬰児殺によって処理するかは摘発された場合の量刑が

天と地程にも違うのであるから、刑法によるマビキ慣行への抑止効果は嬰児殺の方により強く

作用したと考えて良いのではないだろうか。このことは、マビキ慣行における比重が嬰児殺か

ら中絶へと大きくシフトしていった可能性を示唆するものである。

（4）養子･貰い子とマビキ慣行

もう一つ検討を要するのは、養育料を添えて貰い子に出す慣行である。81年8月に発覚した

事件では、「一志郡本村百五十六番地児島ユキ(四十年）こそ演技でする安達ヶ原の老婆よりも

猶ほ残酷なる鬼婆にて是迄他家より子供を貰ひては悉皆総死し人は知らぬと思ひの外遂に其筋

の耳に入り久居警察署へ拘引されしが24)」と報じられ、実に11名を養子として引き受けては

殺害していたと報じられた。

84年6月には｢奄芸郡一身田の裏町に住む車夫何某が女房は己れが実子のある所へ或る方よ

り金二十円を付けて赤児を貰い受け養育なして居たりしが該児は病身なる所へ乳餌の乏しき故

にや疲労衰へて此世の者とも思われず誠の親が見たならばさぞな偶然に思ふやらん杯近隣の者

も言い合いゐしが去月下旬俄に該児の死去せしかば近き或る寺へ埋葬せしが其死亡の変痴奇だ

と云ふ噂のバツと高くなりて遂に其筋の聞く処となり四五日以前該児を葬りし墳墓を暴き死体

を掘り出し実現ありしに犯跡現然たるより彼の女房は直に捕縛となり当警察署へ送られたりと
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ぞ25)」（伊勢84/6/20）と死亡届を作成した医師と共にこの車夫の女房が拘引されたことが報じ

られている。

また、津西裏福万寺前の脇田千吉妹が私通妊娠し、堕胎もならずそのまま分娩した後、養育

料10円を添えて83年6月中に佐野川源蔵に養子として引き取って貰うが、源蔵は結局養育の

手が回らずに、下部田山伏村の野村奥之助に養育料7円で引き取らせる事にしたところ、これ

も整わず、7月9日に源蔵方に差し戻され、7月12日に赤児は死亡した。死体を素麺箱に入れ

隣家の軒下に埋めておいた所、近所の評判から源蔵が警察に引致され、死骸が掘り出されて、

故殺か病死かの取調が行われた26)。このケースは、私通妊娠の処理として堕胎、嬰児殺意外に

も養育料を付けた養子が選ばれる事を示唆している。特に、経済的な困窮層で養育料目当てで

繰り返し養子を引き受ける場合は、しばしば虐待による死亡を引き起こした。また養子に出す

側も、そのことをある程度承知で行っているのではないかと思われる。この点は、前述の硯也

散士の寄稿文にも触れられている所であり、マビキ慣行の一つの変形となっていることが考え

られる。

つまり、妊娠一堕胎一嬰児殺一養子死という一連の出生コントロールの流れが存在していた

のであり､刑法の公布.施行はその流れの中の堕胎と嬰児殺の間に大きな断絶を作り出す効果を

持ったと考えられる。

3近代産婆の展開と堕胎摘発の関連

この時期の新聞記事において注目されるのは、堕胎関連記事の少なさに比べて近代産婆の養

成に関わる記事が際だって多くなってくることである。そこで、最後に三重県における近代産

婆の成立･展開の中で明治10年代から20年代がどのような意味を持つのかについて検討して

おきたい27)。

（1）山内養順の産科家塾設立

1877年11月、山内養順は津立町に「変則産科家塾」を開き、産科学に基づく近代産婆の養

成を開始した。山内養順は元津藩藤堂帰雲の家臣で内科、外科、産科を研究し京都で医術を修

めた後、津で監獄医となり、種痘免許・産科免許を取得して医業を開業した人物である。この

家塾には「新式卒業之部」と「速成之部」の2コースを設けて翌78年6月には7名の第一回

卒業生を送り出し、その後も順調に卒業生を産みだしていった。新式卒業之部の修得科目は、

産婆心得・婦人骨盤の位置・妊娠経遷胎児発育及摂生法・婦人生殖器造構及効用・分娩前後及

嬰児の処置・妊娠の兆候及活胎死胎の徴候・産婆に係る手術・月経及受胎の理であり、速成之

部では産婆心得・骨盤の位置及生殖器の効用大意・妊婦摂生法及胎児の発育大意・分娩前後及

嬰児の処置・産婆に係る手術を修得することとされ、近代的な産医学を基礎とする産婆術の修

得が目指された28)。
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（2）三重県「産婆規則」の布達と鑑札交付

81年6月28日に三重県は県甲第105号として「産婆規則」を布達した。そこでは，産婆開

業の要件として第一条に「修学履歴書に公私学塾の卒業証書写若クハ師家習熟ノ認可書ヲ添へ

開業鑑札願出へシ」とされ、産婆私塾卒業資格を以て県に開業申請を行うことが出来るように

なった29)。三重県統計書の記載によれば、1882年の産婆のうち本免状が5名、仮免状が630

名である。この仮免状は「産婆規則」にしたがって、鑑札を与えられ三重県限りでの営業を認

められた分である。この段階では産科私塾の卒業生はまだ少なく、ほとんどは従来からの取上

婆的な産婆が鑑札を交付されて県限りの営業を認可されていた。そうした、従来からの産婆の

残存は各地の医師や衛生委員によって批判的に見られていた。例えば、83年の事例であるが、

北牟婁郡では「産婆は十名ありと錐も只旧来の風習に固着したる眼に一丁字なきものの如く其

施術たるや自然の見分等より取扱上巧者に出たる者にして未だ其産科術を熟知せざるもの多き

に似たり30)」という状況であった。まさにこのような「取扱上巧者」に代わる者として期待さ

れたのが産科家塾出身の新産婆であった。

（3）近代産婆養成への取り組み

津で山内養順が産婆育成に取り組み始めた頃､79年8月には員弁郡阿下喜に共救社が設立さ

れ、ここでも産婆養成が開始された3')。しかし、共救社は81年11月に経営不振で閉鎖されて

しまう32)。それに対して養順は83年4月から5月にかけて、松阪･田丸･鳥羽で産婆会を開催

し近代産婆の必要性を説いて廻った33)。養順の産婆会開催による啓発活動は各地の衛生委員達

の支持を集めた。田丸での産婆会に際しては「田丸町に於いては産婆衛生委員等同氏を招き産

科の必要なる点に付き説明を受け且つ器械等に至るまで逐一氏に質すの姿となれり是に由て之

を観れば遠からず郡内一般に普及するの状況なり34)」と多気郡の衛生委員達が養順の活動に期

待を持っていた。83年9月には私塾を「温故堂産科私学校」と改名したが、この際の開校式に

は安濃.答志.英虞郡長が列席した35)。ここにも郡政当局者の近代産婆への強い期待が表れてい

る。

温故堂以外にも近代産婆養成の動きは高まっていた。83年4月、四日市の伊藤春東らは産婆

養成所設置へ向けての協議を進め36)、同年10月には桑名の医師が産婆学校教授場を宮通に開

設した37)。

（4）三重県「産婆養成所通則」の布達と「産婆開業及試験規則」の施行

84年に三重県は甲第113号として「産婆養成所通則」を布達した38)。養成所では一年の修

業年限で､卒業生は試験免除で産婆開業免状を下付されることになった｡85年には｢産婆規則」

に代わって「産婆開業及試験規則」が施行され、第二条で「開業ノ免許ヲ得ントスル者ハ年齢

二十年以上ノ婦人ニシテ其修学ノ履歴書二師家習熟見認メ書ヲ添へ開業試験ヲ願出ツヘシ而シ

テ応答合格ノ者ニハ開業免状ヲ授与スヘシ」とされた39)。これにより、新規に産婆になろうと
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するものは産婆養成所を卒業して開業免状を得るというコースによらざるを得なくなり、｢産婆

規則」の段階で鑑札を得ていた旧産婆は漸次、県限免許（免状）を持つ新産婆に置き換えられ

ていくことになった。それに対して温故堂卒業により鑑札を所持していた産婆たちは順次試験

合格により新免状に切り替わっていった40)。

（5）産婆養成所の族生

産婆規則の変更を受けて、県下各地に新産婆の養成所が設立されていく。84年6月には桑名

済成社が養成所を開設し､それに伴って郡長･衛生委員に対して産婆養成方法を通知し協力を仰

いだ。それは以下のように、旧来の産婆の再教育と新産婆の養成を目指すものだった41)。

－、市街及ひ接続村に居住する開業産婆は少なくも毎月五会以上出場し教授を受くくし

一、村落居住の開業産婆は少なくも毎月三回以上出場教授を受くくし

－，受持部内に開業産婆は勿騰有志生徒有之衛生委員は毎月一回必ず産婆教授場へ出席簿に就き勤惰

を検査すべし

－、百戸以上衆落の地に於は精々勧奨を加へ有志生徒一人を産婆教授場へ入学せしむくし但百戸未

満の村落は便宜給合を設け養成の法を設くくし

一、疾病或いは事故ありて一二項の通り出場し能はざる時は届書に所属衛生委員の検印を受け産婆教

授場へ差出すべし

一、事故無くして出場せざる者ある時は戸長衛生委員に於て篤く説諭を加ふるものとす

7月には四日市精勤社と地元有志の拠金により四日市境町に四日市産婆養成所が開業した42)。

同養成所は､85年には郡町村連合会の資金援助を得て大矢知分教場､菰野分教場を開設した43)。

さらに、個々の医師が産婆養成所を開く例も現れた。85年7月には白子の開業医が産婆養成所

を開設し“)、同年9月には一身田に藤井産婆養成所が開かれた45)。

こうした養成所新増設の動きの中で、温故堂産科私学校も84年8月に学則の改定を行い、

従来の新式、速成の過程を改めて、内務省免許を目指す甲課程と三重県免許取得の為の乙課程

とに課程を区分した46)。以後、温故堂私校は県内各地に支校を続々開設していく。84年中に

菰野、松阪、田丸、鳥羽、尾鷲、木之本に支校を開設し、85年には山田、五ケ所、憧柄に支校

を、86年には亀山、上野、久居に支校を開いた47)。温故堂の卒業生は各支校の助教となる他

に、各地で設立される養成所の助教にも派遣されていった。

85年7月の温故堂産婆会の際には｢去る十年以来温故堂産科私学校並に支校分教場等に於て

速成産婆卒業の者百六七十名あるといふ48)」と記されたが、87年には「同校の試験を卒業し

て本県庁より開業免許を得たる者各郡に於いて既に六百余名の多きに及び最早我県内に暖昧産

婆の跡を絶に至りしが49)」とあるように、2年間に400名以上の新産婆を三重県に供給し、「暖

昧産婆」を一掃していったのである。

（6）新産婆による旧産婆の駆逐
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新規に免状を与えられる産婆が各地の温故堂支校や養成所を卒業する近代産婆に限られ、鑑

札を所持する旧来の「暖昧産婆」は新規の増加がない為、漸次廃業によってその数を減らし、

新産婆に置き換えられていくのであるが、試験制度のみならず、実際の助産技術によっても新

産婆は旧産婆を圧倒していく。

例えば、84年9月、菰野村において、妊婦の陣痛が始まるが分娩しないので、或る産婆に任

せたところ、子宮茎が露出して「茄子」という状態になってしまい、困却した産婆は菰野村産

婆養成教場の助教小島そのに処置を託した。すると、小島はずれていた子宮の位置を修正して

「茄子」状態を解消し、頭が大きくて睦口から娩出できないのを油を塗って分娩させ、さらに

仮死状態の胎児に人工呼吸を施し、母子共にその命を救った。この記事を報じた菰野の医師は

「於是母子安全家族の喜此事に在り衛生の貴重なるを知り民費を以て産婆を養成するを以て目

前に人命を救ひたり戸長衛生委員の衛生上に尽力の厚き喜ふへし」と述べている50)。

また、三重郡浜田村の次のような事例が報じられている51)。

…俄に臨産に及びしかば兼て依頼し有る赤堀村の従来営業をなす産婆小糸と云ふを招恥して診察を

乞ひたるがあまり出血多量なるに恐棚し妾の手術には辿も及び難ければ願ふは何卒産科医を聴せ

られよと言ひて帰宅せしかば同家は大に困り出血を大概防禦なし其れより主人は四日市へ馳せ行

きて岡崎伊藤其他一々軒を訪ひしに皆な皆な差支ありと謝絶せしかば止むを得ず産婆養成所教員

増山なを方へ参り診察を乞ひたるに同人は生徒へ教授するの任に依て自身にて手術を施す訳に参

り兼ぬれば先頃卒業せし同地八幡町近藤さくをお招きに相成らぱ妾が参るも同じことならんと云

ふに任せて同人を招き増山氏の言葉の趣を述べて診察を乞ひしかぱ早々諾して来訪せし処妻お何

は過度の出血ゆえ種々適当の手術を施せしに二時間計りにて漸く分娩なせしが生児は死胎にて胎

盤付着部の不正胎盤子宮口を鎖し子宮の最も下部に付若せしにより胎盤早く脱落し児頭を押出せ

し故に大出血を醸し死胎にて分娩なせしなりと診察なし産科医を要せずとて右詳細を其筋へ届極

て帰宅せしかば同家内親戚などは大悦びで居ると云ふが人身を委託する産婆は其人を必ず撰ばず

んぱあらざるなり

以上のように、85年の産婆開業及試験規則の布達を画期として、量的にも人々の信頼の面か

らも旧産婆は出産の場から急速に閉め出されていくことになった。そして、マビキ慣行の担い

手として次第にその比重を減じさせていったと思われる。しかし、それはかならずしもマビキ

慣行自体の減少を結果するものではなかったから、旧産婆が減少した部分は新産婆や産医、或

いはその他の無資格の堕胎巧者によって補完され続けることになったと思われる。

おわりに

以上観察してきたことをまとめておきたい。

対象とする1878-88年の時期で、記事になっている堕胎事件は、強制堕胎に類するもので

あったり、別件の捜査から堕胎摘発に波及したものが多かった。また、記事になっているのは

ほとんどが未婚の女子か寡婦で私通の結果、妊娠した始末としての堕胎であった。
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統計資料からみると、88年の志摩郡波切分署管内と89年の度会郡山田署管内で大規模堕胎

摘発事件があったと考えられるが、それらは、新聞記者の興味を呼ばず、記事化されることは

なかった。ただ、それを別にすれば、大規模堕胎摘発が意図的に進められたと見ることは出来

ず、やはり事件性の強い事例について逮捕･取締が行われるのであって、マビキ慣行それ自体の

消滅を目指すような捜査は行われていなかった。

他方、嬰児殺については、刑法施行後に記事化されるようになった。しかし、個々のケース

を検討する限り、通常の夫婦間での養育困難･生活困難を理由としたものがほとんどであり、旧

来のマビキ慣行を構成するものであった。さらに、嬰児殺の他に、若干の扶助料をつけての養

子引渡に関連して養児を虐待死させた記事も見られる。個々のケースの中には、半ば業として

養育料付きの養子引受をして、虐待死を繰り返しているものがあった。このような場合は、こ

れも一種のマビキ慣行と考えてよいだろう。つまり、妊娠一堕胎一出産一嬰児殺一養子殺とい

う経路の中でつながっているのである。ところが、堕胎についてはあまり記事化されず嬰児殺

や養子殺の記事化が82年以降増加していたのである。

その背景として考えられるのは、第一には堕胎罪を法定化した旧刑法がこの82年に施行さ

れたことがある。堕胎罪についての犯罪態様を詳細に区分して量刑化していったのとは逆に嬰

児殺を一般の謀殺と同一に取り扱うことによって、嬰児殺に対する厳罰化が結果し、そのため

同じマビキ慣行に属する堕胎と嬰児殺・養子殺との間に量刑上の落差を作り出し、嬰児殺の方

が重罪として事件性を帯びることになったのが、記事を増加させた要因だと思われる。

また、86年から87年にかけて三重県の警察署配極がそれまでの主要都市に警察署もしくは

分署を置き、そこに巡査を集中配置するいわゆる集中警察から、農村部にも駐在所・分屯所を

多数配置する散兵警察への転換が行われた事が挙げられる。散兵警察体制のもとで、農村部で

のマビキ慣行に対しても警察の取締効果が及ぶようになったことが考えられる。ただ、その場

合でも嬰児殺に対しては警察の捜査が発動するが、慣行としての堕胎については戸籍調査や雑

件的な日常監視活動による予防効果をねらうものが中心であり、その一定度の存続が許容され、

積極的な事件化や捜査対象化は進まなかったのではないかと考える。

三つ目には、85年から87年頃を画期として、産婆養成所や産科学校を卒業した新産婆が多

数出現し、旧来の取上婆的産婆が分娩の場から駆逐され始めた事も要因に入れてよいだろう。

この新産婆達は、出産の場で妊婦や新生児の死を防ぐことによって旧産婆に取って代わってい

ったのであるから、産まれた赤児を「仕舞」うような取上婆的役割からは大きく距離を置いた

と考えられる。

したがって、これらの要素が展開することで、マビキ慣行も変容を遂げたのではないだろう

か。それは、まさに「仕舞」行為としての嬰児殺がマビキ慣行から後退していき、マビキ慣行

が堕胎行為に収数していったのではないかということである。ただ、この点は現時点では推測

にとどまるので、引き続き、1890年代以降の動向を分析することで検証していく必要がある。
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注

1）茂木･藤川「近代伊賀地域におけるマピキ慣行」（『地研年報』第7号、2002年)、茂木「近代三重

県域におけるマビキ俄行」（『部落問題研究』第184号、2008年)。

2）ここでいうマビキ慣行は、嬰児殺のみならず、堕胎も含んだ通常の夫婦間において行われる日常的

な出生コントロールという意味で使用している。マビキと堕胎の呼称の問題については太田素子編

『近世日本マビキ慣行史料集成』（刀水書房、1997年）の序論を参照されたい。

3）茂木「近代三重県域における堕胎取締の推移について」（『地研年報』第13号、2008年)。

4）堕胎罪体制の概念については、藤目ゆき『性の歴史学』（不二出版、1997年）117頁以下を参照。

5）『法令全書』第六巻の一、273頁。

6）同上書、262頁。

7）藤目上掲書119頁。なお、藤目は改定律例の堕胎禁止規定は妊婦そのものには適用されなかったと

しているが、条文の解釈や本稿の事例からみても疑問である。

8）伊勢新聞1885年6月5日号雑報欄（以下伊勢85/6/5のように表記する)。

9）伊勢78/4/24

10）伊勢78/5/4

11）伊勢79/6/17。『明和町史史料編』第二巻（明和町、2006年）512頁。

12）ここで、興味深いのは大淀浦の近傍である下有爾村において、1883年1月に出産共育明星会社が

設立されていることである。この組織は規則の第二条に「本社ノ目的ハ生子養育金ヲ積立センカ為メ

産者ヱ金員ヲ恵与スルニ盟約セリ」とあるように、貧困の為に出産が出来ない住民に対して百円の出

産奨励金を支給して出産を確保しようとするものであるが、第十六条に「社員流産及上死胎分娩スレ

ハ恵与スルニ非ス」とされていて、マビキ慣行に対して抑制的に働くものであった

（｢出産共育明星会社規則｣、『明和町史史料編』第二巻、2006年、512-515頁)。刑法施行を挟んで対

極的な状況が生じていると見ることもできるが、マビキ俄行にしても出産奨励にしても希望子供数確

保の為の出生コントロールの役割を持っていると考えれば、両者は必ずしも排除しあうものではない

と考えることが出来る。そう見ることによって、一方で産科医や近代産婆の展開による出生上昇と他

方でマビキ慣行の暗黙の容認による出生抑制が両立し得たと考えるべきだろう。

13）伊勢83/7/13.

14）伊勢83/3/17.

15）伊勢78/5/10.

16）伊勢78/8/2．

17）伊勢85/3/10.

18）伊勢85/6/12.

19）伊勢88/7/12.

20）伊勢86/2/21.

21）伊勢86/9/15。
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上掲『三重県看護史』17頁。

『三重県警察要編』（三重県警察本部、

『三重県衛生月報』第29号。

伊勢79/8/24・

伊勢82/1/18・

伊勢83/5/13,23。

『三重県衛生月報』第27号。

伊勢83/9/27。

『三重県衛生月報』第22号。

伊勢83/10/23．

前掲『三重県警察要編』777－8頁。

同上書780－2頁。

伊勢85/7/22。

『三重県衛生月報』第36号。

『三重県衛生月報』第37号。

伊勢85/7/15・

伊勢85/8/2・

伊勢85/9/17・

伊勢84/8/1．

前掲『三重県看護史』19頁。

伊勢85/7/22°

伊勢87/5/21。

『三重県衛生月報』第39号。

伊勢85/9/20。
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22）伊勢87/2/10.

23）前掲拙稿「近代三重県域におけるマビキ慣行｣。別表に掲載した記事をひろうと、求刑もしくは判

決で懲役2年が5名、同3年が2名、同4年が1名で、5年以上はいなかった。また、懲役2年はほ

とんどが執行猶予が付いている。

24）伊勢81/8/23.

25）伊勢84/6/20.

26）伊勢84/11/20.

27）以下の記述は、主として『三重県看謹史』（三重県看護史編纂委員会、三重県看護協会、1987年）

の記述によりながら、適宜、伊勢新聞記事、『三重県衛生月報』の記載により補訂したものである。

前掲拙稿「近代三重県域におけるマビキ慣行」においても産婆制度の役割について論じたのであるが、

産婆規則にみる修学規定についての理解に不十分な点があったので、その訂正も含めて論じたい。



【調査】

高年齢者の雇用確保に関する三重県での取組み

山川和義

はじめに

高齢化が進む中で、高年齢者の労働の重要性がいっそう高まっているように思われる。たと

えば、高年齢者は労働を通じて、社会の中で自らの価値を発見し、さらに発展させる機会を得

る。また、高年齢者は労働して賃金を得ることにより、公的老齢年金とあわせて、あるいは、

賃金そのものによって生活を支える。このように、高年齢者が実際に労働することは、高年齢

者にとって精神的かつ経済的な意味で、重要であると考えられる。

他方、高齢化は個々の高年齢者にだけ影響を与えるものではない。日本全体の状況をみると、

高齢化の進展は、社会保障財政を圧迫し、そして、日本全体の労働力人口の絶対数の減少や年

齢構成の大幅な変化などをもたらしつつある。

これらの状況をふまえ、高年齢者の雇用確保を進めるために、2004年、高年齢者等の雇用の

安定等に関する法律（以下、高年法）が改正され、2006年4月から65歳までの高年齢者雇用

確保措置の実施が、使用者に義務付けられるにいたった（高年法9条1項)。この措置は全国

的に進められることとなった。

このような中で、三重県においても高年齢者雇用確保措置の実施の推進のための取組みが進

められてきた。具体的な取組みとしては、三重県中小企業団体中央会による取組みがある◎本

稿では、2008年度（平成20年度）に実施された右取組みの概要と成果を紹介し、整理するこ

とで、三重県内において高年齢者雇用確保を進めていく上での課題を指摘する。

I高年齢者雇用確保措置の概要と全国的な実施状況

三重県における高年齢者雇用確保措置実施のための取組みについて紹介する前に、措置の概

要と2008年10月に発表された全国的な実施状況を確認する。

1高年齢者雇用確保措置の実施（高年法9条）

高年法9条1項によれば、事業主は65歳まで（現在は経過措置期間のため、63歳まで）の

高年齢者雇用確保措置を講じることを義務付けられている。もっとも、ひとくちに事業主とい

っても、事業規模、業種、従業員数など多様であり、すべての事業主に同一の高年齢者雇用確

保措置の実施を強制することは、現実的ではない。そのため、高年法9条1項は、高年齢者雇

用確保措置を、①定年の引上げ、②希望者全員を現に雇用されている企業に継続して雇用する

制度（継続雇用制度）の導入、③定年の定めの廃止のうち、いずれか一つ（またはそれを組み

合わせたもの）を講ずればよいとする。したがって、定年を65歳まで延長した場合、定年を
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廃止した場合、または、定年を60歳に維持したまま65歳まで再雇用する制度を導入した場合

のいずれも、高年法9条1項にいう義務を実施したことになる。

なお、高年法9条1項によれば、同条にいう継続雇用は希望者全員雇用を原則とすると考え

られる。しかし、企業の実情に適合させるために、労使協定によって継続雇用の対象となる者

の基準を設定し、これに基づいた継続雇用制度を導入した場合も、高年法9条1項による継続

雇用制度が導入されたものとみなされる（高年法9条2項)。さらに、労使協定の締結に向け

て努力したにもかかわらず協議が調わなかった場合、事業主は就業規則によって継続雇用対象

者の基準を定めることができるとされている（高年法附則5条)。

したがって、現行の高年齢者雇用確保措腫は、希望者全員の雇用が確保されうる定年の引上

げ、9条1項にいう継続雇用制度および定年の定めの廃止という希望者全員の安定した雇用が

確保される類型（希望者全員雇用型（法の原則モデル)）と、9条2項の労使協定などによって、

希望者全員ではなく、あらかじめ定められた基準により継続雇用対象者とされた者のみの安定

した雇用を確保する類型（雇用対象者選別型（例外モデル)）とがある。

2高年齢者雇用確保措置の実施状況（平成20年10月7日厚生労働省発表の資料）

高年齢者雇用確保措置の実施状況は、一年に一度公表される。これは、事業主に課されてい

る実施状況報告義務（高年法52条）によって提出された結果を取りまとめたものである。2008

年6月1日までの状況が、2008年10月7日の厚生労働省発表によって明らかとなった。

厚生労働省発表によれば､報告企業のうち96．2パーセントが高年齢者雇用確保措置を講じて

いる（51人以上の企業が調査対象)。この数字は、前年度と比べ、3．5ポイントの増加である。

また、高年齢者雇用確保措置の上限年齢についてみると、上限年齢を65歳以上とする企業は

79.5パーセントとなっている。これをみると、非常に多くの企業が65歳以上の雇用確保措置

をすでに実施していることがわかる。

もつとも、高年齢者雇用確保措置の内訳をみると、定年の引上げが12．5パーセント、定年の

定めの廃止が2．1パーセントに対して、継続雇用制度は85．4パーセントと多くを占め、高年齢

者雇用確保措置のほとんどが継続雇用制度であることがわかる。さらに､継続雇用制度のうち、

希望者全員を対象とする企業は38．6パーセント、労使協定による基準を立てる企業は44．0パ

ーセント、就業規則による基準を立てる企業は17．4パーセントとなっており、希望者全員を雇

用する企業の割合が4割程度にとどまっている。

以上からは、①ほとんどの企業が高年齢者雇用確保措置を実施しているが、②そのうちのほ

とんどが継続雇用制度であり、③導入された継続雇用制度の半数以上が希望者全員を継続雇用

の対象としていないために、法の原則とする希望者全員雇用は、限定的にのみ進んでいると評

価できる。

他方、高年法による法的要請を超えて、70歳以上の雇用確保措極を講じた企業は、12．4パ

ーセントと企業全体の一割程度にすぎない。今後の取組みが必要とされるところである。
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Ⅱ三重県における高年齢者雇用確保措置の実施状況

1「70歳まで働ける企業」の実現の推進政策

政府は平成18年12月に「再チャレンジ支援総合プラン」をまとめ、その中で、「70歳まで

働ける企業」の実現を再チャレンジ支援施策の一つとしてあげた。それを受けて平成19年か

ら、全国的に「70歳まで働ける企業」の実現を推進する取組みが行われるようになっている。

2三重県における「70歳まで働ける企業」創出事業の概要

三重県において、2008年度は、2007年度から引き続いて、三重労働局からの委託により、

三重県中小企業団体中央会がこれに取り組んだ。本事業は、本事業推進会議において全体の取

組み方向について議論し、それをもとに70歳までの高年齢者雇用確保措置の実施状況調査お

よび高年齢者雇用確保措置の実施・内容充実推進活動を行った。具体的には、企業に対するア

ンケート調査を3回行い、2008年度における三重県内の企業の高年齢者雇用確保措置の実施

状況を明らかにし、推進活動として専門家等による説明会、相談会およびセミナー等が行われ

た。また、推進活動の一環として、あわせて高年齢者雇用確保措置の実施およびその充実のた

めのマニュアルを作成し、配布している（報告書の内容・配布に関する問い合わせは、三重県

中小企業団体中央会まで)。

3本事業の目的

本事業は三重労働局からの委託であり、①70歳までの雇用確保および、②65歳までの雇用

確保の促進という観点から、事業開始以前と比較して、①は5パーセント、②は10パーセン

トの引上げが目標とされていた。

4アンケート調査結果

2008年度「70歳まで働ける企業」創出事業では、三重県内の中小企業を対象に、高年齢者

雇用確保措置の実施状況および今後の予定･計画ならびに実施における各企業の意見について、

アンケート調査が行われた。以下では、第3回アンケート調査結果の概要を紹介する（詳しく

は文末資料を参照)。

（1）対象企業

第3回目の調査対象企業は368社にしぼって行われた。回収企業数は191件であり、回収率

は51．9パーセントとなっている。回答企業の主な業種は製造業（33パーセント）であり、つ

いで建設・土木業（21パーセント）、サービス業（12パーセント）および卸小売・飲食業（12

パーセント）となっている。回答企業の従業員規模は、1から9人が11パーセント、10から

19人が31パーセント、20から49人が38パーセント、50から99人が14パーセント、そし

て100人以上が6パーセントとなっている。回答企業の半数以上（56パーセント）が北勢地

域に所在地がある。
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（2）実施されている高年齢者雇用確保措置の類型

高年齢者雇用確保措置を講じる企業において、定年年齢を60歳とする企業は全体の69パー

セントである。他方で、定年年齢を65歳以上とする企業は全体の21パーセント、定年の定め

がないとする企業は4パーセントにすぎなかった｡このように､高年齢者雇用確保措腫のうち、

定年の引上げおよび定年の定めの廃止はあわせて25パーセント、60歳定年を維持する企業は

69パーセントとなっている。60歳定年を定める企業では、定年後再雇用等の継続雇用制度が

導入されなければ、高年法9条1項に違反する。そのため、これらの企業では継続雇用制度が

何らかの形で導入されていると推測される｡三重県においても､高年齢者雇用確保措世のうち、

継続雇用制度の導入を選択する企業が多い。しかし、全国的な状況と比較すると、定年の引上

げを行う企業の比率は高い。

（3）継続雇用制度の実施状況

三重県内で実施されている高年齢者雇用確保措置のうち多くを占める継続雇用制度は、その

対象者を選抜できる制度としているかどうかによって、労働者の雇用確保に与える影響が大き

く異なりうる。継続雇用制度において、希望者全員を対象とする企業は41パーセントである。

他方、一定の基準をみたす者とする企業も41パーセントとなっている。三重県内の継続雇用

制度の半数は、希望者全員を継続雇用の対象としていない。そうすると、三重県内で雇用確保

措置が講じられているとしても、全体の3割近い企業（雇用確保措置実施企業における継続雇

用制度導入企業のおおむね半分程度として、概算）では、労働者が希望しても雇用が確保され

ない場合がありうる。希望者全員を継続雇用の対象としていない企業において、今後希望者全

員雇用に変更する予定がある、または、すでに計画しているとする企業は30パーセントであ

る。当面は、継続雇用制度を導入した多くの企業において、希望者全員雇用は実現されないこ

とになる。

（4）高年齢者雇用確保措置に関する意見

アンケート調査では、個別の意見も収集している。高年齢者雇用確保措置について、希望者

全員を雇用する継続雇用制度の導入や65歳から70歳まで上限年齢を引き上げることなどへの

消極的意見だけをみてみると、企業内にそれらの高年齢者に担当させる業務がない、高年齢者

は経験を稲んでいるものの、効率・運動能力が落ちていくなどの意見があげられている。これ

は①企業側の事情（担当業務配分）と②労働者側の事情（労働能力）によって仕事と労働者が

うまくマッチしない場合が典型的な例であると考えられる。

（5）まとめ

アンケート調査結果からは、三重県においても、継続雇用制度の導入が相対的に多く、その

大半が希望者全員を雇用しないものであることが明らかとなったといえよう。
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5「70歳まで働ける企業」創出事業の結果

本事業では、アンケート調査だけでなく、説明会や個別相談会、パンフレットの送付などの

啓発活動が行われた。本事業の目的に照らして結果をみると、本事業の開始時と比較して、①

「70歳まで働ける企業」は19．3パーセントから32．4パーセントと、13．1パーセント上昇、ま

た②65歳以上までの希望者全員に対する雇用確保措極の実施企業は43．3パーセントから55．2

パーセントと、11．9パーセント上昇した。この結果は全国的に見ても相対的に好結果のようで

あり、本事業はその設定された目的を達成したと評価できる。

おわりに

以上をもとに、三重県における高年齢者雇用確保措置の実施状況のポイントをまとめて今後

の課題を指摘しておく。以上からは、2008年度の三重県における高年齢者雇用確保措置を実施

する企業数は着実に伸びているのがわかった。ただし、その具体的な内容としては、希望者で

あっても雇用が確保されないことのある継続雇用制度を導入する企業がまだ高い割合で存在し

ている。また、70歳まで働ける企業の推進についてみると、実施企業数自体は増えているもの

のまだ端緒についたばかりであり、65歳までの雇用確保措置が完全には普及していない状況の

なかで、70歳まで働ける企業が10パーセント以上伸びていた。70歳まで働ける企業はその絶

対数としては多くはないが、この結果は､全国的にみると相当に高い伸び率であると思われる。

そうすると、三重県における今後の高年齢者雇用確保に関する具体的な課題としては、①高

年法9条1項にいうところの雇用確保措置は、希望者全員を対象とする企業をさらに増加させ

ること、②70歳まで働ける企業の創出をいっそう進めていくことなどがあげられる。これらの

課題の解消の必要性は、高年齢者等職業安定対策基本方針の改正案でも同様に指摘されている

（厚生労働省2009年1月21日雇用対策基本問題部会の提案。労働法令通信2171号（2009

年）10頁)。三重県においても、これらの課題を念頭において、より具体的な方法で高年齢者

雇用確保措置を進めていく必要が、まだまだ存在しているといえる。さらに、高年齢者雇用確

保措置に基づくと、定年後再雇用時の労働条件がどうなっているのかは本事業においては調査

対象とされていなかった。高年齢者雇用確保措置が実施されているとしても、その労働条件の

内容によっては、高年法9条1項にいう安定した雇用の確保を望めない。この点は、今後いっ

そうの調査、研究が必要とされている。

本稿では法理論的な争いについては検討していない。高年法9条1項の法解釈論の検討は、

今後の課題である。
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まえがき

現在、労働力人口の高齢化とそれにともなう現役労働力不足への対応が、必要となって

いる。そこで、将来的に中小企業が持続的に活力を維持していくためにも、高年齢者に対

するその意欲と能力に応じた雇用機会の確保が急務である。

この問題に対応するために、平成16年には高年齢者雇用安定法が改正され、平成18年か

ら65歳までの雇用確保措置を講ずることが、事業主に義務づけられた。また、平成19年か

らは、「70歳まで働ける企業」の実現を推進する取り組みが始められている。これらの取

り組みとして、三重県では、平成19年度、三重労働局から委託を受けて、三重県中小企業

団体中央会により三重県内の中小企業を対象に「70歳まで働ける企業推進プロジェクト」

が実施された。これにより、事業開始前と比べ65歳までの雇用確保措置の実施企業は10％

以上、70歳までの雇用確保措置の実施企業は5％以上増加するなど、本事業は大きな成果を

おさめ、県内の高年齢者雇用確保措置の実施に大きく貢献したものといえる。

しかしながら、平成19年度の事業実施結果によると、65歳雇用確保措置のうち継続雇用

制度を導入した企業の65％では、法が原則とする希望者全員を雇用する環境が整えられて

いなかった。また、70歳までの雇用確保措置の導入も推進されたとはいえ、まだ絶対数と

してはさらなる推進が必要であった。

そこで、三重県中小企業団体中央会は、平成20年度も三重労働局からの委託により「70

歳まで働ける企業」創出事業を実施した。本事業では①70歳まで働ける企業の推進（70歳

雇用実現プログラム）および②定年の定めの廃止、65歳以上までの定年の引き上げおよび

希望者全員を対象とする65歳以上までの継続雇用制度の導入などによる、65歳以上までの

希望者全員の雇用確保の推進（確保措置充実プログラム）が行われた。本事業においては、

実態調査アンケート、説明・相談会（「70歳まで働ける企業」創出事業の北陸・東海ブロ

ック経験交流会も主催）や、各企業での取り組みを推進するためのマニュアル作成・配布

等の普及事業などが行われた。

以上の様々な事業実施の結果、本事業開始時と比べ、①70歳まで働ける企業は13.1％、

②65歳以上までの希望者全員に対する雇用確保措置の実施企業は119％増加するなど、本

事業の目標を十分に達成することができた。

本事業の実施により三重県内の中小企業における高年齢者雇用確保はさらに大きく進展

し、本事業の意義は大きいと思われる。しかし、実際に高年齢者の能力が十分に発揮され

る環境を確保するためには、具体的な点（たとえば、雇用確保措置の運用状況など）につ

いて、政労使が協力して対応する必要がある。今後も取り組むべき課題は残されている。

｢70歳まで働ける企業」創出事業推進会議委員長山川和義
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'（1）調査目的I

（3）回答企業の概要

三重労働局より｢70歳まで働ける企業｣創出事業の委託を受け､中小企業及び組合等における｢65歳までの継続

雇用制度の導入状況｣と｢70歳までの雇用の実態｣を把握するためにｱﾝｹｰﾄ調査を実施しました。

グー三一一ー~一一-一~一一一~~~~一一弓一合、

((2)調査方法I
○調査対象

○調査方法

○調査期間

○回収結果

368社

郵送による配布･回収

平成21年1月1日～1月31日

回収数191件(回収率51.9％）有効回答数184件

－92－

○主な業種○

サ

組合･各種 その他 農林水産

木

〔主な業種〕

回答企業の業種構成においては､第2回調査と比べ

て大きな相違は見られず､建設･土木業が21%(第2回

調査20%)、製造業33％(同34％)となっている。

〔従業員規模〕

回答企業の従業員規模においては､第2回調査と比

ぺて大きな変化は見られない。

〔所在地〕

回答企業の所在地においては､第2回調査と比べて

大きな相違は見られなかった｡北勢が56％(第2回調査

56％)、中勢･伊賀が28％(同30％)となっている。

○従業員規模○

50～99人

14％

100人以上

20～49人

38％

1～9人

10～19人

31％

○所在地○

中勢･伊

28％

南勢東紀州

賀

13％ 3％

北勢

56％



(‘雫融剛i年i3局訓噂Ui臓臓 II

Q1定年年齢は何歳ですか｡(1つだけ）

定年年齢を｢60歳｣とする回答は69%と最も多く､次いで｢65歳｣の20％､｢63歳｣及び｢定めなし｣の4％と続

いている｡従業員数が多い企業ほど60歳定年の割合が高く､従業員数が少ない企業ほど65歳定年の割合

が高い｡｢1～9人｣の企業では約3分の1が｢65歳｣と回答している。

定年年齢

6

6

1％

0102030405060708090100

1～9人（､=21）

10～19人（n二57）

20～49人（､=70）

50～99人（､=25）

100人以上（､二11）

■60鐘回61厘国62態口63霞■64鹿回65霞■66～69繊回70窪以上国定年年齢の定めなしロその他

農林水産粟（n=1）

建般・土木粟（n=41）

製造菜（F63）

運輸粟（n=14）

卸小売．飲食粟（n=22）

サービス粟（n二23）

組合・各種団体（n=14）

その他（炉13）

o1定年年齢×Q1従菓員規模

0102030405060708090100

■60霞回61賎回62歳□63段■64段回65能□66～69趣■70霞以上■定年年齢の定めなし■その他

01定年年齢xQ11主な菓租
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Q2定年年齢を定めている企業の方にお尋ねします｡今後､定年年齢を引き上げる予定はありますか｡(1つだけ）

02定年年齢の引き上げ予定xO11主な菓種

定年年齢の引き上げる｢予定あり｣が8％にとどまっている｡｢50人以上｣の規模の企業では｢予定･検討なし」

の割合が高い｡同規模の企業はQ1で60歳定年の割合が最も高いことから､比較的大きな従業員規模の企

業において､定年引き上げには慎重な姿勢がうかがわれる｡業種別では運輸業が｢予定あり｣の割合が多い。

予定あり

8％

■予定あり回引き上げに向け検肘中園予定・検討なし

|き上げに

け検討中
18％

予定・

な

74％

0102030405060708090100

農林水産菜（n二0）

建股・土木粟（n=37）

製造粟（n二61）

運輸粟（n=11）

卸小売・飲食粟（n二20）

サービス粟（n二22）

組合・各種団体（n=13）

その他（n=13）

1～9人（､=19）

10～19人（､=51）

20～49人（､二64）

50～99人（n=25）

100人以上（､=11）

0102030405060708090100

■予定あり回引き上げに向け検肘中回予定・検討なし

02定年年齢の引き上げ予定xO1従集員規模
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Q3引き上げる予定､もしくは検討中であると回答した場合の定年年齢

03引き上げ定年予定xO11主な菜種

｢65歳｣が47％と最も多く､次いで｢70歳以上又は定めない｣が22％と続き､｢63歳｣の20％を上回っている。

サービス業では｢70歳以上又は定めない｣の割合が最も高い｡業種別ではすべての製造業が｢65歳｣以上に

引き上げると回答している。

70歳以上

又は定め 63歳

回63麓□64磯□65篭□66~69霞園7峰以上．定めなし

64歳

7％
66～69歳
4％

65歳
47％

0102030405060708090100

農林水産業(n二0）

建設･土木菜(n二11）

製造業(n二13）

運輸菜(n二3）

卸小売･飲食粟(n二6）

サービス業(n二6）

組合･各種団体(n二2）

その他(n二5）

1～9人（n=9）

10～19人（n二16）

20～49人（n二17）

50～99人（､二2）

100人以上（n二1）

0102030405060708090100

回63鰻回64磯国65成□66～69篭圏70雄以上．定めなし

03引き上げ定年予定xQI従菜員規模
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Q4勤務延長や再雇用制度など､定年後も継続雇用する制度や仕組みがありますか。（1つだけ）

｢制度あり｣との回答が58％と最も多く､次いで､｢仕組あり｣が32％と続いている｡両方を合計すると90％の企

業で制度や仕組みがある｡従業員規模が大きくなるほど｢制度｣による割合が高く､「100～200人｣の企業で

は82.0％になっている｡製造業の98.4％の企業が制度や仕組みがあると回答している。

仕組みがある
32％

制度や仕組

みがない

制度がある
58％

0102030405060708090100

1～9人（､=21）

10～19人（､=52）

20～49人（n=67）

50～99人（､言25）

100人以上（､=11）

農林水産粟（n二1）

建設・土木粟（n二39）

製造菜（n=61）

運輸菜（n二12）

卸小売・飲食粟（『P21）

サービス粟（n二22）

組合・各種団体（n=13）

その他（n二13）

回制度があるロ仕組みがある口制度や仕組みがない

04軽続雇用の創度や仕組みの有無×01従菜員規模

0102030405060708090100

回制度がある口仕組みがある口制度や仕組みがない

04経続届用の制度や仕組みの有無xO11主な粟種
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で①及び②と回答した企業の方にお尋ねします｡定年後も継続雇用する対象者の

05経親展用の対象者の条件xQ1I主な菜種

上記設問(P19Q4参照】Q5

条件はどのようなものですか。（1つだけ）

回希望者全貝□一定の基準を溝たすもの口何らかの仕組み

｡｢希望者全員｣と｢一定の基準を満たすもの｣が41％で同数である。｢51人～99人｣の企業では､｢希望者全

員｣と回答した割合が最も多い｡業種別に｢希望者全員｣の割合が多いのが､建設･土木業と製造業であり、

約半数程度あった。

何らかの

農林水産業（n=i）

建設・土木粟（n二31）

製造粟（､二60）

運輸粟（n二9）

卸小売・飲食菜（『F21）

サービス粟（F20）

組合・各梱団体（F11）

その他（n二12）

望者全

員

41％

塞
鍵

すもの

41％

0102030405060708090100

0102030405060708090100

1～9人（､二19）

10～19人（n=44）

20～49人（n二62）

50～99人（､二24）

100人以上（､=11）

05縫続履用の対象者の条件xQ1従菜員規模

回希望者全員ロ一定の基準を渦たすもの口何らかの仕組み

－97－
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Q6Q5(P2q参照)で②及び③と回答した企業の方にお尋ねします｡今後､継親雇用する条件や仕組みを｢希望者

全員｣に変更する予定はありますか｡(1つだけ）

06希望者全員への変更予定xO11主な菜種

｢予定･検討なし｣とする回答が70％で､次いで､｢検討中｣が25％あり､｢予定あり｣の5％を合計すると30％

の企業が｢希望者全員｣に向けて変更を検討している｡従業員規模別にみると､従業員規模が大きな企業に

なるにつれて､「予定･検討なし｣の割合が高くなっている。

予定あり

5％

困予定あり回変更に向けて検酎中回予定・検討なし

予
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農林水産粟（n=1）

建設・土木粟（､=20）

製造菜（､二22）

運輸粟（n=3）

卸小売・飲食粟（n二9）

サービス粟（n=15）

組合・各種団体（n二5）

その他（n二8）

1～9人（､=10）

10～19人（､=27）

20～49人〈､=32）

50～99人（､=7）

100人以上（､二4）

0102030405060708090100

回予定あり回変更に向けて検肘中国予定・検討なし

06希望者全員への変更予定×01従菓員規模
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Q7－p4(P19参照1で①及び②と回答した企業の方にお尋ねします｡継続雇用やなんらかの仕組みで働ける上限

年齢は何歳ですか。（1つだけ）

上限年齢は｢65歳｣が55％最も多く､次いで｢70歳以上.定めなし｣が32％と続いている｡これらを合計すると

87％になる｡従業員数が19人以下の企業では上限年齢は65歳以上となっている。

63歳

3％

0102030405060708090100

1～9人〈､=9）

10～19人（､=19）

20～49人（n=22）

50～99人（､=6）

100人以上（､=4）
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卸小売・飲食業（n二11）

サービス業（､二7）

組合．各種団体（n二2）

その他（､二5）
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回63唾ロ64賎ロ65霞□66～69鰻国70蟻以上。定めなし
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上配設間(P20Q7参照〕で①､②､③及び④と回答した企業の方にお尋ねします｡今後､上限年齢を引き上げQ8

る予定はありますか｡(1つだけ）

08上限年齢の引上げ予定xQ11主な菜種

70歳定年への引き上げや定年制廃止の予定を聞いたところ､80％の企業が｢予定･検討なし｣と回答してい

る｡従業員規模が｢20～49人｣の企業では､「予定あり｣の割合が5.6％ある｡業種別では運輸業の20％が

｢予定あり｣と回答している。

予定あり

2％

回予定あり回引き上げに向けて検肘中口予定・検肘なし

に

肘

予

80％

－100－

農林水産粟（n=1）

建設・土木粟（n=7）

製造業（n二16）

運輸粟（n毛）

卸小売・飲食粟（n二7）

サービス粟（､二5）

組合・各種団体（n魂）

その他（n=6）

1～9人（､=6）

10～19人（､=12）

20～49人（n=18）

50～99人（､=5）

100人以上（､=4）

0102030405060708090100

画予定あり国引き上げに向けて検酎中口予定・検肘なし

08上限年齢の引上げ予定xO1従粟員規模
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Q9 上記設問(P20Q8 で①及び②と回答した企業の方にお尋ねします｡引き上げる予定の上限年齢は何歳
ですか｡(1つだけ）

｢65歳｣が最も多く､次いで｢70歳以上．定めなし｣の順となっている。「1人～9人｣企業と｢20人～49人｣企

業では半数の企業が｢70歳以上｡定めなし｣と回答している。

66～

8

63歳

53％

0102030405060708090100

n首‐･画

4町 175.0 川25．0

1～9人（n=2）

10～19人（n二4）

20～49人（n二4）

50～99人（n二2）

100人以上（n二0）

闇露~一一一125.噸廻醸圏蕊鍾I〆唖25.0.帳－－0．－一

農林水産蕊(n4）

建設･土末菓(n二2）

製造蕊(n二4）

運輸業(n二1）

卸小売･飲食業（n二1）

サービス蕊（n二3）

組合･各種団体(n二0）

その他(n二2）

i5qq 50.01

回63態□64能□65歳□66～69韻回70歳以上・定めなし

09引き上げ予定の上限年齢xQ1従菓員規模
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Q10今までに継統雇用を希望した定年到達者で継統雇用された割合(3年間の平均）

－102－

｢希望者全員｣が42％と最も多く､次いで｢10％未満｣の12％､｢90～100％未満｣の11％と続きいている｡希

望者の継続雇用を90％以上実行したと回答した企業は53％ある。

10％未満10～30％未

010定年到達者で経続屈用された人の割合xO11主な菜種

該

11％

0102030405060708090100

回10％未満
回70～90％未満

1～9人（､=19）

10～19人（rP46）

20～49人（､=61）

50～99人（､=22）

100人以上（､=11）

□10～30％未満
図90～100％未満

010定年到達者で縫続歴用された人の割合×01従菜貝規模
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4．65露雇用又は70歯までの層用に関する意見や要望
▲‐↓

（同じような意見はまとめています）

◎積極的意見

・会社に貢献する人はお願いしてでも継続雇用している。(津市商業･サービス業）

・視力､軽作業するだけの体力があれば本人の希望で雇用を延長している。(桑名市製造業）

・制度や仕組みはないが､希望すれば再度雇用している。（四日市市サービス業）

・60歳を超えても可能な限り継続雇用したいので制度的に確立されるのはいいことだ｡(津市サービス業）

・全員65歳まで雇用中｡一定基準を満たせば70歳まで継続雇用する。(四日市市製造業）

○中間的意見

・安全が最優先されるので全員は無理だが､できる限り65歳までは継続している｡70歳までになると若い社員の負

担があるので困難｡(津市建設業）

・業務内容上､労使とも65歳までの就業は求めていない｡(南牟婁郡運輸業）

・能力があれば70歳でも雇用は可能｡能力次第。(四日市市建設業）

・技術者として継続雇用には賛成だが､視力､車の事故などが課題。(尾鷲市建設業）

・女性の場合は定年で退職するので企業が人手不足に陥っている。(桑名市製造業）

・作業環境が整備できるかどうか次第。(松阪市製造業）

・親会社基準なので､自社では判断できない｡(津市建設業）

●消極的意見

・相応の業務が減少傾向。(桑名市食品製造業）

・経験はあるものの効率や運動能力の低下は否めない｡最賃以下の査定になる場合の継続雇用は困難。(いなぺ

市製造業）

・品質への影響が懸念材料。(津市製造業）

・平成18年に65歳を上限とした｡再度の検討にはまだ時間がかかる。(津市団体）

・大型運転免許が条件､視力､体力次第。(四日市市運輸業）

・年金受給､賃金カットによる本人のモチベーションダｳﾝが課題。(鈴鹿市製造業）

・日本経済の根本からの見直しが必要。(尾鷲市製造業）

・65歳以上の雇用は肉体的に困難｡事故にもつながりかねない。(三重郡土木業）

・企業あっての雇用延長。（いなく市建設業･松阪市サービス業）

・若年者雇用を優先すると高年齢者の雇用延長は困難｡高齢者の再教育の期間も必要。（鳥羽市製造業）

・現状では定年制はないが､今後は社会情勢に応じて設けることを検討。（三重郡サービス業）

・大手ゼネコンは高齢者排除の傾向が強く､景気悪化もあり､製造業務だけでの雇用は困難。（四日市市建設

業）
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【調査】

津市における来日外国人の生活実態調査報告書

楠本孝(外国人問題調査研究PT代表）

1調査の目的

（1）就学状況調査から生活実態調査へ

三重短期大学地域問題研究所（2008年度以前は地域問題総合調査研究室）では、200

7年度から外国人問題調査研究プロジェクトチームを立ち上げ、津市における多文化共生のあ

り方に関する調査研究を進めている。2008年度の来日外国人生活実態調査は、2007年

度に実施した外国人児童・生徒就学状況調査の結果を踏まえつつ、さらに調査を継続・発展さ

せることを目的として実施したものである。

2007年度は、津市市民部及び教育委員会の協力を得て「津市における外国人児童・生徒

の就学状況調査」を実施し、2008年3月にその報告書を公表した。2007年調査は、就

学状況調査という名前のとおり、外国籍の子どものなかで不就学の子どもが何人いるか特定す

ることを最大の目的として実施したものである。2007年8月1日現在で津市に外国人登録

している義務教育就学年齢の子ども595人のうち不就学者は17名、不就学率2．9％という

結果を得たが、これは文部科学省が2005年から2006年にかけて12の自治体に委嘱し

て行った調査の結果1．1％よりも、さらにこの調査に三重県で唯一参加した四日市市の1．7％

と比べても、かなり高い数字であるといえる。以上のような内容の『津市における外国人児童

・生徒の就学状況調査報告書』は、教育現場の先生方に取り上げられるなど、一定の成果を得

たと考えているが、以下のような限界があった。

第一は調査方法の限界で、2007年調査は、外国人登録されている子どもから日本の学校

の名簿に載っている子どもを除いて、日本の学校の名簿に名前のないものについて調査すると

いう方法をとった。具体的には、まず日本の学校の名簿に名前のない者の保護者宛に郵便によ

る調査を行い、返信があればアンケート用紙への記述内容にしたがってどんな教育を受けてい

るかを分類し、返信がない家庭に対して戸別訪問による調査を実施するという方法をとった。

つまり外国籍の子どもたち全員を対象にするのではなく、日本の学校の名簿に登載されている

ものは一応就学者とみなして、それ以上の調査をしていないのである。日本の学校の名簿に名

前があるものの何らかの理由で不登校になり、長期欠席しているような場合でも、その子の保

護者にアンケート用紙の郵送すらしていなかった。これは、就学状況調査としては不十分で、

2007年調査の限界といわざるを得ない。第二は調査内容の限界で、2007年調査は、外

国籍の子どもが日本の学校又は外国人学校に通学しているか否かということに尽きるものであ

った。子どもの教育の問題を、将来の進学まで視野に入れてしっかりとした学力を身につけら
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れるような環境になっているかということまで関心を持って調査するとすれば、子どもがどん

な学校に通っているかということもさることながら、その親がどんな就労実態にあるのか（労

働時間の長さや就労の安定性など)、将来にどんな展望を持っているのかということ（日本に

永住するつもりなのか、いつかは帰国したいと考えているのかなど）も併せて調査しなければ

ならない。保護者の生活が不安定であったり、将来の展望が不透明である場合に、それが往々

にして子どもの不就学につながったり、学校に籍を置いていても、あまり学校に通っていなか

ったり、学習意欲に欠けるというような状況があるということが指摘されているからである’)。

単に不就学者の数や外国人学校通学者の数を特定しただけでは、外国籍の子どもたちの置かれ

ている教育環境を把握することにつながらないのである。

そこで2008年調査では、調査内容を外国人児童・生徒の就学状況調査から来日外国人の

生活実態調査へと拡大した。拡大したといっても、新たに調査プロジェクトを立ち上げるとい

うのではなく、2007年調査との継続性を持たせ、むしろ上記のような2007年調査の限

界を補うことを目的とした。第一に、調査対象を日本の学校に通っている子どもたちも含めて、

日本の制度で義務教育就学年齢にある6歳から15歳の子どものいるすべての来日外国人家庭

に拡大した。来日外国人の生活実態調査といっても、義務教育就学年齢の子どもをもつ家庭に

限ることで2007年調査との継続性を保ち、外国籍の子どもの教育環境を把握するという当

初の目的に沿うものである。その上で、日本の学校に通っているものも除外しないことで、例

えば子どもを外国人学校に通わせている家庭と日本の学校に通わせている家庭との間の比較検

討が可能になった。

ただし、外国人家庭でも、いわゆる特別永住者は調査対象としなかった。外国人登録で見た

場合、2008年9月1日時点で津市の義務教育就学年齢の子どもの数は618人であるが(表

1参照)、その中に17名の特別永住者が含まれ、いずれも韓国籍もしくは朝鮮籍であった。

また、外国人登録の国籍が韓国あるいは朝鮮となっている義務教育就学年齢の子どもはすべて

特別永住者であり、特別永住者ではない韓国籍、朝鮮籍の子どもは外国人登録されていなかっ

た。結局、特別永住者を除くことで、韓国籍、朝鮮籍の子どもはすべて調査対象から外れた。

なぜ特別永住者を除くのか？その積極的理由は、本調査が「来日外国人」つまりニューカマ

ーの人たちの生活実態を把握することを目的としているということである。しかし、もう一点

消極的な理由もある。それは、いわゆる「在日」と呼ばれる人たちのなかには国籍上は韓国籍

あるいは朝鮮籍であるけれども、そのことを公にしないで、日本人として生活している方も少

なくなく、そういう家庭に一方的に外国人にかかわる調査の郵便物を送りつけることは、その

人たちの気持ちを損なうことにもなるし、予期しない不利益をもたらすことも考えられる。韓

国籍あるいは朝鮮籍であることを公にして生活されているのかどうかを事前に把握することが

できない以上、すべての特別永住者を調査対象から外すということにせざるを得なかった。

調査の内容としては、2007年調査が子どもの状況に関する質問に限定されていたのに対

して、2008年調査では保謹者の状況に関する質問を主にしている。2007年調査では、
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日本の学校に通学していない子どもの保謹者が対象だったことから、質問事項は、①日本の学

校への通学経験の有無、②外国人学校に通学しているか否か、③転校回数、④不就学の場合に

その期間、理由、日常どのように過ごしているか、⑤幼稚園・保育園への通園経験の有無、⑥

子どもの日本語能力、⑦子どもの母語能力、⑧調査に対する意見等であった。それに対して、

2008年調査の質問項目は、①保護者及び子どもの来日時期、②保護者及び子どもの帰国回

数、③保護者の転居回数と子どもの転校回数、④世帯主及び配偶者の労働時間、⑤仕事に対す

る満足度、⑥医療保険への加入の有無、⑦子どもの就学状況、⑧子どもが受けている教育に対

する保護者の満足度、⑨将来は日本に永住したいか帰国したいか、⑩子どもは日本で進学させ

たいか母国で進学させたいか、⑪保護者の日本語能力、⑫子どもの日本語能力、⑬保護者の日

本語習得意欲の程度、⑭子どもの日本語習得に関する保護者の期待度、⑮子どもの母語能力、

⑯保護者の現在の生活に対する満足度、⑰子どもの現在の生活に対する満足度、⑱日本社会へ

の要望、であった（資料2参照)。保護者の来日から現在に至るまでの経緯（①、②、③)、

現在の生活実態（④、⑥、⑪)、現状に対する満足度（⑤、⑧、⑯)、そして将来の展望（⑨、

⑩、⑬、⑭）に関する質問事項を設けたため、質問項目は2007年調査の倍以上に増えた。

しかし、前記のように、これら保護者の生活実態と意識に関する調査項目も、第一次的には広

い意味での子どもの教育環境を把握することを目的として設けたものであった。

（2）現在の不況が来日外国人に及ぼしている影響

本年度の調査は、2008年の11月から12月にかけて実施した。これは、アメリカで起

こった金融不安が日本経済にも波及し始めた時期で、特に自動車やデジタル家電といった輸出

産業が集積する東海地域の製造業に深刻な影響を及ぼし始めた時期であった。自動車や電気関

連の製造業で派遣労働者として働いていた外国人がすでに大量に解雇され、解雇されないまで

も残業がなくなって賃金が大幅に減少するなど、来日外国人の将来への展望に不透明感が強ま

っていた。図らずも、そのような経済状況の下で、前記のように保護者の就労状況や仕事への

満足度を尋ねる調査をすることになった。結果として、現下の不況の影響が外国人労働者の生

活に及ぼしている影響を探ることが、本調査の第二の目的となった。

ただし、アンケート調査の質問事項が、このことを当初から織り込んで作られたものかとい

うと、残念ながらそうではない。アンケート調査の文面を確定して翻訳をNPO法人「伊賀の

伝丸」や三重県国際交流財団に依頼したのは8月末から9月初めで、リーマンブラザーズが破

綻しアメリカの景気後退が誰の目にも明らかになったのはその後である。翻訳を発注した時点

で、アメリカ発の深刻な不況がこれほど急速に日本に波及してくることは、全く予測できなか

った。現在のような経済状況が予想できていれば、アンケート調査の内容はもう少し別のもの

になっていたであろう。それでも、アンケート用紙の発送は10月末で、アンケートに答えて

いただいたのは概ね11月中であり、回答内容には不況の影響を充分に確認できる。

さらに、アンケート調査に引き続いて11月末から12月中旬にかけて実施したヒヤリング
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調査では、むしろ主として現在の不況が来日外国人の生活にどんな影響を与えているかを中心

に訊いた。長時間にわたるインタビューの中で、調査対象者のみならず、その親族や同僚の人

たちの置かれている状況について詳しい話を聴くことができた。

表1学年別・国籍別・男女別の外国人児童・生徒数

性別

小1

小2

小3

小4

小5

小6

小計

中1

中2

中3

小計

合計

ブラ
ジル

男 女

26 21

22 32

19 23

29 25

24 23

28 13

148 137

285

16 16

25 21

14 14

55 51

106

203 188

391

ボリ
ビア

男 女

4 3

4 5

4 2

4

5 6

4 7

25 23

48

5 4

10 2

1 2

16 8

24

41 31

72

フィリ
ピン

中国 ペルー

男 女 男 女 男 女

4 6 4 3 1

3 2 1 1 2 1

4 3 1 2 1

3 2 1 1 1 1

5 3 2 1 3

1 1 2 2 2

16 18 13 6 13 4

34 19 17

4 5 3 I

2 4 3

1 3 5

5 10 7 9

15 16

21 28 20 15 13 4

49 35 17
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インド

ネシア

男 女

1 1

1 1

2

1 2

1

6 4

10

6 4

10

韓国
朝鮮

男 女

2

1

1

1 1

2

6 2

8

2 1

1 2

2 1

5 4

9

11 6

17

その他
合計

男 女

3 2 81

3 3 82

2 64

2 1 70

3 1 81

2 1 66

13 10

444

23

57

1 2 73

1 44

1 3

174

4

14 13

618

27



資料1アンケート協力依頼文（ポルトガル語）
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資料2来日外国人生活実態調査調査票（ポルトガル語）

織協#[二二二コ
Numemdecadasm

’8,いにちがいこくじんせいかつじつたいtﾉ,kうさち.kうさひょう

来日ﾀﾄ国人生活実態調査調査票

Enquetedepesquisasobreasitua鱒odosestrangeirosresidentesnoJap釦

鱗吏I麺､i職
6二81ﾉビ舟

,）あなたがI前めて日本に来たのはいつですか。

1)QuantotempOfazquevoceveioaoJap愚o,desdeapnmeiravez？

88【.． ↓巳↓’んA

2）あなたのお子さんが初めて11本に来たのはいつです力ら

2)QuantotempoねzqueoseumIho(a)veioaoJapao,desdeaprimei掴vez？

溌窪E患麺蕊

,）あなたは､勅めて蝋こ来てから荷薗帰園しましたれ
1)Quantasvezesvoceretomouparaoseupais？

2）あなたのお子さんは､'肋めて|伽こ束てから鮒州}画しましたか。

2)QuantasvezesseufiIho(a)『EtomOupa『aOseupais？

雛荏灘画睦i

1名に､281ん.、

,）あなたは､初めて日本に来てから鮒鞠しました力､。

1)Quantasvezesvoc色mudoudeendeIe●onoJapao？

いん月｡.f－jR血

年ヶ月Iiii

anosemeses

れん 3，W〃』1ノ

年ヶ月nii

anosemeses

尚

り･も、

回

Vezes

AOL、

回

vezes

2）あなたのお子さんは､初めて11本に来てからiEI兼の報､胴X報を誉めて荷iii雌しました力も
jtLjZl1,,『、凡

14，，

回

2)Quantasvezesseufilho(a)mudoudeescoIanoJap愚◎?(incIuirescoIajapOnesaeestIangeiIa）

職溌鰯溺溌

,）あなたは､雛遡に荷州揃いていますか。
1)QuantashO恒ssemanaisvocet耐abaIhaatuaImente？

VeZeg

H糊

jf,G’も､

2）あなたの説臓は､通に荷州‘mいていますか｡あなたが現在配偶者と同居している場合にだけお蓉えくだ
．『‘‘菅、b、jtb，§．》し年，ど）＆k

と？、人．

さ い。時間

2)Quantasho『assemanaisseuc6njuget胴abaIha?(Somentepa旧pessoasquemo砲mcomoc6njuge）

horas
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餓蕊溺誠錨

あなたは､雛の櫛に縦していますか｡当てはまるものに6を付けてください｡また､そう考える理由も教え
*0 ‘い八月6jjb抄』〕＄jL

てくださ1,､o

VbceestasatisfeitocomoseutIabaIhoatuaI？Cir℃u1earespostacc『Tcspcndenteeescrevaomotivo．

fメ.そ‐<

1．満足している

f少しJ『’：

2．どちらかといえば満足している

8‘'－2く

3．どちらかといえば満足していな↓、

2戸.そ.〈

4．満足して↓､ない

UJDP‐j

理由Motjvi[〕

蕊豚緬麺虚画

1．Estousatisfeito．

2.Estoumaisoumenossafis伯ito．

3.Naoestoumuitosatis6eito．

4.N邑oestousatisfeito．

、全 描いく』L"!｜,､0‘&』51．9.‘’‘,､色.易ノ ト

あなた又はあなたの配偶者は､医療保険に力11人していますか｡当てはまるものに6を付けてください。
Vbceouseuc6njugetemsegunodesaljde?Ci『℃ulea尼spostaco『TEspondente．

L：：『2い，'&‘ﾉjldfA5↑,『.､二･j;!．',.,"‘,､2，ヶ｣

1．職場の医療保険（健康保険）に〃11入している。

1.TEnhoosegurDdesaljdedaemp幅sa(Shakai)．

『,L,．､い↑6＆，〕;ljfﾉ‘‘二4ノ｡/L&ウ人』二'11；P人ル･に，:,．,

2．地域の医療保険（国民他服保険）に〃11人している。

2.Tもnhoosegu『odesaUdedaprefeitu｢a(Kokumin）

いり;よ．（1.ﾅ人ル･･己,》．' ルqに，レタ

3．医療保険には加入していない｡なぜ､力1,入していないのか､鋤も鞍えてください。
3.Naotenhosegurodesadde,EscrBveromotivo．

理由MotjvO
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鰯娠蕊癒り鰯

あなたのお子さんは､錐報に鵜していますか｡当てはまるものに6を付けてください｡また､どうしてその
rんたく

ような選択をしたのかも穀えてください。

Atua1mente,seufilho(a)freqUentaaesccla?Ci1℃u1eaIBspostacorTespondenteeeSc贈vaomotivodasuadecis量o、

1．妹の報に猫っている(報贈）
1.Sim,EIe(a)fIeqDentaaescolajaponesa(Nomedaesccla：

2．蜘畝報に還っている(報箔

2.Sim､EIe(a)f『eqijentaaescoIaestrangeiranoJapao.(Nomedaescola：

3．目兼の報にも猟畝報にも通っていない

3.N邑oEIe(a)naoficqUentaaesco1ajaponesanemescolaestrangei『a．

■』りう~j

理由Motivo

躍瞬鰯識溌

）

）

あなたのおﾈさんの議脊について､あなたは縦していますか｡当てはまるものに6を付けてください｡また､そ
のように誓える雄も鞍えてください。
Vbc6es伯satisleitoquantoaeduca輯oesco1a『doseufilho(a)？Ci1℃ulea『espostacorTBspondenteeescIevao

moUvo．

2人ぞく

1．満足している

1.Estousatisieito・
とんぞく

2．どちらかとし､えば満足している

2.Estouma鱈oumenossatisjeito．
fんぞく

3．どちらかといえば満足してI,､ない

3.N且oestoumuitosatjslもito．
fんぞく

4．満足していない

4.Naoestousatisleito．

即応0’j

理由Motivo
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雛灘繍jij潟§
3’ん960Jし》う

あなたの将来の計画についてお尋ねします｡当てはまるものに6を付けてください｡また､そのように考える理由
しようf,い.ワト･分｡< f－r *」

も穀えてください。

Pe『guntasob『BoseupIanodavidaCi『Culea『espostaco『TBspondenteeescIevaomotjvo．

L＆〉い、に51ﾉー小・Iﾆロルノ

1．将来は日本に永住したい

1.Que『ope『manecemoJap且o、
i郡』ん4い【.。＆‐ノ ア･でい

2．できれば日本に永住したいが、まだ未定である

2.SepossiveIgostariadepe『manecemoJapao,masaindanaodecidi．
J‘てい

3．できれば1伽唯|したいが､まだ未定である

3.Sepossivelgostariade旧tornaraomeupais,masaindanaodecidi，
しよ．〉ら8，．、具く

4．将来は帰国した1,,

4.Futu厩mente,gosta｢iadeIctoma『aomeupais．

QPpB~」

理由Motjvo

1も’一》 〃･んが

あなたのお子さんの僻についてお暮れします｡当てはまるものに○を付けてください｡また､そのように考える
9，

錨も鞍えてください。
Pe｢guntassobIeaeduca鱒oescoIarsupe『iordeseufiIho(a).CircuIea『Bspostaconespondenteeesc『Bvao
moMvo．

,、脱の瀬.芙革に鶴させたい

1.GOS伯riaquemeufiIho(a)estudassenoco1egialenafacu1dadedoJap邑o、

2.できれば目米の鮒.蝉に鶴させたいが､まだ雑である

2.GostariaquemeuliIho(a)estudassenocolegialenafacu1dadedoJapao,masaindanaodecidi、

3.できれば蝿の鮒.芙箪に鱗させたいが､まだ未定である
みてい

3.GOS垣『膳lquemeuliIho(a)esh』dassenoco贈gialena伯cumadedopaisnat劃,IT画saindanaodec魁i、

4.蝿の瀬.芙単に鶴させたい
4.GostanaquemeufiIhc(a)estudassenocoIegiaIenafaculdadedopaisnata1.

5.准筆させるつもりはない
5.Naop『etendoda『ensinosupenof

ロノ0汐】

理由Motjvo
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識鋳溌溌iii砿､、
にl』ん二・即かいル,

あなたは､日本語がどのくらい理解できますか｡当てはまるものに6を付けてください。
QuaIoseuniveIdeconhecimentodoidiomajapones?Circulearespostaco『Tespondente．

猛な ；‘｡l, ご‘&．)ふん

1．話すのも、読み書きも十分にできる

1.Esuficientepa『aconve喝aEIe｢eesc『eveK

K2’'if 』*､こ・0うふ,L

2．話すのはできるが、読み書きは十分でない

2.Consigoconve幅anmasnaoseile『eescrevermuito・

よが it/とじ上＃うぶん

3．読み書きはできるが、話すのは十分でない

3.ConsigoIereescIeverbmasnaoconsigoconversarmuito，

4.首繕詰繊ならできる
4.ConsigocomunicaFmecomdiaIogosimpIes、

5．あいさつ程度ならできる

5.S6cumpnmentos．

0」かも、

6.まったく理解できな↓､

6.N目oseiabso1utamentenada．

に【’ん二・師4，;、

あなたのお子さんは、日本語がどのくらい理解できます力､｡当てはまるものに6を符けてください。
Qualoniveldeconhecimentodoidiomajaponらsdoseufllho(a)?Ci『culeaIespostaco『TBspondente．

'、白采の報の農繁が半券螺できるし､説み雛もできる
1.CompIeendeasaulasdaescoIajaponesa,tamb6msabelereesc『Bve［

2．白兼の報の農葉を鱗できるが､読み書きは難しい。
よ』4，、Iﾉｰr,4.

2.Compreendeasaulasdaescolajaponesa,massentedificuldadepa『aIereescIBveI：

3.脱の報の穫蕊を鋤するのは難しいが、日常会話ならできる。
むfか に＄，じl『.》4，いい

3.Sentedificu1dadepa『acomp『eenderasaulasdaescolajaponesa,masccnseguecomunica『岩secomdi白1ogo

simples．

-くいし『

4．あ1,,さつ程度ならできる

4.S6cumprimentos．

01．4．．．，

5．まったく理解できない

5.N邑osabeabsoIutamentenada．
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葡溺議混鰯i潮

あなたは､蘇語を掌びたいと思いますか｡当てはまるものに6鮒けてください｡また､その蝋も教えてくだ
さい。

Vbcegosta｢iadeapIende｢oidiomajapones?Ci1℃uleaIespostaconespondenteeescIGvaomoUvo．

fな

1．ぜひ学びたい

1.QueroaP『endeK
fな

2．できれば学びたい

2.Sepossivel,gostariadeapIBndeE
fな

3．jうまり学びたくない

3．N量otenhomuitavontadedeap鱈ndeK

4・蕊びたいと患わない

4.N邑oquemapIende［

gJOターノ

理由Motiv(:）

蕊溺瀧i#綴i蕊

；二I’んごL09．JL‘』 90 よるっ 0〕ぬう

あなたのお子さんには日本語を習得してほしいですか｡当てはまるものに○を付けてください｡また､その理由も

穀えてください。

Vbcegosta『iaqueoseufiiho(a)aprendaoidiomajapones?Ci『culea尼spostaconespOndenteeesc『evaomotⅣo，

いみ-）とく

1．ぜひ習得してほし↓、

1.Que『oqueeIe(a)ap尼nda
LOら）とく

2．できれば習得してほし',、

2.SepossiveI,gostanaqueap鱈ndesse．
．§、君,しぜいA､つ

3.普段の生活のなかで醜に身につく瀧でかまわない

3.Pode『iaapにnde｢nodiaadia,natuIaImente
lこばんご0j力･い

4.日本語は理解できなくてもかまわなし､

4.Naotemimport2inciaquenaocompreendaoidiomajapones．

、jけjターノ

理由Motivo

6Kニー0J4,L･j,

あなたのお子さんは､母語がどのくらい理解できますか｡当てはまるものに6を付けてください。

QuaIoniVeIdeconhecimentodalinguamatemadoseufiIho(a)？Cir℃ulearEspostaconBspondente．
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烏bも､加よ9。#'ん偉い

1．会話も、読み書きもまったく問題な↓、

1.Naotemnenhumpmblemaaoconve『sarllereescIevef
ル･いわ！’んだい上分。L,ﾙｰ>ふん

2．会話は問題な↓､が、読み書きが十分でない

2.Consegueconve｢sanmassentedificuldadepa旧lereesc『eve爪
かいわ上易，しらうふん

3．会話も読み書きも十分でない

3.TbmdificuldadepaIaconve『saI;1ereescreveE
IX曽叶ル、い

4．母語が理解できな↓、

4.N目otemconhecimentodaIinguamatema

●
■
ｅ
ｅ

ａ
■
ロ
ユ
（
四
〆
』
、
垂
聖
》
○
犯
↓
垂

藤蒋繍溺iI輔

あなたは､難としてみて､雛の難に縦していますかb当てはまるものに6を付けてください。
笛も穀えてください。

Vbceestasatisieitocomasuavidaatual？CiICuIea喝spostacoITBspondenteeesc『巳vaomotjvo．

の

また、その理

’んぞ<

満足している
たんぞ<

どちらかといえば満足している

どちらかといえば縦していない
tんぞ<

満足していない

1.Estou聖唾fgito、

2.Estoumaisoumenossatisleito，

3.Naoestoumuitosatjsieito，

4.Naoestousatisfeito．

●
■
■
●

も
一
日
ユ
（
屯
／
》
《
垂
王
》
“
細
一
塁

リレリーレ

理由Motivo

①ノリと‐ノ

理由Motivo

1.ES瞳satisleito、

2.Estama贈oumenossatjsieito、

3.NaoestAmuitosatisfeito、

4.Naoestasatisleito．

あなたのお子さんは､錐の雛に縦していますか｡当てはまるものに6を付けてください｡また､その錨も穀
えてください。

Seumho(a)es伯sa1is権itocomavidaatual?CiI℃uIeaIBspostaconEspondenteeesc鱈vaomotjvo．

たんぞ<

満足している
fんぞ<

どちらかといえば満足している
たんぞ<

どちらかといえば満足していな↓、
Rんぞく

満足していない



iii瀞砺溺赫緬

妹膿への鐘があれば龍にお巻きください。
Sehouveralgumaopini2oasociedadejaponesa,estejaIMcpa画esc『eve［

l』＝して、ふﾞ〕処.ノ

保護者の要望OpiniaodospaisouIBsponsaveis

よ’九tj

子どもの要望Opiniaodomho(a）

ｱﾝｹー ﾄ調査にご瀞ガいただき､ありがとうございました。

AgIadecemosavossaco1abo『a億onapesquisa．

ｵﾚP‐し

私たちの嵩査ﾁー ﾑでは､躯入の鱗の生溌態をより瀧に鵬するための恵き取り:闘査に篭じてい
ただける芳を糞童しています｡あなたは､庵き取り演査に応じてもよいとお薯えでしょうか｡当てはまるも
のに；を付けてください。

N6s,daequipedepesquisa,estamosapIocuradepessoasquepossamco1abOrarnapesquisave『baIpa『a

quepossamoste『conhecimentodasitua嘆odosest『angeiroscomexaljdao､Vbc6poderia『eceberanossa

visitapessoaImente？Ci『℃uIeaIespostaconespondente．

1

2

』j･》

.応じてもよい

､膳じたくない
1.PossocoIabo『arnaenhevista

2､NaopossocoIabo尼爪

「臆じてもよい｣にざを付けられた芳には､庵き取り$紬の雛や熊を蝋に打ち合わせるための鑓を
’霞めて齢いたします｡その贈を見ていただいた』Eで､難に蝿き取り豊調査に齢じるかどうかを決めてく

合

ださ(,1。

みなさんはお淀；しいと憩いますが､津市における識似堅のあり芳を誓えるための‘調査にご恵労く
ださい。

EnviaIemos,antecipadamente,umaca『tacomometodo,diaehorariodaentrevista,paraaspessoasque

assinalaIamonumeml,Leiaaca『taedecidaseIea1mentepodecolaborarcomapesquisa．
”

Pedimosdescu1paspo｢tomaroseutempoeag『adecemospelacontnbui輯onapesquisadec『ia9aodeuma
sociedademultj-cultuIalnaC唾dedeTSu．
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2調査の方法

2007年調査では、外国人登録者から日本の学校の名簿に載っている子どもたちを差し引

いて、残ったものに対してまず郵便による調査を行い、宛先不明のもの、返信があったものを

除いた世帯に対して戸別訪問をして、不就学者を特定した。これに対し、2008年調査では、

前記のように、日本の学校の名簿に載っている子どもたちを含めたすべての外国籍の子ども(特

別永住者は除く）に調査対象を拡大したので、調査対象者数は大幅に拡大した。そのために、

返信がない世帯すべてに対し戸別訪問をすることは、本調査PTの予算とスタッフの数からい

って到底不可能であった。そこで、訪問調査の数を限定し、代わりに内容を充実させることに

した。

2007年調査では、限られた期間でできるだけ多くの家庭を訪問することに主眼を置いた

ので、事前に連絡なく訪問せざるを得ず、そのため訪問しても面会できないことも多かった。

2008年調査では、訪問する家庭の数を限定し、その代わりに事前に連絡を取っておいて確

実に面会し、長時間インタビューすることにした。具体的には、郵便によるアンケート調査で、

調査用紙にヒヤリング調査に応じてもらえるかどうかを尋ねる欄を設け、応じてもよいとの返

信を頂いた方に対して、改めて何曜日の何時頃伺えばよいか、日程調整のためにあなたの電話

番号を教えて頂けないか、訪問する際に津市の職員が同行しても構わないか、ということを尋

ねた協力依頼文（資料2参照）を郵送し、それに返信があった方に対して、電話で訪問日時を

調整した上で訪問することにした。

（1）アンケート調査

2008年9月1日現在で津市に外国人登録している義務教育就学年齢の子どもは618人

で、このうち17名は特別永住者であり、本調査の対象者は601人となった。この中にはも

ちろん兄弟もいるし、そもそもアンケートに答えて頂くのは子どもではなく、その保護者であ

るから、外国人登録上、世帯主となっている方にアンケート用紙を送ることになる。世帯数は

481になった。国籍別の内訳は、ブラジル人家庭が312、ボリビアが57、フィリピンが

36、中国が32、ペルーが13、インドネシアが9、等となっている（表2参照)。

調査票は、ポルトガル語、スペイン語、中国語、タガログ語、インドネシア語、タイ語、ベ

トナム語、英語、フランス語の9ヶ国語に翻訳した。これ以外の言語については、三重県国際

交流財団に翻訳していただける方を探していただいたが、翻訳者が見つからず、翻訳できなか

った。翻訳できなかった言語を母語とすると思われる保護者には、やむを得ず、日本語でルビ

を振ったものと、英語のものを送った。なお、フィリピン人の保護者には英語とタガログ語の

ものを送った。他方で、子どもは外国籍でも保護者は日本人という世帯には、日本語だけの調

査票を送った。この場合、「あなたが初めて日本に来たのはいつですか」というような質問項

目は意味を成さないので削除したが、調査の内容自体は変わらないようにした。

アンケート用紙の返信数は、子どもの数にして104人分、世帯数で82世帯であった。返
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信率で見ると、発送した全世帯481に対して返信があった割合は17．0％、宛先不明で帰っ

てきたもの（21世帯）を除いた460を分母にした場合は18.4％であった（表3参照)。あま

り高い回収率とはいえないが、2002年に可児市国際交流協会が実施した郵送によるアンケ

ート調査でも回収率は，1.3％に過ぎなかったと報告されており2)、外国人を対象とする郵送
によるアンケート調査では、18％という回収率は予想された数字とも言える。だが、外国人

にかかわる関係機関に対して事前に協力を依頼するなどすれば、回収率をもう少し上げること

は可能であろう3)。

（2）ヒヤリング調査

アンケート用紙を返していただいた方のうち、ヒヤリング調査に応じてもよいとの回答をい

ただいたのは43世帯であった。この方たちに対し、改めて前記のような内容の聴き取り調査

依頼文を送付した結果、返信があったのは21人の方であった。ただ、折角このように積極的

な協力の申し出があったにもかかわらず、調査の日程調整がつかず、このうち6人の方につい

ては訪問することができなかった。それは、例えば来週の土曜日の12時から15時までの時

間ならヒヤリングに応じてよいとの回答をいただいたものの、その時間帯にはすでに別の人の

訪問予定が入っていて、通訳の確保ができないので、調査に伺うことができないといった事情

による。この方々については、電話もしくは譜面でお詫びの連絡をした。

実際に訪問調査をすることができたのは、15世帯である。訪問時期は、2008年11月

29日から12月14日までの約2週間である。訪問した世帯の国籍は、ブラジルが12世帯、

フィリピンとインドネシアがそれぞれ1世帯、子どもと母親が中国籍で世帯主は日本人という

世帯が1世帯である。

ヒヤリング調査は、依頼文には「20分程度」としていたのであるが、実際には、通訳を介

して話を聴くということもあって、1時間に及ぶこともしばしばで、なかには1時間30分と

いう長時間のインタビューになった例もある。津市は合併によって広域化したが、合併によっ

て津市になった地域にも多くの外国人が居住しており、ヒヤリング調査は、旧津市地域だけで

なく、河芸、久居、香良洲、白山など、ほぼ新津市全域に及んだ。

（3）個人情報の保護等

調査を実施するために必要な情報は、津市個人情報保護条例第10条第1項第5号に従い、

市民部市民課から提供を受けた。個人情報は記録媒体には入力せず、調査終了後は、提供され

た情報が記載された一切の文書を市民部市民課に返却し､市民課において破棄していただいた。

郵便による調査に当たっては、調査票とともに調査の趣旨を説明し協力を依頼する文書を併

せて発送し、調査の趣旨をよく理解した上で回答していただくよう配慮した。宛名書きは、三

重短のプロジェクトチームのスタッフが、すべて手書きで行った。調査票には連番コードを記

入しておき、これによって同一人性の確認をした。調査票の自由記述の部分の翻訳は、NPO
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法人「伊賀の伝丸」に依頼した。翻訳の依頼に当たっては、調査票のコピー（連番コードで管

理されているので、個人を特定できる情報は含まれていない）を提供し、翻訳終了後は廃棄し

ていただいた。

聴取り調査は本調査研究PTのメンバーが行った。調査に当たっては身分証明書を提示し、

改めて調査の趣旨を説明し、答えたくない質問には答える必要がない旨を告げ、同意を得た上

でインタビューを開始した。聴取りは保護者に対して行い、子どもからの聴取りは行っていな

い。

表2「来日外国人生活実態調査」調査対象者

国籍 人数 世帯数
内訳（世帯数）

1人 2人 3人 6人

ブラジル 391 312 247 54 10 1

ボリビア 72 57 44 11 2

フィリピン 49 36 25 9 2

中国 35 32 29 3

ハミノレー 17 13 9 4

インドネシア 10 9 8 1

タイ 4 4 4

ベトナム 4 4 4

マレーシア 3 1 1

可－－－

バングラデシュ 3 3 2 1 カナダ国締と同居

エジ鷲プト 3 1 1

パキスタン 2 2 2

ネパール 1 1 1

チリ 1 1 1

アノレバニア 1 1 1

ワ

カナダ 1 0 0 パﾝゲﾗデｼｭ国鮪と同居

ロシア 1 1 1

フランス 1 1 1

国籍 2 2 2

合計 601 481 381 83 16 1
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表3アンケート返信結果

－121－

国籍

人数 （111h冊蚊｝

調査0K

人数 併数

調査NG

人数 世州数

調査希望無

人数 世併数

合計

人数 併数

宛先不明

人数 世併数

介i汁（宛先:ｲ:馴除）

人数 併数

ブラジル 391 (312） 42

一
①
②

③
⑥

29

21

6

21

一
①
一
②

18

15

3

①
②

14

③

11

9

77 58 28

①
②

21

1，1

7

363 291

72
Ｉ
‐
Ｉ
‐
ｉ
Ｉ

ボリビア (57）

①
②

5 4

3 ①

2 2

2

7 6

①
②

10 ８
６
２

62 49

フィリピン 49（36） 8

．
①
｜
②

6

，＄

2

8 6 49 36

中国 35 (32）

①

3 3

3 (1)

4 4

．1 ‘（1）

2 2

2

9 9

①

2 2

2

33 30

ペルー 171（13）

②

2 15 12

インドネシア10（9）

①

1 １
１ ①

9 8

タ イ4(4) 4 4

ベトナム 4 (4)

①

1 3 3

マレーシア3（1） 3

バングラデシュ3（3） 3 3

エジプト3（1） 3 1

パキスタン 2 (2)

①

2 2

ネパール l（1） 1 1

チリ 1 (1)

①

１
１

1

アルバニア

カナダ

1

1

(1)

(0） L
〃も〆~ジノノ〆←ﾕュロ

1

1

0

ロシア 1 (1)

フランス 1 (1）

①

１
１

0 0

無国籍 2 (2)

①

合計一・ 601(481） 59

梱
①
②
一
③
》
⑥

43

32

9

1

27

①
一
②

24

21

3

18

①
②
③
ゞ

15

13

104 82 46

①
②

36

26

10

555 445

返信率

(／全人数・全世帯数）
9.8％ 8.9％ 4.5％ 5.0％ 3.0％ 3．1％ 17．3％ 17．0％ 7.7％ 7.5％

返侶率
(／宛先不明数除余人数・枇帯数）

10．6％ 9.7％ 4.9％ 5.4％ 3.2％ 3.4％ 18．7％ 18．4％



資料3聴き取り調査協力依頼文（ポルトガル語）

笈に､訪簡いたします'帥を決めたいと憩いますので､あなたがご稚篭で､'調志のために州（20
分程度)を空けてもよい曜日と時間帯をお知らせください｡筋簡‘調詮に篤じられるI糊蒋をfの笈》の
ふんていしわ ようびヒル･んたいL

雑から謹んで○を舟けてください。（いくつでも;i｢）
Segundo,gostariamosdepmgramarOdiaeh◎砲､◎・VbcもpOderiaanOtarnoquadmabaixoodiaeo
honariOqueaequipedepesquisapodeirasuacasapa『a『caIizaraent幅vista(apmximadamentevinte

minutOs)？Ma『quecOmumciにulonoquadroabaixo.(POdema応arquantOsdesejaに）

、轄揮番号

きとちようさきょうりょくねが

聴き取り調査への協力のお願い
Pedidodecolabora頃onapesquisaverbal

災胃は､↑葱たちのｱﾝｹー ﾄ償謝餐にご念協》''ガいただきまして､ありがとうございました｡その藤に、
蝿きIiiり逮調巻に篤じてもよいとのご箇蓉をいただきましたので､蝿き敗り諭溌の'芳I濯と'白蒔を竹ち各わ
せしたいと懲います。
AgradecemOsavossaco1abO圃嘱onapesquisaesc『itaCOmo『Ecebemos幅spostaafWmatjvaquant◎a

vossaco1abora壷onapesquisave『baI,desejamOscOmbinar◎dia,horarioeOmetododapesquisave『baI．

まず､賃調舎のI芳態は､全繊胸決箪の‘調撒と通説があなたのお篭を筋櫛してお話をうかがう
はなし

形で行いたいと憩います｡その藤､姉の鍛化&典i堅瞳雪の溌賞が筒詩しても聯わないかどうか
た-r お

お尋ねします。当てはまるものに○をf}けてください。

，．諦職賞が筒荷しても聯わない。
2伽市職賞が筒汁するのは断わる。
Primei『o,aequipedepesquisajuntocomumt臆dutorvisita虚oasuacasapa田『Ea1陸araent『Bvista

Gostariamosdesabe『semaisumfUnciOnariOdaPIEfeituradeTSutambemp◎de『iaparticipardaentrBvista？

Ci『℃uIeamespostacorT巳spondente、

1.Sim,aceitoaparticipa輯。d◎h』nciOna『iodaP『も伯itu圃deTSunaentFevista

2.Nao,、量Oaceitoaparticipa頃Odofimci◎nariodaP尼feitu田deTSunaent尼vista．
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［ と

18時から20時

18:o0as20:00



でんわばんごう

洲する貞職な‘齢は､鏡であなたと打ち答わせてiiめたいと魚いますので､あなたの電話番号を
し

お知らせください。

Combinaremosodiaeho崎rio,exato,dapesquisaverbalpeIoteIefOne､ESC『evaonpmemdoseuteleibne
abaixo、

でんわIざんごう

この職に詑天の笠､遺繍の鯛にｽれて繊してください｡瀬に鵬を能る溌はありませ
ん。

Ap6sopreenchimentodestequestion白｢io,favorcolocarnoenvelope-尼spostaenosdevolveKNaoe
necessarioselaK

みなさんはお濡しいと憩いますが､鮎における多難潔崖のあり努を轡えるための甫書にどう
ぞご常'労ください。
PedimosdescuIpaspo｢tomaroseutempoeag瞳decemospelacontribui9aonapesquisadecria輯ode

umasociedademuI1j-cuItu｢alnacidadedeTsu．

I･‘．卜さき

【問い合わせ先】
っLいLん‘弓人なかしf) Jdえたんきだい‘46く9，いW‘ん,f二iい心恥．､,9．1L且

〒514.0112津市---身田中野157三重短期大学地域問題研究所

TEL:090-2613-8698HIX:059.232.9647E･mail:kusumoto@tsu･cc､ac､jp
8,上、ﾄさﾔ436旦んL才。みえたんきだいが,〈（I｡.)‘11．．1〃,い》人きょうじ吟〈-ｳ･Ijと企ﾙ､L

調査責任者三重短期大学法経科准教授楠本孝

IContatopa画inlo『ma96esl

〒514-01121もu-shiIshindenNakanol57ME砲nmDaPaku(UmMe侭随ade)CI1idMondaiKenh/uusho

TEL：090-2613-8698FAX：059-232-9647E-mail：kusumoto＠tsu-cc､acjp

Respcnsavelpelapesquisa：

Pmf,KusumctoTakashi(Dep・deaIenoeEconan園,M吟1百nkiDa恩aku）
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資料4聴き取り調査記録用紙

来日外国人生活実態調査記録用紙

1 個人コード

2 子どもの氏名

3 世帯主氏名

4 住所

＊＊下部は綱査終了後切り取り、三重鍾犬にて保管＊＊

5 個人コード

6 '性別

7 生年月日

8 国籍

9 在留資格

10 居住地区

11 来日時期 世帯主 12帰国回数 世帯主

子ども 子ども

13 転居・転校回数 転居

転校

14 労働時間 世帯主

配偶者

15 仕事の満足度

16 医展倶験加入の石鰹

17 就学状況

18 教育の満足度
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19 将来の計画

20 子どもの進学

21 日本語能力 世帯主

子ども

22 日本題習得への意欲 世帯主

子ども

23 子どもの母語能力

24 生活の満足度 世帯主

子ども

25 日本社会への要望 世帯主

子ども

26 備考

27 調査年月日

28 調査員名
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3調査の結果

（1）アンケート調査の結果

①来日時期（日本滞在期間）

質問1は来日時期を訊いたものである。来日してから10年以上たっているという回答が半

数以上になっている。15年以上というものも20人いて、全体の4分の1を超えている（図

1－1参照)。子どもの来日時期を訊いた（2）については、「日本で生まれた」という回答

もいくつか含まれており、この場合は生まれてから現在までの年齢を日本滞在期間と考えて、

例えば8歳の子どもであれば日本滞在期間を8年として集計してある。その結果、全体の約半

数（48.4％）に当たる45人が、6年以上10年未満となっている。10年以上も14人（15.1

％）いて、この二つを合わせて6年以上日本に滞在する子どもの割合は、63．4％に達し、やは

り子どもの日本滞在期間もかなり長くなっている（図1－2参照)。来日外国人の定住化傾向

ということが定説になっているが、本調査でもそのことが裏づけられたと言ってよいだろう。

②帰国回数

質問2では、日本に住みはじめてからこれまでに何回帰国したかを尋ねたものである。保護

者の帰国回数では、4回以上が18人（23.4％）とかなり多いが、この中には、8回、12回、

20回というような回数に上っている者も含まれていて、頻繁に帰国しているものが少なくな

い。2回以上帰国している保護者が44人（57.1％）に達しており、帰国回数はやはり多いと

いえよう。（図2－1参照)。これに対し、子どもの半数以上が一度も帰国していない。子ど

もについては、頻繁に帰国しているとは言いがたい（図2－2参照)。

③転居回数と転校回数

質問3は、保護者の転居回数と子どもの転校回数を訊いたものである。転居回数では、4回

以上が28人（36.4％）にも上り、世情言われているように、来日外国人は頻繁に転居すると

いうことが言えそうであるが（図3－1参照)、転校回数では、約半数の子どもが一度も転校

しておらず、保護者の転居に比べて子どもの転校は、それほど頻繁ではない（図3－2参照)。

④労働時間

質問4は、労働時間を訊いたものである。この集計結果については、留意していただきたい

点がいくつかある。

まず第一に、本アンケート調査は、前記のように2008年10月末に発送し、これに回答

を記入していただいた時期は、おおむね11月である。したがって、2008年9月以降の不

況の影響が既にこの地域の製造業に及んできている時期であり、もし調査の時期が半年前であ

れば、集計結果はまったく違ったものになった可能性があるし、さらに調査時期から半年を経

過した現在では、集計結果がさらに別のものになっている可能性が高いということを念頭に置

く必要がある。

第二に、これはわれわれの調査方法に問題があったのであるが、調査票（資料1－2）の質

問4の文章を見ていただくと、その（1）で、「あなたの労働時間は週何時間ですか？」、（2）
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で「あなたの配偶者の労働時間は週何時間ですか？」と訊いているが、その「あなた」が父親

であるか母親であるかを特定しない訊き方になっている。このアンケートに記入している者が

父親なら、（1）で父親の労働時間が、（2）で母親の労働時間が記入されることになるが、

記入しているのが母親なら、（1）で母親の労働時間が、（2）で父親の労働時間が記入され

ることになる。つまり、この「あなた」の意味をしっかり指定していなかったために、アンケ

ートの回答からみると、それが父親の労働時間なのか、母親の労働時間なのか分からなくなっ

ている。日本では、男性労働と女性労働との間に賃金格差があり、男性が主たる家計の担い手

である場合が多いので、父親の労働時間と母親の労働時間を区別して調査することが必要であ

ったが、質問文が不適切であったために、この区別がされていない。これは明らかに調査方法

上のミスであり、これを教訓として次回以降の調査に生かしていきたい。

第三に、質問文は「労働時間は週何時間ですか？」と訊いているが、これに対する回答の中

に、少数であるが、8時間とか10時間と書いてあるものがあった。これをどう解釈するか。

実際に労働時間が減って週に8時間あるいは10時間しか働いていないのか？それとも週で

はなく1日に8時間あるいは10時間働いていて、それをそのまま回答欄に記入したのか？

注意深く質問文を読んでいただければ週当たりの労働時間を訊いていると分かるのだが、忙し

い中でアンケートに答えている人が、1日当たりの労働時間を訊かれていると勘違いして答え

てしまうということは十分にありうることである。そこで質問4の（1）（2）の回答につい

ては、例えば質問5で「現在の仕事に満足していますか｣という質問をしているが、これに答

えている内容などを参考にして、これは週ではなく1日の労働時間を書いたものだと明らかに

判断できるものについては、週5日を労働日とみなして集計し直してある。そうした場合が、

（1）（2）とも9例ずつあった。

以上のような留保付であるが、現在の労働時間を見ると、週40時間から50時間というと

ころが一番多くなっていて（（1）で38．3％、（2）で47．7％、合計で42．5％)、50時間以

上（（1）で25．9％、（2）で12．3％、合計19．9％)、60時間以上（（1）で17．3％、（2）

で169％、合計17．1％）もかなり多い（図4－1及び4－2参照)。2007年9．10月に

行われた静岡県の外国人労働実態調査4）では、40時間以上50時間未満が39．5％、50時

間以上60時間未満が25．8％、60時間以上が22．7％となっている（図4－3参照)。これと

比較すると、本調査での50時間以上、60時間以上の割合が小さくなっていて、長時間労働

が減少していることが分かる。さらに、週労働時間が40時間に満たないものの割合が、本調

査では（1）で18.5％、（2）で23．1％、合計で20．5％であるが、静岡調査では7．1％に過ぎ

ず、この点からも本調査時点で労働時間が短くなっていることが見て取れる。そして、「あな

たは、現在の仕事に満足していますか」という質問5の理由記述欄を見ると、「最近残業が減

った」「いま仕事をしていない」という記載が多く、その結果として従来の労働時間よりも短

い労働時間になったと考えられる。これは、調査時期が2008年11月だということと関連

していよう。
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⑤仕事に対する満足度

質問5は、現在の仕事に対する満足度を訊いたものであるが、「満足している」という回答

が55％、「どちらかといえば満足している」という回答が36％、合わせて90％以上が「満足

している」と答えている（図5参照)。しかし、理由欄を見ると、「満足している」と答えた

ものの中にも、「不安定で最近残業が減ってきた」と不安な心境を吐露するものが多いという

ことに注意する必要がある。

⑥医療保険への加入状況

質問6は医療保険に加入しているかどうかを訊いたものである。外国人労働者のなかに医療

保険に未加入のものが多いということは、長い間外国人労働者をめぐる社会問題の一つとされ

てきた。本調査の対象は義務教育就学年齢の子どもを持っている家庭であることから、一般の

家庭よりは医療保険に加入している率は高くなるだろうと推測される。結果は､職場の保険(外

国人の間では「社会保険」といわれる）に加入しているものが38％、地域の保険（国民健康

保険）に加入しているものが53％で、医療保険に加入していないと答えたものは7世帯（9

％）である（図6参照)。

ヒヤリング調査で「国民健康保険に加入しているが今保険料を滞納している」「期限があと

2ヶ月しかない」と話してくれた家庭があった。経済状況の悪化で無保険になる家庭が増える

おそれがある。国会は2008年12月、国民健康保険法を改正して、国民健康保険の保険料

を滞納した世帯主が同法9条5項の規定により被保険者証を返還した場合には、市町村又は特

別区は、当該世帯主に対し、その世帯に属する被保険者に係る被保険者資格証明書を発行する

が、その中に’5歳に達する日以後の最初の3月3，日までの間にある被保険者がいるときは、

その被保険者に係る有効期間を六月とする被保険者証（短期被保険者証）を交付することとし

た（9条6項)。改正法施行の日（2009年4月1日）に改正前の規定により既に被保険者資格

証明書の交付を受けている世帯主の世帯に’5歳に達する日以後の最初の3月3，日までの間に

ある被保険者がいるときも、同様に、世帯主に対し、当該被保険者に係る短期被保険者証を交

付することとされている（改正法附則2項）5)。この制度改革は外国籍の子どもにも及ぶが、

短期保険証の発行の際には世帯主と面談することが市区町村に求められていることから、外国

籍の子どもの保護者に制度改正の趣旨を周知することが求められる6)。

⑦就学状況

質問7は、子どもの就学状況を訊いたものである。その結果、日本の学校に通っているもの

が82％、外国人学校に通っているものが，6％である（図7参照)。どの学校にも通っていな

いと答えたものが’世帯2名（兄弟）いたが、これはいわゆる不就学ではなく、理由欄を見る

と「今、二人はブラジルに帰っている」ということであった。つまり、今回の調査では、不就

学者からの返信はなかったことになる。
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図5 図6

⑧子どもの教育への満足度

質問8は、子どもが受けている教育に保護者が満足しているかを訊いたものであるが、「満

足している」との回答が70％、「どちらかといえば満足している」との回答が24％で、両方

を合わせて、ほぼ95％が満足していると答えている（図8参照)。

⑨将来の計画

質問9は、将来は日本に永住したいか、帰国したいかを訊いたものである。その結果、「永

住を希望する」というものが38％、「できれば日本に永住したいが未定だ」というものが20

％で、合わせて約6割のものが永住志向を示した。しかし、「将来は帰国したい」と言い切っ

ているものも34％いる（図9参照)。
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滞在年数が10年以上のものが多く、しかも仕事に満足していると答えたものが90％以上、

子供の教育に満足していると答えたものが95％にもなっているので、永住志向がもっとはっ

きりと表れるかと思われたが、そうはならなかった。生活の実態としては、日本に定住してい

くという傾向を示しながら、いつかは帰国したいと考えているものが30％以上いるというこ

とである。これをどう解釈すればよいか。「できれば日本に永住したいけれど…」と答えたも

のや、「将来は日本に永住したい」と答えたものでも、理由欄に「最近経済の状況が悪くなっ

ているから先行きどうなっているか分からないけれど」と書いているものが目立ち、将来の日

本での生活に不安を持っているものが多い。ヒヤリング調査でも、「仕事もうまく行っている

し、子どもも日本の学校に馴染んできて、今の生活に満足しているけれども、将来はブラジル

に帰りたい」というものが何人かいた。それは「リタイアした後に日本に住むのはとても大変

だ｣、「仕事のあるうちはいいけれど、仕事ができなくなったときには日本にいられないだろ

う」と考えているものが多いということである。

⑩子どもの進学

質問10は、子どもを日本の学校に進学させたいか、母国の学校に進学させたいかを訊いた

ものである。これも将来の日本への永住の志向と重なっていると思われるが、「日本の学校に

進学させたい」というものが50％、「できれば日本で…」と答えたものが21％あったが、「母

国で…」という割合も30％弱あった。「進学させるつもりはない」という回答はなかった（図

10参照)。
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⑪子どもの日本語能力

質問12は、子どもの日本語能力を訊いたものである。質問10で見たように、子どもを日

本で進学させたいと考えている保護者が約7割いるわけであるが、質問12は、子どもにそれ
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を可能にする学力がついているかという問題と関連しているといえる。結果は、「日本の学校

の授業が十分理解できるし、読み書きもできる」と答えた保護者が56％もあった（図11参

照)。これは、日本で生まれたり、滞在期間が長くなっている子どもが多くなっているという

こともあって、日本語に不自由しない子どもが増えてきているということなのか、それとも保

護者の子どもの日本語能力に対する評価が甘いのか、はっきりしないが、子どもの日本語能力

についてかなり楽観的に見ている保護者が多いといえる。

外国人学校に通っている16人では、「読みも書きもできる」は3人に過ぎず、「日常会話

程度」が2人、「あいさつ程度」が6人、「まったく理解できない」が2人と（無回答3人)、

日本語能力を身につけていない子どもの割合が高い。

⑫保護者の日本語能力

質問11では、保護者に「あなたは日本語がどのくらい理解できますか」と訊いた。子ども

の日本語能力が高まってきている反面、大人の日本語能力はなかなか高まらず、従来から保護

者が子どもに通訳を頼んで、そのために学校を休ませる例などが問題とされていたが、ここに

きて政府・与党の政治家のなかから、日本語能力テストを実施して、在留期間の更新の際にそ

れを考慮すべきといった見解が出されるなど、大人の日本語能力を問題にする場面が増えてき

ていることから、この質問を設けた。結果は、「話すのも読み書きも十分にできる」と答えた

ものが17％、「話すのは十分できる」と答えたものが28％であったが、「日常会話程度だ」が36

％、「あいさつ程度」というものが13％となっており、約半数の人が日本語で意思疎通できる

が、約半数の人が日常会話程度しかできないということである（図12参照)。

図11 図12

⑬保護者の日本語取得意欲

質問13は、保護者に「あなたは日本語を学びたいか」と訊いたものである。結果は、「学

びたい｣、「できれば学びたい」と答えたものを合わせると96％で、「学びたくない」という
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もの|まほとんどいなかった（図13参照)。しかし、理由欄に「学ぶ機会がない」と書いてい

るものが多いのである。「忙しくて日本語を勉強する時間がない」ということで、結局職場に

日本人がたくさんいて日本人と話す機会が多ければそれだけ日常会話能力が高まっていくが、

ブラジル人だけで話をしていて仕事ができるという場合には、日本語を学びたいという意欲が

あってもその機会がないということのようである。2008年11月に開かれた外国人集住都

市会議の東京会議では、子どもだけではなく「大人の日本語教育をどうするか？どこが責任を

持って教育に当たるべきか」ということが議論の大きな柱になり、「もっと企業が日本語教育

を積極的に行うべきでないか」ということが言われていた。

⑭子どもの日本語習得への保護者の期待度

質問14では、保護者に「子どもに日本語を習得して欲しいか」を訊いている。結果は、90

％の保護者が「ぜひ習得して欲しい」と答えている（図14参照)。理由は「日本で生活する

のだから」というものが多いが、「経済的に有利だから」というものも見受けられる。日本の

学校に通っている80人では、「ぜひ習得して欲しい」が73人と圧倒的に多く、「できれば

習得して欲しい」2人、無回答5人となっているが、外国人学校に通っている16人では、「ぜ

ひ習得して欲しい」が10人、「できれば習得して欲しい」が4人、「普段の生活のなかで自

然に身につく程度でかまわない」が2人となっている。

⑮子どもの母語能力

質問15は、子どもの母語能力を訊いたものであるが、「会話も読み書きもまったく問題な

い」という回答が43％、「会話は問題ないけれども読み書きは十分でない」が41％になって

いる。「会話も読み書きも十分でない」と答えたものが15％いるが、この15％を多いと見る

か、少ないと見るかは、判断の分かれるところであろう（図15参照)。親とポルトガル語で

話しているので日常会話は問題ないが、読み書きは十分でないという場合が多いようである。
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⑯現在の生活の満足度

質問16と17は、それぞれ保護者と子どもが、トータルで見て「現在の生活に満足してい

るか」について訊いたものである。保護者については、「満足している」「どちらかといえば

満足している」がそれぞれ49％、40％となっており、ほぼ90％の保護者が満足していると

答えている（図16参照)。子どもについても「満足している」が67％で、「どちらかといえ

ば…」を加えると、やはり約90％が満足していると答えている（図17参照)。この種のアン

ケートに答えてくれるのは生活が比較的安定している方に多いと考えられ、そうした回答者の

層に偏りがあることを考慮しなければならないが、調査の実施時期が経済状況の悪化が明白に

なってきた時期と重なるにもかかわらず、かなり高い満足度になっているといえるだろう。
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⑰日本社会への要望

質問18は、日本社会への要望を自由に書いていただく欄であるが、ここで目に付くのは、

やはり差別の問題である。「日本人は、もっと外国人に対して心を開いて欲しい」というもの

や、「ある特定の外国人が犯罪行為や問題行為をすることで、すべての外国人がそうであるか

のように考えるのはやめて欲しい」という記述が多い。

（2）ヒヤリング調査の結果

ヒヤリング調査は、2008年11月末から12月中旬にかけて、全部で15世帯に対して

行った。インタビューの時間は概ね1時間程度になったが、1世帯（父親が日本人で、子ども

と母親が中国人という家庭）だけ、父親が夜勤に出る前のインタビューになったため、20分

間という短い時間になったものがある。どの家庭でも、調査に協力的で、積極的に話をしてい

ただいた。

①概要

訪問調査全体から受けた印象は、やはりこうした調査に協力していただける家庭は、基本的

にあまり大きな問題を抱えておらず、保護者の仕事でも、子どもの学校生活でも、比較的良好

な生活を送っている方が多く、その意味で調査対象者の層に偏りがあることは否定できない。

今回のヒヤリング調査で大きな問題を抱えていると感じた家庭は2世帯で、これについては後

で詳しく報告するが、その他の13世帯は、不況の中でも比較的安定した生活を送っているよ

うに見えた。

しかし、そうした比較的安定した生活を送っている家庭でも現下の不況の影響を受けないで

いることはできない。ある世帯では､父親が最近になって長年働いていた会社を突然解雇され、

つい先週次の仕事が見つかったばかりだった。一度に大量の解雇がなされたということで、多

くの仲間がまだ失業中で、何人かはすでに帰国したという。「長年その会社で働いていながら、

自分の落ち度じゃないのにクビを切られた」とインタビューの途中で涙ぐんでおられた。別の

家庭では、両親ともに働いていて安定した生活をしているが、母親が使用者と現場の外国人労

働者の中間的な立場で、現場で働いている同僚に解雇の通告をするのも自分の仕事になってい

て、それが非常にストレスになっているとのことであった。このように、周辺には失業した人

がたくさんいるけれども、本人はなんとか失業を免れている、あるいは母親は失業したけれど

も父親の仕事は続いていて、将来への不安を抱えながらも今はなんとか家計を維持していると

いう家庭が多く見られた。

②深刻な状況にあった例

次に、今回訪問調査したなかで深刻な状況にあった二つの世帯について概要を述べる。

一つの世帯は、父親しか働いておらず、鈴鹿の自動車関係の派遣で働いているが、訪問調査

に行った日（12月上旬）の先々週が3日間自宅待機、先週が4日間自宅待機で、先月は手取

りで5万円しかなかった。母親は、病気をして先日まで入院していて、入院医療費も払えてい
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ない。中3の男子の上に義務教育就学年齢を過ぎた姉が二人いるが、上の姉は働いていたけれ

ども妊娠したことが会社にわかって解雇されてしまった。下の姉は、16歳だけれども、日本

語ができず、今の状況では仕事がない。一番下の子が中学3年生で高校進学を控えているのだ

けれども、日本語能力は十分でなく、高校進学の意思をまだ中学の先生に伝えていないとのこ

とであった。経済的に非常に困窮しているのであるが、それもさることながら、地域社会から

孤立しているという点がいっそう問題で、日常生活のなかで近隣の住民との間にたびたびトラ

ブルが起こっていた。強い疎外感、非差別感を持っていて、経済的にも心理的にもかなり追い

詰められているように見受けられた。

もう一つの世帯は、小学生から中学生まで就学年齢の子どもが6人いて、しかも新しく生ま

れたばかりの赤ちゃんを含めて、就学以前の子どもが二人いる家庭である。この家庭も働いて

いるのは父親だけで、2008年1月までは建設会社の準社員の身分で安定していたが、2月

にそこを辞めて廃品回収業を始めた。鈴鹿に土地を借りて鉄とかアルミとかを集めて当初はう

まくいっていたのだが、北京オリンピックが終わると同時にリサイクル品がまったく売れなく

なった。売れても値が安く、大家族を支えられるような金額にはならない。借地にはリサイク

ル品が積み上がっていて、それを撤去するトラックを借りるのに相当なお金が要るので、やむ

なく借りたままになっているけれども、借地代も払わなければならない。仕事は警備員や草刈

を請け負うなどしているが、安定的な収入は得られない。この家庭も経済的にかなり困窮して

いることが見て取れた。父親に「今何が必要か」と訊いたところ、「今は民間の借家で高い家

賃を払っているので、公営住宅に入りたいけども、なかなか認めてくれない」ということであ

った。インタビューの際、学校に行っていなければならない時間に子どもが数人居たので、「学

校は？」と訊いたら、「風邪気味なので休ませた」という返事が返ってきた。

③卒後就労していない若年者

本調査の直接の目的からは若干ずれるが、訪問調査の際に強く印象に残った点がある。それ

は、義務教育就学年齢を過ぎているものの高校には進学せず、働いてもいない16歳,17歳

の子どもが見受けられたことである。15世帯のうち3世帯にそのような子どもがいた。1人

は中学卒業時に高校受験をしたが失敗し、来年また受験するということであったが、他の二人

は目的なく家に引き龍もっているように見えた。こうした子どもたちが、いったい何人いるの

か、推測する手段もない。早急の調査が必要であると感じた。

注

1）代表的なものとして、佐久間孝正『外国人の子どもの不就学』（勤草書房、2006年）74頁以下。そ

れによると、親の滞日計画がはっきりしないため、日本の学校にどっちつかずの状態で接しているう

ちに、子どもたちは学習意欲を礎失していく。「がまんしろ、もう少ししたら帰国するから」などと

いう親の何気ない言葉が、子どもの学習意欲を左右する。雇用形態も親の日本での滞在意識を深く規
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定し、親の出稼ぎ感覚が子どもの教育にも大きな影響を与える、と指摘している。他に、イシカワ

エウニセアケミ「家族は子どもの教育にどうかかわるか一出稼ぎ型ライフスタイルと親の悩み」宮

島喬／太田晴雄編『外国人の子どもと日本の教育』（東京大学出版会、2005年）95頁。

2）小脇祥美他「外国人の子どもの教育環境に関する実態調査」平成15年度厚生労働科学研究費補助金

子ども家庭総合研究事業『多民族文化社会における母子の健康に関する研究』分担研究報告書、149

頁。

3）2006年に浜松市が16歳以上の南米系外国人を対象に行った生活・就労実態調査（綱査受託者：池

上砿弘）では、外国人登録データから無作為抽出し調査票をメール便で送付し返送してもらう方法で

の調査の調査票回収率は28．6％とされる。同じ調査で外国人雇用企業や、外国人学校、公立小学校を

経由して調査票を配布回収する方法での調査の場合、調査票回収率はそれぞれ59．2％、55．7％、65．4

％であり、調査全体では48．5％であったという（浜松市企画部国際課『浜松市における南米系外国人

の生活・就労実態調査報告番』（2007年3月）ii頁)。2007年に締岡県が16歳以上のブラジル人を対

象に行った労働実態調査（調査受託者：池上重弘）でも、外国人登録原簿からの無作為抽出しメール

便で送付・回収する方法での澗森の調査票回収率は28．2％で浜松調査とほぼ同じ数字になっている。

同じ調査で小中学校経由で配布・回収した場合は56．3％、商等学校経由で配布・回収した場合は25．3

％、全体で35．3％となっている（締岡県県民部多文化共生室『静岡県外国人労働実態調査（外国人調

査）報告課』（2008年3月）ii頁)。この二つの調査からも、外国人と関わりの深い機関を通じて調査

票を配布・回収する調査方法に比べて、郵送により送付・返送する調査方法の調査票回収率が低くな

ることは避けられないといえる。逆に言えば、そうした機関に働きかけて調査への協力を求めること

で、郵送による送付・返送による捌査方法でも調査票回収率をiI1iめられる可能性はある。

4）上掲注3）の報告書、16頁参照。

5）国民健康保険法の一部を改正する法律（平成20年法律第97号)。本法の制定過程と概要について

は、石引康裕「中学生以下の子どもの無保険状態を救済一児童に係る国民健康保険資格証明祥問題の

解決に向けて」時の法令1832号6頁以下参照。

6）国民健康保険法の一部を改正する法律の公布に伴って発せられた厚生労働省保険局国民雌康保険課

長等の通知「国民健康保険法の一部を改正する法律の施行に係る留意点等について」（保国発第

1226001号．、雇児総発第1226001号、平成20年12月2611）には、以下のように記されている。「有

効期間を6か月とする被保険者証を継続して発行する際には、滞納世帯主との接触の機会の確保に務

めること。その際、世帯主が当繊被保険者証を受け取りに来ないなど接触が取れない場合は、そのよ

うな状況を放置することは望ましくないものであることから、時間外や休日等も含め砿‘活連絡を試み

るとともに、必要に応じて、家庭訪問を実施するなど、各保険者の実情に応じて、速やかに被保険者

証を交付できるよう、きめ細かな対応に務めること」
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【調査】

自動車リサイクル企業の現状と課題

一三重県下3社に対する訪問調査記録一

島内高太

はじめに

地球環境問題の深刻化を背景に「持続可能な発展」や「循環型社会」の実現が模索されてい

る。日本企業による「環境経営」への多様な取り組みもその一環として注目できる。なかでも

日本の自動車メーカーによる、ゼロエミッション化などの環境配慮型工場運営やハイブリッド

カー開発などの環境配慮型製品の展開は先進的な位置にあるといえる。

しかし、循環型社会の実現を視野に入れて、製品の生産・使用にかかわる「動脈」産業と製

品の再利用・処理にかかわる「静脈」産業のバランスの良い発展の必要性を説く植田和弘氏な

どの議論')を援用すれば、日本企業が近年進めている「環境経営」の多くは産業の「動脈」部

における環境配慮行動であり、今後は、製品の再利用・処理を担う「静脈」部の発展も重要視

されねばならないことが理解できる。たとえば自動車産業についていえば、メーカーが生産・

販売し、消費者が購入・利用した後の使用済自動車をリサイクル・適正処理する主体（あるい

はシステム）を発展させることは、一つの重要な課題となる。

だが、「動脈」部の中心に位極する自動車メーカーがその資本力と技術力を背景に「環境経

営」を発展させている一方で、自動車リサイクルに関わる「静脈」部の事業者には中小零細規

模の企業が多く、効率的かつ適正な自動車リサイクルの広範な推進には限界があることも指摘

されてきた2)。また、使用済自動車を効率的かつ適正にリサイクルするには、その担い手であ

る事業者が一定の技術、設備、人的資源を確保・蓄積することや、それらの経営資源を組み合

わせて活用するための経営管理方式を発展させることも必要になる。そのための課題や道筋を

明らかにすることは経営学の大きな課題であろう。

この点について、企業の「環境経営」を研究する所伸之氏は、企業は既存の社会経済システ

ムにおいて最も環境に負荷を与えてきたと同時に、新たな社会経済システムを構築するうえで

必要な資源を多く有する存在でもあると位置づけ、その取り組みに関する正確な事実認識とそ

れに基づく理論化を進めることが重要であるという。そしてまた、その研究の発展には理論化

の基礎になる良質なケーススタディの蓄積が欠かせないと指摘する3)。しかし、貫隆夫氏が指

摘するように、経営学はこれまで「動脈」部の企業の研究をベースに発展してきており、その

分野の研究は厚く蓄積されているが、「静脈」部の企業については必ずしも十分な研究蓄積がな

いのも事実である4)。自動車産業・企業の持続可能な発展を展望するためには、これまで手薄

であった「静脈」部の企業経営研究についても事実認識、ケースの蓄積、理論化を進めていく

必要がある。
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本調査ノートは、上述した問題意識に基づいて、三重県下の3つの自動車リサイクル事業者

に対する訪問調査記録5）を整理したものである。その目的は、「静脈」産業の企業経営の特質

について検討するための素材を提供することにある。なお本稿では、研究対象を自動車リサイ

クル企業（あるいは自動車リサイクル事業者）と呼んでいる。ここで自動車リサイクル企業と

は、“廃車を仕入れ、廃車の解体処理を行い、そこで取り出した素材や部品の販売などを行っ

ている事業者',つまりビジネスとして使用済自動車のリユース・リサイクルを展開する事業者

を示す6)。以下、Iにおいて日本の自動車リサイクルシステム（2005年自動車リサイクル法施

行後のシステム）の特徴を検討し、そのうえでⅡにおいて訪問調査結果を整理する。

I自動車リサイクルシステムの変化と自動車リサイクル企業の経営課題

日本国内では、毎年約1,000万台弱の自動車が生産され、その半分程度が国内販売されてい

る。これに対して、国内販売台数に近い約500万台の使用済自動車が毎年発生しており、その

うちの約400万台程度が国内において解体・処理・リサイクルされている。

図1従来の自動車リサイクルシステム

… 等弱約552万台

q－埋皿て･焼却
ダスト

20～25粥

素材としてリサイクル
50～55％

部品としてリリイクル

20～30％

L蕊原』

"廃車ガラ”

ー一 口理翻開画塞慰一
マニフェストの流れ

出所）竹内啓介監修、寺西俊一・外川健一編著（2004）より転戦。

業の中心的存在は解体業者であるともいえる。

なお、解体業者による解体処理から発生した“廃車ガ
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ここではまず、自動車リサイク

ルのプロセス7）を概観しよう。

図lのように、使用済になった自

動車は最終ユーザーから直接、あ

るいは整備業者・中古車専門店・

ディーラーを経由して、解体業者

に持ち込まれる。解体業者はその

使用済自動車から、フロンやエア

バッグなど専門的処理を要する

もの、エンジンや変速機など中古

部品として再利用できるもの、そ

して鉄やアルミなど再生資源と

してリサイクルできるものを、そ

れぞれ回収する。このように、自

動車リサイクルの中心には解体

業者が位腫しており、多くの場合、

こうした解体業者は回収した中

古部品や再生資源の販売を事業

の柱に据え、収益を確保している。

その意味で、自動車リサイクル企

Iまシュレッダー業者に引き渡され



て、材料リサイクル向けの金属スクラップとゴミであるシュレッダー・ダストに選別され、こ

のうち処理の難しいダストの部分は産業廃棄物として埋め立て処分される。

以上が従来のリサイクルのプロセスであるが、それは、使用済自動車から回収される中古部

品や金属の価値の高さ故に、「市場原理による自動車のリサイクル・処理」8）として展開され

てきたという点には注意が必要がある。つまり自動車リサイクルは、解体業者を中心とする自

動車リサイクル企業が、購入代金を支払って使用済自動車を確保し、回収した中古部品や再生

資源の販売で収益をあげ、また廃車ガラも有価物としてシュレッダー業者に販売するというよ

うに、関連主体のビジネスとして市場を媒介に展開されてきたのである。

ところが1990年代になると、従来の自動車リサイクルシステムの機能不全が指摘されるよ

うになる。1985年のプラザ合意を発端とする円高を反映した安価な鉄スクラップ輸入の増加が

鉄スクラップ価格を大幅に下落させ、さらに産業廃棄物最終処分場の逼迫は、処分場での適正

処理が義務付けられているシュレッダー・ダストの処分費を高騰させたため、解体業者の経営

は圧迫され、不法投棄の増加も懸念されるようになったからである9)。実際、大規模産廃不法

投棄事件である「豊島事件」など社会問題も発生し、シュレッダー・ダスト問題への対応を中

心に社会的関心も高まっていった。

図2自励車リサイクル法下のリサイクルシステム

使朋済自動車の流れカネの流れ慣鮒の流れ

一一・一ケ．……………し

出所）竹内啓介監修、寺西俊一・外川健一編著（2004）より転載。
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こうしたことを背景に、使用済自

動車のリサイクル・適正処理を持続

的に実施できる体制を整備して不法

投棄防止・最終埋立処分量極小化を

図ろうと、2002年7月に制定され

たのが自動車リサイクル法(｢使用済

自動車の再資源化等に関する法律｣）

である’0)。では、同法下で展開さ

れる新たなリサイクルシステム’’）

の特徴はどこにあるのだろうか。そ

の第1の特徴は、リサイクル・適正

処理の促進のために各事業者の既存

の役割分担をベースにしつつ、リサ

イクル・適正処理の持続性という観

点から、関連主体の義務・役割を明

確化したことにある。

そこでは､図2に見られるように、

自動車所有者については、リサイク

ル料金の預託と使用済自動車の引き

渡し義務が明確化された。また、自



動車メーカー（および輸入者）に対しては「拡大生産者責任」制度が導入された。それまで自

動車メーカーは、自動車リサイクルシステムに深いかかわりをもってこなかったが、同法は、

シュレッダー・ダスト、エアバッグ類、フロン類の「指定三品目」の引取りとリサイクル・適

正処理をメーカーに義務付けたのである。さらに、自動車リサイクル関連事業者の義務・役割

が明確化された。関連事業者（新車・中古車販売業者、整備事業者、解体業者、破砕業者等）

に対して許可・登録制が導入され、使用済自動車のリサイクル・適正処理を確実にするための

ルートや事業者のハード（処理設備等）・ソフト（オペレーション）にかかわる法的基準が整備

された12)。

このように同法は、自動車リサイクルの持続性を高める基盤を整備するものであった。たと

えば2004年9月に218,359件であった自動車の不法・不適正保管件数が、2007年3月には

35,064件にまで約8割も減少したことを考えると、一応の成果を上げていると評価できる’3)。

ところがその一方で、自動車リサイクル法の施行は自動車リサイクルの中心的な担い手であ

る自動車リサイクル企業にとっては、実は「従来にはない厳しい試練と淘汰の時代」’4）の幕

開けを意味していた。というのも、自動車リサイクル関連事業を営むためには自治体からの許

可取得が必要になったため、関連事業者の多くは法基準を満たすための追加投資を必要とされ

ることになったのである’5)。また、自動車リサイクル法では使用済自動車のリサイクル・適

正処理の責任を自動車メーカーに課しているため、自動車メーカーはリサイクル過程における

問題発生（事故や不適正処理の発覚）を回避しようと、制御しやすいリサイクル企業をパート

ナーに選ぶ可能‘性が高まることが指摘されている’6)。こうして、自動車リサイクル法は業界

の再編淘汰を加速させる契機になったといえる。

第2に、自動車リサイクル法施行を新しい事業機会と捉え、解体業者以外の多様な主体（中

古車販売業、シュレッダー業、商社、および協同組合など）も自動車リサイクル事業に本格的

に参入するようになっている。2006年度末において、自動車リサイクルシステムに参加する事

業者数は全体で約12万、解体業者で約6,500事業者に及んでいるが、新規参入組には大規模

な設備投資を前提に進出する企業もあり、自動車リサイクル企業の潜在的処理能力は、すでに

国内流通使用済自動車の合計台数を上回るとも言われている’7)。そのため、生き残りをかけ

た激しい企業間競争が繰り広げられていると考えられる。

次に、自動車リサイクル法以降の新たな自動車リサイクルシステムの第3の特徴は、「全部

利用」あるいは「全部再資源化」という新たな手法が提起されたことである。これは、処理困

難なシュレッダー・ダストを一切出さずに処理する方法のことであり、「解体自動車全部利用」

（法第31条）と呼ばれる。具体的には、自動車リサイクル企業が廃車ガラをプレスして鉄鋼

原料に仕上げ、電炉・転炉メーカーがその廃車由来の鉄鋼原料を燃料として用いるものであり

’8)、自動車リサイクル企業と電炉・転炉メーカー、そして両者を調整する商社の三者が、ト

ヨタやホンダを中心とするTHチームと日産等を中心とするARTチームのいずれかあるいは

両方において「コンソーシアム」を組んで実行する’9)。
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この仕組みでは、本来は自動車メーカーが引き取って適正処理すべきシュレッダー・ダスト

が一切発生しないため、チームからコンソーシアムに対して全部再資源化費用が支払われる。

その一部が自動車リサイクル企業にも支払われるため新たな収入源になってきている。しかし、

「全部利用」を実行する「コンソーシアム」を組むためには、当事者となる三者はリサイクル

率や経費の明細を自動車メーカーに提案し、自動車メーカーによる審査選定を通過する必要が

ある。その際の基準は“銅分を0．3％以下まで落とした廃車由来スクラップを提供できるかど

うか”にあると言われており、自動車リサイクル企業には精微な解体処理が求められることに

なる。つまり、自動車メーカーにとって好都合な、“シュレッダー・ダストが一切発生しない仕

組み”は、自動車メーカー主導による一定レベルの事前選別とそれに対応しようとする自動車

リサイクル企業の企業努力によって成立するのである20)○

以上のように、自動車リサイクル法の施行は、関連主体の役割・義務と主体間の関係性の明

確化、そして新たな処理方法の提案を通じて、たしかに持続的な自動車リサイクルを実現する

基盤を整備するものであった。しかしそれはまた、自動車リサイクル業界の再編淘汰や企業間

競争の激化を促し、自動車リサイクル企業にはより一層の企業努力が求められるようになって

いる。

中谷勇介氏によれば、解体業者を中心とする自動車リサイクル企業の事業は、①引き取った

使用済自動車から市場価値のある部品を取り出して中古部品として販売を行うビジネスと、②

部品などを取り外して残ったガラを「鉄スクラップ」として電炉メーカーなどに販売するビジ

ネス、の二つに大別されるという21)。またJETRO「産業レポート」は、自動車リサイクル法

施行以降、新たにシュレッダー．ダストのリサイクル市場が創出されたことを指摘している22)。

いずれにしても、自動車リサイクル企業にとっては、どの事業を戦略の柱に据えて自社のポジ

ショニングを確立するかが重要になっている。

また、具体的な事業運営については、事業の出発点となる使用済自動車を安定的に確保する

仕組みの構築や、法的基準を満たしかつ精織な自動車解体と高品質の中古部品生産を実現でき

る解体処理システムの構築など､購買・生産職能における能力構築がとくに重要になっている○

以上のことを踏まえると、自動車リサイクル企業の経営を検討する場合、限りある使用済み

自動車をどのように確保・解体処理し、いかなる販路で収益化するか、また一連のプロセスを

どのような経営資源（設備や人的資源）や経営管理方式の展開により実現するか、という点が

注目される。以下では、こうした諸点に留意しながら、訪問調査結果を整理したい○

Ⅱ調査記録

1A協同組合

（1）プロフィール

A協同組合は、2004年11月にディーラーを中心とする鈴鹿市の企業46社の出資により設

立された。自動車リサイクル法施行を契機に、自動車関連企業の多い「鈴鹿にリサイクル拠点
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を」との機運が高まり、行政と商工会議所の協力のもとで設立された自動車リサイクル法施行

以降の新規参入組である。自動車リサイクル業界では最大級の最新鋭工場を保有しているとい

う。調査時点における従業者数は合計36名、資本金は9,580万円である。

（2）事業の特徴

A協同組合では「『ゆりかご』から『ゆりかご』へ」という事業方針を掲げ、使用済自動車の

100％リユース・リサイクルの実現を目指している。事業の中心は使用済自動車の解体処理を

通じた中古部品の生産・販売と再生資源の販売であるが、処理プロセスから発生する廃車ガラ

のシュレッダーレス処理、つまり自動車リサイクル法の主目的であるシュレッダー・ダスト減

量のための「全部利用」にも力を入れている。

後者についてA協同組合は、自動車リサイクル法「第31条」認定業者としてTHチームお

よびARTチームの両方で認定を受けて「全部利用」に参加している。たとえば、THチームに

関しては、電炉メーカーの大同特殊鋼および商社のホンダトレーディングと三者でコンソーシ

アムを組んでいる。電炉メーカーからはプレス代金が、自動車メーカー（チーム）からはリサ

イクル費用が支払われるなど、シュレッダーレス処理もひとつの収益源になっている。（図3）

図3A協同組合における第31条認定コンソーシアム

出所）A協同組合配布資料を参考に筆者作成

しかし、シュレッダーレス処理に対して支払われる全部再資源化費用は1台当たりコンソー

シアムに対して数千円程度であり、そこから自動車リサイクル事業者に配分される部分だけで

は採算は取れない｡つまり、「全部利用」に力は入れているものの、そこからあがる収益が低く、

手続きも煩雑なため、事業の柱は、中古部品販売や再生資源販売ということになる。

中古部品販売については、約4500種類ほどの部品を扱っており、その販路は7割が国内販

売、3割が海外輸出である。国内販売の場合は、中古部品在庫共有ネットワークNGPグルー

プを通じた販売も多い。また中古部品販売と再資源化の割合は、3：7（昨年）～7：3（今年）

と幅がある。昨年は資源高騰を受けて再資源化に回す割合を増加させたが、リサイクルや再資

源化の本来の趣旨から考えると、市場価格の変動で事業が左右されるという点には多少疑問も

感じるという。いずれにしても、A協同組合は中古部品と再資源化の割合を市況に応じて変化

2弾Z騨用一…麺ﾁー ﾑ4A劇棚覇麹合（自動童〃プイクル裳溝議ノ

(コンソーシアム管理・運営）

自動車

ボディ、樹脂など

→→→車体N､明記

プレス出荷報告 プレ|ス出荷報告.』

報告 （廊吐ノ

ホンク・トレーディング

ハーネス、モータ等除去（銅含有率03％未満）

，レス亮ガ

陛
私
プ
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させながら事業運営している。そのため、部品や素材の価格を常に把握する力や、販路選択と

価格設定について判断する「目利き」といわれる能力が重要になるという。

（3）オペレーション

表1A協同組合における使用済自動車仕入と生産（10カ月間の推移）

Dec－05 Jan－O6 Feb－06 Mar－06 Apr－06 May－06 山』､－06 JU1-06 Aug－06 Sep－06

仕入 897 326 461 835 610 567 1109 1028 766 960

生室 342 289 462 783 766 746 1020 1019 712 1107

単位：台

合計 平均

7559 7559

7246 7246

出所）A協同組合配布資料を参考に筆者作成

①使用済み自動車の確保

Iで述べたように、自動車リサイクル事業の出発点は使用済自動車の確保にある。調査時の

配布資料によれば､A協同組合の2005年12月～2006年9月の10カ月間の仕入実績は約7,559

台である（表1)。仕入先は個人、ディーラー、中古車販売店、整備業者など様々である。個人

を除けば、三重県内の約100社と取引しており、ディーラーに限れば地元のホンダ系からの確

保が多い。また全体としては国内販売シェアに比例したような割合で使用済自動車が入ってく

る。使用済自動車の安定的な仕入れのために、会員企業でもあるホンダ系、トヨタ系のディー

ラーから多く仕入れているという。

②解体処理工程

こうして仕入れた使用済自動車の解体処理について見よう。処理プロセスの全体を簡略化し

て示せば､前処理→中古部品・再生資源回収→圧縮成型によるプレス製品化、の3段階がある。

はじめ、使用済自動車は駐車場のような受け入れヤード（500台収容可能）に保管され、そこ

からフロン類・エアバッグ類の処理工程、そしてガソリンなどの燃料とウォッシャー液などの

液類の回収工程へと進む。これらが前処理工程である。

前処理工程の後には、事業の柱となる中古部品や再生資源を取り外す解体処理工程（あるい

は生産工程）が続く。A協同組合の解体処理工程は、ジブクレーンや車体反転機などで構成さ

れており、自動搬送装置でライン化されているわけではないが、工程はライン状に配置されて

おり、それに沿って配置された作業者が順次、取り外し作業を行う。その際、「全部利用」の基

準である「銅含有率0.3％未満」をクリアするためにワイヤーハーネスやモータなどの取り外

しには特に気を使う。その後、解体処理工程を経て排出される廃車ガラは、フォークリフトで

30tのプレス機に運ばれ、そこで処理時間4分で1m四方のプレス品に加工される。銅含有率

が低く、そのまま転炉で利用されることから「エコプレス」とも言われる。これが商社経由で

自動車リサイクル法「第31条」認定業者の電炉メーカーに出荷され、そこで燃料として電炉
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に投入される。

A協同組合の工場は、2直＝16時間で稼働した場合、月間2500台の処理が可能であるが、

調査時点ではl直稼働で月に約500台程度を処理していた。仮に1カ月の稼働日を22日とす

れば、1日23台ほどの処理ということになるから、1時間に2～3台のペースで解体処理が進

められている。解体処理の対象となる使用済自動車は、メーカー・車種によって部品形状や取

り外し順序が異なっているため作業者が柔軟に対応する必要がある。そのため、A協同組合で

は手バラシ解体を重視している。これは柔軟性のみならず、部品や素材を出来るだけ細かく分

別するためであり、A協同組合が重視する「全部利用」の基準（銅含有率0.3％未満）の達成

にも役立っている。作業者のなかにはディーラー整備士の経験をもつ整備士免許保有者なども

いる。

解体処理の方式について、従来この業界ではスピードや処理量の観点からニブラ（ショベル

の先端が大きなハサミになっている重機）を用いた解体法が広く採用されてきたが、正確な解

体処理によってリユース・リサイクルを促進しようとすれば、人手に頼った方が良いという。

また、人手に頼るという点について、解体処理工程において製造業で盛んなQcサークルのよ

うな改善活動にも取り組みたいが、組織もまだ新しく、従業員も若いため、内部教育も含めて

今後の課題になっているとのことであった。

2B社

（1）プロフィール

B社は、1967年に創業された機械加工業者（ホンダ系の二次下請け加工）を前身とする企業

であり、現在の自動車解体・中古部品販売業には1975年に進出している。進出のきっかけは、

潰されていく自動車のパーツを見ながら「これを生かす道はないか」と考えたことにある。そ

の後、中古部品在庫共有ネットワークなど同業種の企業間関係の組織化にも中心的存在として

かかわるなど、中古部品の利用促進に力を入れながら本業を拡大してきた。その意味では自動

車リサイクル事業に一貫して取り組んできた事業者といえる。調査時点の従業員数は合計33

名、資本金2,150万円である。2006年には「基幹業務そのものが環境保全や資源保護に直接役

立ち、環境問題の解決に大いに貢献している事の誇りと責任を持って建設的に自動車リサイク

ル事業に取り組みます」と経営理念・環境方針を宣言している。

（2）事業の特徴

B社の事業の中心は中古部品の国内販売である。取り組む事業は、①中古部品の国内販売、

②素材の国内販売、③部品・素材の貿易（輸出）の3つに大別されるが、売上高の8割が中古

部品の国内販売によるものであり、素材の国内販売と貿易はそれぞれ1割にとどまっている。

このような事業構成をとるのは、自動車リサイクル事業の収益構成を考えた場合に、中古部

品の国内販売が最も安定しているからである。素材の販売も事業として重要ではあるが、価格
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相場が不安定であるためそれに依存することはできないという。そのため、修理工場や個人向

けの中古部品販売を重視している。なお､中古部品在庫共有ネットワークを通した国内販売は、

国内販売全体の50％ほどを占める。国内部品販売は、扱う部品点数も多く、コンピュータネッ

トワークを利用した仕事も急増しているため、その領域では、中途採用を中心に若年層も積極

的に採用したいと考えている。

以上の事業に加え、解体処理後に排出される廃車ガラについて、2006年からは自動車リサイ

クル法「第31条」の全部再資源化認定業者（THチーム、ARTチームの両方）として、廃車

ガラ全体の2割程度（両チーム1割ずつ）を「全部利用」に回している。「全部利用」に回す

分が2割程度にとどまっているのは、仕入れ車両が多い時には精綴な解体作業を行う時間的余

裕がなくなるためであり、また、電炉メーカーの都合やプレス品の納入価格の変動を見ながら

経済性を追求する必要があるためである。とはいえ、少ない割合でも「全部利用」に参加する

のは、経営の質を高める、あるいは環境に配慮出来る企業としての証明を得る、という積極的

な意義があるからだという。

（3）オペレーション

①使用済み自動車の確保

さて、事業の出発点となる使用済自動車の確保について見よう。調査時点では、月に約350

台を仕入れていた。主に、自動車整備業者から6割、新車・中古車販売店から2割ということ

である。ただし近年、使用済自動車の確保において企業間競争が激化し、値上げ競争のような

様相を呈しているという。使用済自動車の買い取り代金は、一台当たり平均13,000円程度23）

となっており、人件費、設備費と並んで大きな費用負担となっている。

そのため、仕入れ段階において、一台の使用済自動車からどの程度の売上があがるのかを判

断する「目利き」の力が重要になるという。解体して再生資源を販売する場合は排気量等から

売上を計算し易いが、中古部品生産の場合は、どの部品がいくらで売れるのかを判断する必要

がある。国内向け中古部品販売が売上全体の8割を占めているため、この能力は特に重要にな

る。この能力、ノウハウは経験を積んで習得するしかないと言われており、それを担っている

のは20年程度の経験を持つ従業員であるが、その数は限られているという。

②解体処理工程

次に、仕入れた使用済自動車の解体処理の流れを見る。まず、仕入れた使用済み自動車は入

庫車両チェックコーナーで、中古部品生産用と再資源化用に区別される。仕入れた約350台の

うち、約150台は中古部品を回収するため商品化工場へ運ばれる。商品化は中古部品を取り外

して販売用に商品化する過程であるため「生産」とも呼ばれている。それ以外の車両は（そし

て、商品化工場で部品取り外しの済んだ車両も）再資源化工場にまわる。1カ月の稼働日数は

23日間であり、商品化工場では1日6．5台､再資源化工場では1日15台ほどを処理している。
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解体処理の概要を商品化工場について見ると、ここでは国内販売向けの中古部品生産が行わ

れる。まず車両は、テスト棟に運ばれて各種テスター機を使った、エンジン、ミッション等の

機動テストにかけられる。そしてその後、再使用できる部品を商品化工場で取り外す。商品化

工場は、同時並行で3台ほどの処理が出来るようになっている。そこでは、使用済み自動車を

定位置でリフトアップして、部品（エンジン、フェンダー、ドアパネル、ドライブシャフトな

ど）を一つひとつ手作業で取り外し、内製したキャスターに置いていく。一台分の作業が済む

と、工場内のチェックスペースへと運び、そこで取り外した部品の形状、仕様、色、傷などを

目視検査し、品質情報として作業指示書（販売部署が発行する）に記入する。その後、部品は

商品化工場に併設された商品在庫棟で保管されるが、在庫管理はすべてB社が加入している中

古部品在庫共有ネットワークのネットワークと連動しており、オンライン管理されている（部

品一つひとつにQRコードが付与される)。

B社は国内向け中古部品販売事業に力を入れているため、この商品化（＝生産）工程につい

ては特に重視しているようである。たとえば専用テスト設備を設けて品質確認を行っているこ

とについては、“本当はそこまでやらなくてもやっていけるのだろうが、顧客との信頼関係を築

くにはそこまでの企業努力が必要だ”とのことであった。また中古部品の徹底したオンライン

在庫管理は、スピーディーな在庫確認と品質確認を可能にしている。

次に、再資源化工場を見よう。工程は、前処理（フロン類・エアバッグ類の回収とオイルや

廃液の抜き取り）→解体処理の順で進む。図4は、解体処理工程の流れを示している。

図4B社の解体プロセス

出所）訪問時のメモより筆者作成

-しシュレッダー

菓者へ

この解体処理工程

では、輸出と再資源

化向けに部品や素材

を取り外す作業が行

われる。取り外し作

業とニブラ作業であ

る。より詳しく見る

と、まずボンネット

を開けてエンジンや

ミッションを外し、

足廻りの鉄材を取り外

する作業がある。ニブ

に分別していく,、この

輸出用エンジンとスクラップ用エンジンに分別する工程がある。次に、足廻りの鉄材を取り外

す。そして三つ目に、ニブラを用いてワイヤーハーネス等を細かく分別する作業がある。ニブ

ラとはショベル機の先端に大きなハサミがついた重機だが、意外に器用に分別していく。この

各作業工程は、車両が順次工程を進むように配列されているが、基本的に人力で作業対象を移

動させている。また、この再資源化工場（解体工場）の雰囲気は、商品化工場とは大きく異な

っている。作業環境や設備など、B社自身も認めるように3K職場である。この点の改善は、
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今後の同社の発展を考えたとき大きな課題になるように思われる。

以上の解体処理を経て排出される廃車ガラは、プレス機でプレス品に加工され、シュレッダ

ー会社向けと全部利用者向けに区別して保管、出荷される。

3．C社自動車リサイクル事業部

（1）プロフィール

C社は、現会長が1976年に中古車販売事業者として設立した企業である。設立以来、中古

車販売から整備業、板金業まで事業を拡大してきた。今回訪問したのは、C社が2002年に設

立した自動車リサイクル関連の事業部である（以下、自動車リサイクル事業部とする)。新事業

部設立の動機は、それまで解体業者に引き渡していた使用済自動車を用いて事業を多角化した

いということであり、また「きれいな地球を取り戻す｣というC社の経営理念を実現する一環と

しても位置付けている。事業部設立時期や経緯を踏まえると、中古車販売業から事業範囲を拡

大して自動車リサイクルに新規参入してきたタイプの事業者である｡C社全体の資本金は5,000

万円、自動車リサイクル事業部の従業員数は25名（C社全体では92名）ほどである。

（2）事業の特徴

前述したように、同自動車リサイクル事業部は、新車・中古車販売から車検・板金・塗装・

保険・カスタマイズまで広範に手掛けるC社の一事業部であるが、実はそのことが同社の自動

車リサイクル事業の特色を生み出している。というのもC社自体が多様な自動車関連事業を内

包していることに加え、Cグループと呼ばれる関連会社のなかには、日本最大級の中古カー用

品チェーン店を3店舗経営する有限会社Cやバッテリー、レアメタル等の再生事業を行う企業

も抱えており、自動車リサイクル事業で生産した中古部品や補修部品を販売・利用する体制が

整っているのである。

ここで自動車リサイクル事業部の事業内容について見ると、使用済自動車を利用した事業に

は2つの柱がある。ひとつは中古部品販売であり、国内販売と海外輸出を行っている。国内販

売は自社が経営する中古カー用品チェーン店や中古部品販売ネットワーク（エコライン）を通

して販売している。また、もうひとつの柱は再生資源の販売である。しかしこの部分は素材市

場が不安定だという点に問題を感じているという。

以上の2つの事業のうち特に重視しているのは中古部品販売である。そのことは中古部品の

品質に対する厳しい自己評価にも表れている。例えば1cm強の傷であっても2cmと評価するな

ど、ユーザーの目線に立って敢えて厳しく評価する。中古部品販売については、業界で15年

程度の経験を持つ従業員が、価格の決定や中古車販売ネットワークへの登録などの仕事をこな

しているという。

しかし最近では、中古部品の海外輸出にも力を入れている。それは、自動車リサイクル事業

者全体が素材市場の不安定性を認識して中古部品事業に注目するようになっており、中古部品
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の供給過剰から単価が下がる傾向があるからである。また、国内部品販売とはいえ、販売時期

は顧客主導であるため不透明になるということも海外輸出に力を入れ始めた理由である。そこ

で同自動車リサイクル事業部では、海外バイヤーと定期的にコンテナを出す予定を立てて輸出

事業を展開し、安定した収益源にしようとしている。そのため、海外バイヤーが常駐できるよ

うに敷地内に宿泊施設を設け（一人一泊1200円)、またバイヤーが部品回収・商品保管・荷造

りをするスペースも開放するなど様々な工夫をしている。

以上の他に、解体処理の後に発生する廃車ガラを、シュレッダー会社向けと全部利用者向け

に分けて処理している。THチーム、ARTチームの両方の「全部利用」コンソーシアムに参加

しており、そこに廃車ガラ全体の7割程度を割り当てている。しかし、コンソーシアムを組ん

でいるといっても電炉メーカーの都合によって「荷止め」に合うこともあり、シュレッダー会

社の引き取り価格と天秤にかけながら、収益を考えて販売割合を決定している。

（3）オペレーション

①使用済み自動車の確保

C社自動車リサイクル事業部における使用済自動車の確保について見よう。この点について

まず指摘されたのは、近年、使用済自動車の確保が困難になりつつあるということである。使

用済自動車自体が減少しているほかに、自動車リサイクル企業間の競争が激化していること、

そして中古自動車のオークション会場（出品手数料が収益源となる）が生き残り策として使用

済自動車を出品させるようになり自動車リサイクル企業に流れる使用済自動車が減少している

ことなど、多様な要因がある。そのため、どの事業者も仕入れ台数は、3～4割程度は減少して

いるのではないかとのことである。

こうしたなか、同事業部は基本的には競合者が多い地元は避けて、近隣の市町村や県外から

仕入れを行っている。また、追加的に必要になった分については、逆にオークション会場で競

り落として確保している。国内部品販売や再資源化に加えて、近年ではコンテナ輸出も重視し

ているため、使用済自動車を一定量確保する必要性が高まり、オークション会場での買い付け

も活用するようになっているのである。

②解体処理工程

以上のように仕入れた使用済自動車は、図5に示したような順序で処理されていく。まずは

じめに使用済自動車の入庫票整理が行われる。同事業部ではこの時点で、一番利益のあがる販

路について検討し、決定している。そのため、入庫チェックの工程では、現車を見て販路を判

断する「目」が必要になる。新入社員の配属についても入庫チェックから経験させるなど、出

来るだけ早期に販路を判断する「目」を育成しようと工夫しているのは特徴的である24)。

こうした入庫チェック作業の後、使用済自動車は国内向けと海外向けに分けて保管（在庫は

平均4日分：150～160台程度）され、解体処理を待つ。
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図5C社の処理プロセス 解体処理は、①前処理（バ

ッテリー、フロンガス、エ

アバッグ、タイヤ等の取り

外し)、②液抜き（真空タン

クによる廃液の除去)、③生

産、④プレス、の順序で進

む。車両ごとに作業指示書

が発行され、それに基づい

た作業と管理が行われる。

事務においてはこれがコン

ピュータ管理されており、

いつどこで誰が処理をした

のか工程全体を管理するよ

うになっている。

さて、ここでは同事業部

の大きな特徴である生産工

程（中古部品や再生資源を

取り外す工程）について見

てみよう。

図5の③のように、工場

には生産用セルが5つほど

並んでいる。前処理、液抜

き処理を終えてセルに運ば

工堀

浄水堀

作業者が1人割り当てられ、全ての取り外し作業が行われる。作業は、ボルト外しを中心とし

た部品取り外し作業である。メーカー・車種によって部品形状等は異なるが、部品の締め付け

構造は基本的に同じであるため､部品取り外し作業それ自体は習熟困難なものではないという。

ただし、車両によって取り外しの順序等が異なり、それが処理の効率性に大きく影響を与える

ため、経験を通じて覚えていくことも多い。解体処理にかかる時間は、軽自動車であれば一台

40分程度、トヨタのクラウンクラスの車であれば一台1.5～2時間程度必要になる。工場の処

理能力は月1000台であり、1カ月22日稼働とすれば、1日約45台、1人1日9台ほどの処理

を行うことになる。

セルといわれるように、解体処理工程はライン状に配列されてはいない。各セルには、内製

した「マルチクレーン」が設置されており、これを使って車両の反転・移動を行いながらセル

出所）訪問時のメモより筆者作成ご込唾琶猿バーLヒルIiｰ遅『J
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のなかで1台の取り外し作業を一人の作業者がすべて行う。

以上に見たように、同工場の大きな特徴はセルでの一人解体方式である。同工場がこうした

方式を採用する理由について紹介しておきたい。ひとつは経路依存的な理由である。つまり整

備業を手掛けてきた経験から「自動車解体は人手による解体を行うべきである」という意識が

あり、また、中古車販売業を手掛けてきた経験から「使用済自動車も大切な商品だ」という意

識がある。そのため、重機ではなく人手できれいに取り外すという考えが貫かれている。

また、セル方式に固有の特長に注目している。まず、セルにおいて1人が1台の解体作業を

すべて経験するようにすれば作業者のスキル向上に結び付くことに注目している。また、その

過程で一人ひとりの能力を見極めることができるともいう。さらに、使用済自動車の仕入れ状

況に応じてセル数を変動させ、各セルの稼働率は維持しながら業務量に応じた柔軟な解体処理

を行う工夫がなされている。そのため、あくまでもセルの設備は簡素である。

こうした処理方式は、中古部品生産や再資源化のみならず、同事業部が取り組む「全部利用」

においても効果を発揮しているという。セルでの解体処理を終えて排出される廃車ガラは、40

tプレスで70cm四方のプレスに加工され、一部はシュレッダー業者（豊田メタル）に、そし

て7割ほどの部分は「全部利用」に割り当てる。セルでの人手による徹底的な分別は、自動車

リサイクル法「第31条」認定の基準として知られている銅含有率0.3％未満を十分に超え、銅

分をほぼ100％取り除くことに成功しているという。

おわりに

以上、本調査ノートの前半部分では2005年の自動車リサイクル法施行後における自動車リ

サイクルシステムの現状と自動車リサイクル企業の経営課題について整理した。自動車リサイ

クル法は、関連主体の役割・義務と主体間の関係の明確化や新たなリサイクル手法の提起によ

って自動車リサイクルの持続性を高める働きを果たしているが、その一方で自動車リサイクル

業界の再編淘汰や企業間競争を促し、自動車リサイクル企業においては新たな経営課題が生じ

ている。

このことを踏まえて本調査ノートの後半部分では、実際に訪問した三重県下の3つの自動車

リサイクル事業者の調査記録について、そのプロフィール、事業の特徴、オペレーションの特

徴を整理した。3つの自動車リサイクル事業者は、それぞれ自動車リサイクル業界の経営環境

の変化に対応するため、使用済自動車の確保、事業構成・販路の決断、および解体処理システ

ムの構築などの諸点において企業努力を重ねており、そこには共通点とともに差異がみられた。

以下では、結びにかえて興味深い点をいくつか取り上げておくことにしたい。

①経営理念の共通性

まず、地球環境問題への対応の重要性が社会的にも広く認識されていることもあり、自動車

リサイクル事業を営む3つの事業者はいずれも、地球環境保全を経営理念や事業方針のなかに
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位置付けていることを確認できた。自らの事業それ自体が地球環境保全に貢献するものである

ことを自覚して理念に反映させていることには注目する必要がある。

②リサイクルビジネスの特徴

具体的な事業内容については、どの事業者も中古部品販売と再生資源販売という従来から存

在する事業分野を事業の柱に据えていること、また素材市場の価格相場が不安定なために中古

部品販売に力点を置く傾向があること、さらに国内販売安定化のために中古部品在庫共有ネッ

トワークに加入するという共通点のあることが確認できた。

さらに、近年は自動車リサイクル法で提起された廃車ガラの「全部利用」処理をひとつの収

益源と位置付けていることも共通している。しかしこの点については、「全部利用」をいくら強

調しても、それだけでは採算が取れないことも事実である。「全部利用」で回収できる金額は低

く、手続きも煩雑であるため、シュレッダーレス処理を実現する「全部利用」の積極的意義は

理解していても、事業の中心に位置づけることは難しくなっている。

リサイクルという社会的課題へのビジネスとしての取り組みにおいては、やはり経済性、収

益性が重視されるという現状がある。

③「目利き」の能力

事実発見の中で興味深いのは、具体的に販路を決断するに当たって、経営上「目利き」とい

う能力が重要になっているということである。たとえばA協同組合では、部品・素材の価格を

常に把握し、販路や価格を決定する能力が事業の構成を考えるうえで重要になっていると指摘

された。

また具体的な業務レベルについても、業界全体の傾向としてどの事業者も使用済自動車の仕

入れに苦労しているために仕入れた使用済自動車から出来るだけ効率的に売上をあげることが

課題になっており、やはり「目利き」が重要になっている。この点について、B社、C社での

指摘は興味深い。B社では、仕入れ段階において、一台の使用済自動車からどの程度の売上が

あがるのかを判断する「目利き」能力が必要になると指摘を受けた。また、C社では仕入れた

使用済自動車の入庫確認の時点で、一番利益の上がる販路について決定するための「現車を見

て販路を判断する目」が必要になると指摘を受けた。

このように、使用済自動車の価値を見極めることが現在の自動車リサイクル事業においては

重要になっている。ところが、この種の能力形成には長期間を要する。そのため、現時点では

経営者自身やベテラン従業員の担当領域となっているようである。今後はこうした経験やノウ

ハウを客観化・制度化することや、技能継承・人材形成の仕組みづくりを行っていくことも、

企業の発展にとっては重要になると,思われる。
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④解体処理プロセスの多様性

中古部品や素材を取り外す解体処理工程のあり方についても言及しておく必要がある。まず、

調査した3つの事業者の解体処理プロセスの特徴はいずれも異なっていた。たとえばA協同組

合は、潜在処理能力の大きさからも推測されるように、効率を重視してライン状に処理プロセ

スを形成している。しかし「全部利用」を強調しているため作業自体については手バラシ解体

を重視している。これに対して、C社は簡素な設備で構成されるセルでの一人解体方式を採用

し、精綴な解体とそれを通した人材育成によって仕入れ量変動に対応できる柔軟な解体処理を

志向している。B社は両者の中間に位置づけられる。中古部品を取り外す商品化工程では定置

式で丁寧な解体を心がけるが、再資源化工程ではライン状の工程配置やニブラの利用など、効

率性を追求しているように見受けられた。いずれにしても、処理量、処理スピード、精綴な解

体、仕入れに対応した柔軟な処理など、各事業者の事業上の力点に応じた多様な解体処理シス

テムが構築されている。

ここで注目しておきたいのは、解体処理プロセスの発展方向である。まず、一部に残る3K

労働実態の克服は基礎的課題といえる。また今後、「静脈」産業の中心として自動車リサイクル

企業が発展するために、セル方式の採用や改善活動への着想など「動脈」産業における生産シ

ステムのあり方や人的資源管理の経験を生かせるかどうかにも注目したい。

訪問調査に基づく事実発見から、興味深い点のみ拾い上げてみた。自動車リサイクル企業の

経営基盤充実を考える場合、オペレーションの側面では効率的かつ精綴な解体を可能にする解

体処理（生産）工程の構築、使用済自動車の効果的な仕入れ、あるいは販路の決断などがポイ

ントになるが、そのいずれについても共通して指摘されたのが人的資源の重要性であった点は

興味深い。また今後、自動車リサイクル企業がその収益性追求とリサイクル推進という社会的

課題をいかに統合し、またそのなかでどのような経営戦略と経営管理を展開していくのか、「静

脈」産業の企業の発展を考えるうえで興味深いポイントとなろう。
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6）この定義については、竹内啓介監修、寺西俊一・外川健一編著（2004）39ページ、を参照。
7）このプロセスについては、竹内啓介監修、寺西俊一・外川健一編著（2004）2－3および、36－38
を参考に整理した。

8）中石斉孝（2006）807ページ。

9）中石斉孝（2006）807ページ、参照。また、こうした環境条件の変化によって廃車・廃車ガラ取引
が「有償」から「逆有償」へと変化した1990年代以降の時期を、竹内啓介監修、寺西俊一・外川健
一編著（2004）は、解体業者の「混迷期」と捉えている（同書、53－55ページ)。

10）この法律は、2000年に施行された「循環型社会形成促進基本法」を起訴枠組とする個別のリサイ
クル法の1つである。竹内啓介監修、寺西俊一・外川健一編著（2004）は、自動車リサイクル法の制

定を説明する仮説として、EUによる自動車リサイクル指令の発令や、日本政府による環境産業育成
の機運という要因もとりあげている。

11）新たなシステムでは、リサイクル料金や特定3品目の引取・取渡情報を指定管理法人である㈱自動
車リサイクルセンターが一元的に、しかもインターネットを通じて管理している（電子マニフェスト
制度)。

12）新たなシステムの概要については、竹内啓介監修、寺西俊一・外川健一編著（2004）序章、および
中石斉孝（2006）を参照。

13）荒木健史（2008）23ページ、参照。

14）竹内啓介監修、寺西俊一・外川健一編著（2004)、263ページ、参照。

15）自動車リサイクル企業からすれば、このことを契機に「油まみれの土の上にコンクリートを敷き、
屋根をつけ、油水分離層を設けるなど、工事の必要が生じた」という点が注目されている。この点に
ついては、北川克也（2005）63－64ページ、参照。

逆に、「自動車リサイクル法で確実に良くなるのは、日本の解体業者の再編成をもたらす点かもし
れない。廃油の垂れ流し、フロンガスの大気放出といった犯罪行為を能天気におこなってきた悪質業
者は、この法律でたぶん100％いなくなるのではなかろうか」と評する論者もいる｡広田民郎(2005)、
24ページ。

16）たとえば竹内啓介監修、寺西俊一・外川健一編著（2004）は、拡大生産者責任に対する自動車メー

カーの対応の結果、フロン回収事業者が選別されていく問題について明らかにしている（同書、17－
18ページ。

17）荒木健史（2008）22ページ、および中石斉孝（2006)、北川克也（2005）などを参照。また、JETRO
（2006）によれば大手資本の使用済自励車処理能力は、既存業者の約10倍（年間一万台程度）と言
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われている（同書、3ページ)。

18）樹脂をはじめ、ウレタン、繊維、ゴムなどで構成されるシュレッダーダストは、電炉の中で一種の

助燃材料となり、エネルギー源となり都合がいいという。広田民郎（2005）22ページ、参照。

19）自動車リサイクル法下では、「指定三品目」のなかでも特に処理が難しいシュレッダー・ダストの

リサイクルについて、自動車メーカーを、トヨタ・ホンダ・ダイハツ・日野と主要輸入企業からなる

THチームと日産、三菱、マツダやトラック・バスメーカーから成るARTチームに分けて展開されて

いる。それは、規模の利益によるコスト削減および競争原理の導入による効率化の達成を求めている

からであると言われる。

20）竹内啓介監修、寺西俊一・外川健一編著（2004）24ページ、参照。

21）中谷勇介（2006）57ページ、参照。

22）JETRO（2006）3ページ、参照。

23）なお、13,000円程度で仕入れた使用済自動車一台からあがる売り上げは、平均20,000円程度であ
るという。

24）ひとつの車種であっても、エンジンなどには数多くの種類（サイズや素材）があり、車検証などか

ら判別できない部分も多い。車の年式やエンジン、キャプレター等の種類を入力すれば販路が決めら
れるようなソフトウェアを作ることもできるし、その基礎になるデータも蓄積しているが、まずは社

員が経験のなかで理解し、自分自身で決定できるようになることを重視している。

謝辞

お忙しいなか対応いただきました各事業者の担当者様には、ここに深く感謝申しあげます。なお本

ノートの記述内容に関する一切の責任は筆者にあることを明記しておきます。
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（1）学則

第10章の2

（地域問題研究所）

第63条の2本学に。地域問題研究所を置く。

2地域問題研究所に関し必要な事項は、別に定める。

（2）地域問題研究所規定

－158－

1地域問題研究所概要

三重短期大学地域問題研究所規程

第1条(名称） この研究所は、三重短期大学学則第65条に基づき、三重短期大学付属施設として設極

し、三重短期大学地域問題研究所(以下研究所という)と称する。

第2条（目的） 研究所は､本学がよって立つ地域社会に関わる諸問題の調査研究を行い､もって､地域

社会の生活と文化の向上に寄与し､あわせて､本学の教育･研究の発展に資することを目

的とする。

第3条(所員）

2

本学の専任教員は研究所の所員となる。

所員は総会での議決を行う。また､研究所の施設･資料の利用、研究所の刊行物への研

究成果の掲載を行うことができる。

第4条(事業） 研究所は､その目的を達するため、必要に応じて三重短期大学地域連携センターと協力

して次の事業を行う。

一調査および研究

文献･資料･情報の収集･保管･閲覧及び関係機関との研究･文献資料などの交流

三研究会の開催及び研究成果の公表

四その他研究所の目的達成のために必要と認められる事業

第5条(著作権） 研究所の刊行物に掲載された著作物の著作権は研究所に属する。

第6条(運営組織） 研究所には､研究所長、総会、運営委員会を極く。

第7条(研究所長）

２
３

研究所長は、総会の推蒋に基づき、学長が任命する。

所長は､研究所の業務を唯理し､研究所を代表する。

所長の任期は2年とし､再任を妨げない。

第8条(総会）

2

3

基本事項は総会において審議･決定する。

議長は所長とし､所長は必要と認めた時、または所員から要請があった時に総会を招集

する。総会は所員の過半数の出席により成立する。

本条第1項にいう基本事項とはつぎのものをいう。

一年度事業計画及び予算の作成、決算の承認

研究員の推薦

三研究所長の推薦

四その他研究所に関する重要事項



（3）2008年度研究所構成員

所長岩田俊二（生活科学科教授）

運営委員長友薫輝（生活科学科准教授）

茂木陽一（法経科教授）

雨宮照雄（法経科教授）

島内高太（法経科講師）

研究員 東福寺一郎（法経科教授）

石原洋介（法経科准教授）

梅津真樹子（生活科学科教授）

北村香織（生活科学科講師）

南有哲（法経科教授）

山川和義（法経科准教授）

駒田亜衣（生活科学科助教）

楠本孝（法経科教授）

田中里佳助手
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第9条(運営委員会）

2

３
４

研究所の運営を行うため、運営委員会を砿く°

運営委員は、所長、両科選出の運営委員2名、研究員の互選による若干名とし、学長が

任命する。

運営委員の任期は2年とし、再任を妨げない。

運営委員会の議長は所長とし､所長は研究所の運営のために、定期的に委員会を開催

する。

第10条(研究員）

2

研究員は､研究費の支給を受けて地域研究を進め、また互選により研究所運営委員とな

ることができる。

研究員は､所長が総会にはかって､所員の中から推蘭し､教授会の議を経て学長が任命

する。

第11条(特別研究

員）

特別研究員は、広く学内外に人材を求め、所長が総会にはかって推薦し、教授会の議を

経て学長が任命する。

第12条(雑則） この規程に定めるものの他、規程の施行に関し必要な事項は別に定める。

付則

2

本規程は2008年4月1日から施行する。

この規程の施行の際、旧研究室規程により現に室長、運営委員または研究員となってい

る者の取り扱いについては､それぞれ新規程による､所長、運営委員、研究員とみなす。



2地域問題研究所活動日誌

2008年1月9日

31日

2月7日

3月3日

24日

31日

第37回地域問題研究交流集会

法経科共同研究室13:00～

島内高太「自動車産業における生産・労働実態の調査研究」

長友薫輝「国民皆保険・国保の持続可能性一医療費抑制策からの転換－」

藤野奈津子「ローマ帝国の支配一刑事裁判の検討から－」

南有哲「動物虐待に関する試論」

雨宮照雄「税収格差是正と地方税改革」

茂木陽一「近代三重県域における堕胎罪体制成立についての考察」

楠本孝「外国人問題プロジェクトについての報告」

石原洋介「東アジアにおける金融安定化への課題」

地研通信第88号発行

「税源移譲に伴う個人住民税の調整控除について」雨宮照雄

「東アジアにおける金融安定化への課題」石原洋介

事務局会議

法経科共同研究室16:00～

各担当報告、地域問題研究所設霞規則案の検肘、その他

総会

法経科共同研究室12:45～

地域問題研究所規程案の審議、その他

総会

法経科共同研究室12:50～

2008年度研究員承認について、2008年度所長選出について

総会

第一演習室12:50～

2008年度研究員追加申謂について

地研通信第89.90合併号発行

第36回地域問題研究交流集会報告

「津市における『多文化共生』のあり方を考える」

「裁判例からみる『消えた年金』問題」小西啓文
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2008年4月1日

11日

5月7日

15日

6月4日

地研年報第13号発行

論説

「近代三重県域における堕胎取締の推移について一近代三重県域における人

口動態の研究（5）－」茂木陽一

「東アジアにおける金融安定化への課題」石原洋介

「地域医療の現状と課題一自治体病院をめぐる動向について－」長友薫輝

研究ノート

「ローマの元首政について－モムゼンのDyarchie-Thcorie（「二員政論」）をめ

ぐる近時の学説から－」藤野奈津子

「自然中心主義と人間中心主義の対立について」南有哲

書評

「猿田正機著『トヨタウェイと人事管理・労使関係』」島内高太

地研研究員活動報告（2007年1月～12月）

地研研究員名簿

地研規約

『津市における外国人児童・生徒の就学状況調査報告書』発行

地域問題総合調査研究室一地域問題研究所へ

第1回運営委員会

地研事務室15:00～

運営委員会の構成と分担について、監査規定・予算案作成と総会開催について、

奨励研究員の募集方針について、交流集会の企画・コーディネート担当について

、外国人問題プロジェクトの予算措腫について

第2回運営委員会

法経科共同研究室9:00～

定例会議について、奨励研究員について、2008年度予算案、聯入希望雑誌アンケ

ート中間報告、地研通信発行計画、所員総会懸案事項

第1回総会

第一演習室13:50～

2008年度運営体制・奨励研究員・予算配分の承認

第3回運営委員会

法経科共同研究室13:00～
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7月9日

8月7日

10月1日

31日

11月7日

27日

12月3日

購入希望雑誌の最終決定、研究交流集会の企画について、2008年度地研年報につ

いて

第4回運営委員会

地研事務室13:30～

「地研通信」発行スケジュールについて、新規購読雑誌受入状況、研究交流集会

の開催案について、予算執行状況、今後の地研の活動（研究会・シンポジウムの

あり方）について、『地研年報』への地研規定・輪文掲載規程の掲載について、

ホームページ更新状況の報告

地研通信第91号発行

「新たに出発した地域問題研究所の課題」岩田俊二

「占領期沖縄の社会福祉政策序騰」北村香織

2008年度地域問題研究所研究員一覧

第5回運営委員会

法経科共同研究室13:00～

次年度研究交流集会等の催しについて、みえ雇用創出会議主催シンポジウムの後

援依頼について、各担当の業務確認

地研通信第92号発行

「『70歳まで働ける企業』の実現に関する法政策の意義」

「生活習慣病予防の取組について」駒田亜衣

山川和義

第6回運営委員会

法経科共同研究室11:00～

楠本研究員からの研究費増額要請について、地研年報発行スケジュールについて

、地研主催（連携センター協力による）連続セミナーの実施について、来年度市

費予算内示

第2回総会

第一演習室13:45～

地研年報発行スケジュールについて、投稿規程・執箪要項の制定および地研規約

の改正について、地研主催（連携センター協力による）連続セミナーの実施につ

いて、奨励研究員からの研究費増額要謂について

第7回運営委員会

法経科共同研究室11:00～

「来日外国人の生活実態調査」にかかる研究費の増額について
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20日

2009年1月21日

28日

30日

3月31日

第38回地域問題研究交流集会

アスト津第2会議室14:00～

「津市における来日外国人の生活実態調査」報告会

第8回運営委員会

法経科共同研究室11:00～

楠本研究員の研究費増額にともなう予算執行について、来年度地検連続セミナー

の研究テーマ選択について、各担当の業務確認

第39回地域問題研究交流集会

法経科共同研究室13:00～

岩田俊二「農業・農村から見た地方都市の都市形成史一津市を事例にして一」

雨宮照雄『地方財政をめぐる諸問題」

茂木陽一「近代三重県域におけるマビキ慣行の研究」

梅漂真樹子「津市内中高年女性の食物摂取頻度調査から」

北村香織「占領期における三重県下の医療・福祉政策」（継続）

長友薫輝「住民のための地域医療のあり方一公立病院をめぐる状況を中心に一」

南有哲「環境概念についての試論」

楠本孝「来日外国人の生活実態調査」

地研通信第93号発行

「ヴァル・ドルチャとアルト．ドウロの文化的景観を訪ねて」岩田俊二

「伊勢商人と地域社会」漫筆（その2）茂木陽一

地研通信第94号発行

第38回地域問題研究交流集会報告

「津市における来日外国人の生活実態調査」報告会

「伊勢商人と地域社会」漫筆（その3）茂木陽一
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3地域問題研究所刊行物

【地研通信】

号数 発行日 頁数

第88号 2008年1月31日 8頁

第89．90合併号 3月31日 32頁

第91号 8月7日 8頁

第92号 10月31日 8頁

第93号 2009年1月30日 12頁

第94号 3月31日 24頁

【地研年報】

第13号2008年3月31日発行103頁

論説

近代三重県域における堕胎取締の推移について一近代三重県域における人口動態の研究（5）

－（茂木陽一）

東アジアにおける金融安定化への課題（石原洋介）

地域医療の現状と課題一自治体病院をめぐる動向について－（長友薫輝）

研究／－ト

ローマの元首政について－モムゼンのDyarchie-Theorie（「二員政論」）をめぐる近時の学説か

ら－（藤野奈津子）

自然中心主義と人間中心主義の対立について（南有哲）

凄評

猿田正機著『トヨタウェイと人事管理・労使関係』（島内高太）

地研研究員活動報告（2007年1月～12月）

地研研究員名簿

地研規約
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4受入図書･雑誌

（1）収集図書点数（2008/l/l～2009/3/31）

（2）受入雑誌一覧

部落解放研究

ほっと通信

学術センター通信

人権と部落問題

月刊介護保険

工場管理

労働法令通信

福祉新聞

中小商工業研究

財政金融統計月報

自治研究

地域開発

文部科学時報

自治総研

調査News

CURES

新都市

月刊イオ

エコジン

労政時報

労働と医学

教育展望

社会教育

人口問題研究

都市問題研究

自治体学研究

201点

地域問題研究

三銀レポート

地域政策

国際人流

判例地方自治

人と国土

協同の発見

日経メディカル

教育

社会福祉研究

地方税

都市政策
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広報津

地域社会

部落問題研究

週刊教育資料

日経ものづくり

AFF

総合社会福祉研究

月刊切り抜き保健

厚生の指標

住民と自治

地方財政

月刊福祉



5研究活動

（1）個別研究

研究者名

(共同研究者名）

岩田俊二

(中井加代子）

東福寺一郎

雨宮照雄

茂木陽一

石原洋介

島内高太

梅漂真樹子

北村香織

長友薫輝

南有哲

山川和義

駒田亜衣

研究テーマ

農業・農村から見た地方都市の

都市形成史

一津市を事例にして一

(継続）

高齢学生の学習動機と行動

地方財政をめぐる諸問題

近代三重県域におけるマビキ

個行の研究

東アジア共同体の特殊性と現

実性

一EUとの比較による検肘一

地域企業におけるCSRの現

状と課題

津市内の大学生に対する食育

活動

占領期における三重県下の医

療・福祉政策（継続）

住民のための地域医療のあり

方

一公立病院をめぐる状況を中

心に一

多文化共生と環境倫理

高齢者屈用の現状と法的問題

生活習慎病発症リスクと食生

活に関する研究

研究概要

昨年も同一テーマで申鯖したが、研究成果を発表できなかったので、

今年も継続する。津市を事例に地方中心都市の都市計画史について

は、一応研究をまとめているが、更に農業・農村から見た地方中心

都市の都市形成史をまとめる計画である。都市側と農村側の両面か

ら地方都市の近代都市形成過程をまとめ今後の地方計画や中央地方

との関係改善に資することを目的としている。

第二部に在籍する商齢（50才以上）学生を対象に学習の勤機や過去

を含めた学習行励について調査する。また、若齢者についても質問

紙調査を行い比較対象とする。

第二期地方合権改革が検討されている現在、地方税、地方交付税、

国庫支出金、地方債（財政健全化法を含む）など全般的な地方財政

制度について分析する。

地研年報7号、13号での分析を踏まえて、明治10年代～昭和戦前

期までのマビキ個行の実態を網羅的に調査・研究する。

昨今、日本と東アジア諸国とのEPA交渉が続々と締約され、次の

ステップとして東アジア共同体への発展が模索されつつある。東ア

ジア共同体が抱える特殊性、問題・課題などをEUとの比較で検肘

する ◎

企業の社会的責任いわゆるCSRの重要性が商まっている。近年

多くの大企業がCSRに関する取組みを充実させているが、地域の

中小企業は、地域社会との密接な関係をもつにもかかわらず、その

取組みには多くの課題があると思われる。そこで三亜県下の企業に

おけるCSRの取組みについて調査することで、その現状と諜題を

出来る限り明らかにしたい。

大学生以下の青少年や働く成人に対する食育活動は盛んに行われて

いるが、大学生、特に一人暮らしの人達の食生活はどのようなもの

か報告数も少ない。本研究は、大学生に対して食生活調査を行うこ

とで、問題点をさぐり、どのような食育活動が効果的なものとなる

のかを検討するものである。

占領期における社会福祉政策の構築過程を医療政策との関連から明

らかにしていく作業を継続して行う。特に伊賀の医事史資料を中心

に分析を行う。

総務省の公立病院ガイドラインが2007年12月末に明らかとなり、

公立病院をめぐる状況が大きく変化しつつある。そのような状況の

もと、住居のための地域医療のあり方について、再編・統合あるい

Iま地域連携などによって生き残り策を模索する公立病院への澗査．

研究を行う。

多文化共生と理念的に整合する環境倫理のあり方を、捕鯨践争の分
析等を通じて検討する。

少子商齢化に伴って、商齢労働力の有効活用の必要性が商まってい

る。しかし、多くの企業では60歳定年制がとられており現実に高
齢者屈用が円滑に進められていくかは調査・研究が必要となる。本

研究では、現行法制度に照らして現状の分析によりその法的問題と

対処方法を探る。

特定健診のデータから生活習俄病を発症するリスクを推定し、食生

活との関連を解析するにあたり、基礎調査として2008年度の特定健

診データや食生活鯛査から三重県の現状を把握する。特に三盟県は

糖尿病の擢患率が高いことから、糖尿病に焦点をあてて生活習佃等

を検肘する。
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（2）奨励研究

。「来日外国人の生活実態調査」

･楠本孝（代表）／南有哲／島内高太／長友薫輝／北村香織／駒田亜衣

･研究活動概要

アンケート調査期間

10月24日～1月31日

送付対象者481世帯601名

訪問調査期間

11月下旬～12月上旬

15世帯

アンケート返信者82世帯104名
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6研究員活動報告（2008年1月～2009年3月）

岩田俊二

論文

岩田俊二・中井加代子：「実効性ある景観政策の検討一四日市市及び伊賀市の景観条例と景観

法を比較して－」，三重短期大学生活科学研究会紀要No．57，2009年3月，pp21-29

「ヴァル・ドルチャとアルト・ドウロの文化的景観を訪ねて」，『地研通信第93号』，三重短

期大学地域問題研究所，2009年1月

学会発表

「地方都市の景観方策に関する市民の意向

2008年9月18日，広島大学

－三重県伊賀市を対象に一」，日本建築学会大会，

講演

「農村景観の価値と整備の課題」，農林水産省東海農政局．（社)農村環境整備センター主催「景

観配慮に関する研修会」，2008年3月7日，岐阜県恵那市

その他

津市環境基本計画策定市民委員会会長2007年4月～2008年3月

津市環境基本計画推進市民委員会会長2008年4月～

津市農業振興地域整備計画策定協議会会長2006年9月～

津市福祉有償運送協議会会長2005年4月～

津市建築審査会会長代理2007年1月～

四日市市開発審議会会長代理2008年11月～

三重県公共事業等総合評価意見聴取会委員2006年4月～

三重県公共事業評価審査委員会委員2008年4月～

東福寺一郎

調査

短期大学生の男女共同参画意識一質問紙調査に基づいて－単著

19-282008年3月20日発行
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学会発表

女子短期大学生の男女共同参画意識について単独日本心理学会第72回大会2008年9月

20日（土）発表（論文集1428頁）

講演

2008年11月9日男女共同参画フオーラム～みえの男女2008～ワークシヨップA「働く

人の意見大集合！これがフツーじゃなかったの？～あなたの会社の常識を考える～」

講師・コーディネータ（フレンテみえ・研修室A）

学外の委員会等（継続中のもののみ）

亀山市生涯学習推進会議委員1992年8月～

三重県男女共同参画センター運営協議会委員2003年6月～

津市社会教育振興会評議員2005年4月～

「男女がいきいきと働いている企業」三重県知事表彰選考委員

三重県公立学校職員互助会監事2006年4月～

三重県男女共同参画審議会委員2007年4月～

三重県立亀山高等学校評議員2007年4月～

津市市民交流計画策定懇話会委員長2007年11月～

茂木陽一

2005年11月～

学術論文･学術書

「近代三重県域における堕胎取締の推移について－近代三重県域における人口動態の研究

(5)」、地研年報13号、2008年3月

「近代三重県域におけるマビキ慣行」、『部落問題研究』第184号、2008年4月

その他の著作

「『伊勢商人と地域社会』漫筆その2」、『地研通信』第93号、2008年12月

「『伊勢商人と地域社会』漫筆その3」、『地研通信』第94号、2009年3月

講演

「伊勢商人と商人道」、三重アカデミックセミナー市民大学講座「企業と社会」第一講、2008

年7月
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その他

津市文化財審議会委員（1995/10-現在）

三重県史編纂専門委員（1988/4－現在）

伊勢市史編纂委員（2002/8－現在）

松阪市長谷川家文書調査指導員（2008/4－現在）

石原洋介

学術論文・学術書

「第10章アジアにおけるグローバリゼーション」、樫谷勝美・野崎哲哉編『新自由主義改

革と日本経済』三重大学出版会、pp､167-184,2008年3月。

「東アジアにおける金融安定化への課題」『地研年報』第13号、pp､23.52、三重短期大学地

域問題総合調査研究所、2008年3月。

学会・研究会報告

『新自由主義改革と日本経済』（三重大学出版会）出版記念シンポジウム「いま、改革の是非

を問う1－『市場原理主義』から脱却せよ！－」三重大学、2008年4月27日

その他

2008年みえ短祭生協主催講演会「フェアトレードが変える世界のかたち」三重短期大学、2008

年11月8日。

島内高太

研究ノート

「日本的生産システムと日系人労働者一階層的企業間システムに注目して－」三重短期大学法

経学会『三重法経』第133号（2008年度第3号）

学会報告

「社会と企業：現場疲弊の観点から」2008年7月日本比較経営学会第33回全国大会ワーク

ショップ（社会と企業）

「雇用戦略の変化と日本的技能形成システムへの影響」2008年9月工業経営研究学会第23

回全国大会自由論題報告
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梅漂艮樹子

その他の社会活動など

あのつアカデミー講座「メタボリックシンドロームを予防する食事」，津、2008年2月

北村香織

学術論文

「米軍占領下の沖縄における社会福祉政策」『日本の科学者』490号、2008年11月

紀要など

「「里」とは何か－古代・近代・現代それぞれのふるさと」『大阪保険医雑誌』No.493,2008

年1月

「占領期沖縄の社会福祉政策序論」『地研通信』第91号、2008年8月

その他、社会的活動

社会福祉士国家試験受験対策講座「社会保障論」、京都府社会福祉士会、2008年9月、11月、

12月

津市公共交通システム検討委員会委員2007年11月8日～2009年3月31日まで

津市まちづくり市民委員会委員2007年12月21日～2009年3月31日まで

長友薫輝

学術論文

「地域協働と社会連帯一三重県福祉セミナー実行委員会の取り組み‐」『総合社会福祉研究』

第32号、2008年3月

「地域医療の現状と問題点」『おおさかの住民と自治』No.354,2008年5月

「介護・福祉労働」『医療労働』No.504,2008年7月

「社会保障としての国保再生のために」『中小商工業研究』No.97,2008年10月

「国民健康保険制度の再生を‐破綻の現状、課題、展望一」『経済』No.158,2008年11月

「地域協働で取り組む生活ケア実態調査一本調査への課題一」『国民医療』No.254,2008年

11月
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著書

「府民生活への影響医療．福祉」『笑顔で暮らせる大阪府再建の道』せせらぎ出版、2008

年7月

「地域医療の崩壊と再生へ向けて」『地域医療と自治体病院』自治体研究社、2008年9月

紀要など

「地域医療の現状と課題一自治体病院をめぐる動向について」『地研年報』2008年3月

「座談会困窮する府民生活を問う」『大阪府保険医雑誌』No.501,2008年10月

その他、社会的活動

津市介護保険事業等検討委員会委員

津市人権施策審議会委員

亀山市総合環境研究センター研究員

かめやま環境市民大学院

2008年10月1日～2010年9月30日まで

2008年12月14日～2010年12月13日まで

2008年6月～2009年5月まで

2008年6月～2009年5月まで

講演：「自治体病院と地域医療」「自治体病院と地域医療シンポジウム」和泉市・青年会議所

等主催2008年7月など

マスコミ出演：よみうりテレビ「ニューススクランブル」番組内「特集地域医療」2008年

12月など

南有哲

論文

Anthropocentrism,Non-anthropocentrism,andAlienated-anthropocentrism;theBasic

FormationofEnvironmentalldeologies三重法経（単著）／131，p1-82008年12月

高島善哉における「風土」と「民族」哲学と現代（単著）／24,p102-1162009年2月

研究ノート

民族的同化についての試論三重法経（単著）／130,plll-ll82008年3月

学会報告

TheConfrontationbetweenNature-centrismandAnthropo-centrismThe3rdWAPEForum

(LANGFANG，HEBEI，CHINA)，24－25May2008
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山川和義

論文

「ドイツにおける一般平等立法の意味」日本労働研究雑誌574号（2008年5月）（和田

肇名古屋大学大学院教授と共著）18頁

判例研究

「パイロットに関する六○歳定年制と年齢差別」労働法律旬報1668号50頁（2008年

3月）

「労働者派遣期間途中の交代・解雇と賃金請求」三重法経第130号119頁（2008年3

月）

「経営上の理由による解約告知の人選と年齢差別」労働判例958号（2008年7月）96頁

その他

「『70歳まで働ける企業』の実現に関する法政策の意義一三重県の事例を参考に」地研通信9

2号（2008年10月）

翻訳

ウルリッヒ・ツァヒャルト、山川和義（訳）「労働紛争の解決システムに関する日独法比較」

名古屋大学法政論集221号1頁（2008年3月）

書評

「樫庭涼子著『年齢差別禁止の法理』」日本労働研究雑誌579号（2008年10月）77

頁

楠本孝

学術論文・学術書

「外国籍の子どもの就学義務化をめぐる法的諸問題」日本の科学者488号（2008年9月）

その他

「第38回地域問題研究交流集会報告」地研通信94号（2009年3月）

－173－



駒田亜衣

学術論文

「基本健康診査データから計算した男性の心疾患リスクスコアと食事摂取量に関する研究」、

共著、2008.12、HealthSciences，vol､24，No.4，2008

「基本健診データから算出した脳卒中リスクスコアの高値群とその他の群の食品・栄養素等摂

取堂の比較に関する研究」、共著、2008.4、栄養学雑誌，第66巻，第2号

著書

「NGO施設での栄養士活動と現地の食習慣について」、単著、2008.9、海を渡った栄養士たち，

社団法人青年海外協力協会

紀要等

「加濃式社会的ニコチン依存度調査票を用いた食物栄養学専攻学生の社会的ニコチン依存度に

対する意識調査」、共著、2009.3、紀要、三重短期大学生活科学研究会、No.57

「食事満足度の因果分析」、共著、2009.3、紀要、三重短期大学生活科学研究会、No.57

「生活習慣病予防の取り組みについて～三重県の糖尿病予防対策の現状とこれから～」、

2008.10、地研通信第92号

学会発表

生活習慣問診票質問項目の生活習慣病スクリーニングテスト精度に関する検討，2008年度青

森県保健医療福祉研究発表会，2009.2(青森市）
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